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議案第43号 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく

個人番号の利用に関する条例の一部改正について 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく個人

番号の利用に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和5年6月2日提出 

一宮市長 中 野 正 康 

提案理由 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律(平成25年法

律第27号)第9条第2項の規定による独自事務を追加するため、本案を提出する。 
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行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく

個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条例 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく個人

番号の利用に関する条例(平成27年一宮市条例第23号)の一部を次のように改正する。 

現行 改正後 

別表(第4条関係) 別表(第4条関係) 

【別記 参照】 【別記 参照】 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

【別記】 

現行 

機関 事務 

市長 略 

児童虐待の防止及び虐待を受けた児童の支援に関する事務 

改正案 

機関 事務 

市長 略 

児童虐待の防止及び虐待を受けた児童の支援に関する事務 

一宮市子ども医療費の助成に関する事務 

一宮市母子・父子家庭等医療費の助成に関する事務 

一宮市心身障害者医療費の助成に関する事務 

一宮市精神障害者医療費の助成に関する事務 

一宮市後期高齢者福祉医療費の助成に関する事務 

付 則 

この条例は、規則で定める日から施行する。 
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議案第44号 

一宮市印鑑の登録及び証明に関する条例の一部改正について 

一宮市印鑑の登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和5年6月2日提出 

一宮市長 中 野 正 康 

提案理由 

電子署名等に係る地方公共団体情報システム機構の認証業務に関する法律(平成14年法

律第153号)の一部改正に伴い、新たにスマートフォンに搭載される利用者証明用電子証明

書を利用して印鑑登録証明書の交付の申請ができるようにするため、本案を提出する。 
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一宮市印鑑の登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例 

一宮市印鑑の登録及び証明に関する条例(昭和52年一宮市条例第25号)の一部を次のよう

に改正する。 

現行 改正後 

(印鑑登録証明書交付の申請) (印鑑登録証明書交付の申請) 

第10条 略 第10条 略 

 (多機能端末機による印鑑登録証明書の

交付) 

 第10条の2 前条の規定にかかわらず、印鑑

の登録を受けている者は、多機能端末機

(市の使用に係る電子計算機と電気通信

回線で接続された端末機で、利用者自ら

が端末機を操作することにより、電子署

名等に係る地方公共団体情報システム機

構の認証業務に関する法律(平成14年法

律第153号)第22条第1項に規定する個人

番号カード用利用者証明用電子証明書又

は同法第35条の2第1項に規定する移動端

末設備用利用者証明用電子証明書を利用

して印鑑登録証明書等を発行する機能を

有するものをいう。)を利用し、必要な事

項を入力することにより、印鑑登録証明

書の交付を受けることができる。

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

付 則 

(施行期日) 

1 この条例は、規則で定める日から施行する。 

(一宮市手数料条例の一部改正) 

2 一宮市手数料条例(平成12年一宮市条例第12号)の一部を次のように改正する。 

現行 改正後 

(手数料の種類、金額等) (手数料の種類、金額等) 

第3条 手数料の種類及び金額は、次のとお

りとする。 

第3条 略 

(1)～(18) 略 (1)～(18) 略 

(19) 一宮市印鑑の登録及び証明に関す

る条例(昭和52年一宮市条例第25号)第1

0条第1項及び第3項        の

(19) 一宮市印鑑の登録及び証明に関す

る条例(昭和52年一宮市条例第25号)第1

0条第1項及び第3項並びに第10条の2の 
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規定に基づく印鑑登録証明書の交付手

数料 1枚につき300円(自動交付サービ

スによる場合にあっては、200円) 

規定に基づく印鑑登録証明書の交付手

数料 1枚につき300円(自動交付サービ

スによる場合にあっては、200円) 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 
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議案第45号 

一宮市市税条例及び一宮市都市計画税条例の一部改正について 

一宮市市税条例及び一宮市都市計画税条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和5年6月2日提出 

一宮市長 中 野 正 康 

提案理由 

地方税法(昭和25年法律第226号)の一部改正に伴い、森林環境税の導入に伴う徴収方法等

に係る規定の整備、軽自動車税に係る種別割のグリーン化特例の延長等を行い、及び条文

の整備等を行うため、本案を提出する。 
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一宮市市税条例及び一宮市都市計画税条例の一部を改正する条例 

(一宮市市税条例の一部改正) 

第1条 一宮市市税条例(平成17年一宮市条例第38号)の一部を次のように改正する。 

現行 改正後 

(配当割額又は株式等譲渡所得割額の控

除) 

(配当割額又は株式等譲渡所得割額の控

除) 

第34条の9 略 第34条の9 略 

2 前項の規定により控除されるべき額で同

項の所得割の額から控除することができ

なかった金額があるときは、当該控除する

ことができなかった金額は、令第48条の9

の3から令第48条の9の6までに定めるとこ

ろにより、同項の納税義務者に対しその控

除することができなかった金額を還付し、

又は                

            当該納税義務

者の同項の確定申告書に係る年の末日の

属する年度の翌年度分の個人の県民税若

しくは市民税に充当し        

、若しくは当該納税義務者

の未納に係る徴収金に充当する    

   。 

2 前項の規定により控除されるべき額で同

項の所得割の額から控除することができ

なかった金額があるときは、当該控除する

ことができなかった金額は、令第48条の9

の3から令第48条の9の6までに定めるとこ

ろにより、同項の納税義務者に対しその控

除することができなかった金額を還付し、

又は当該控除することができなかった金

額のうち法第314条の9第2項後段に規定す

る還付をすべき金額により当該納税義務

者の前項の確定申告書に係る年の末日の

属する年度の翌年度分の個人の県民税、個

人の市民税若しくは森林環境税を納付し、

若しくは納入し、若しくは当該納税義務者

の未納に係る徴収金を納付し、若しくは納

入する。 

3 略 3 略 

(個人の市民税に係る給与所得者の扶養親

族等申告書) 

(個人の市民税に係る給与所得者の扶養親

族等申告書) 

第36条の3の2 略 第36条の3の2 略 

 2 前項又は法第317条の3の2第1項の規定に

よる申告書を給与支払者を経由して提出

する場合において、当該申告書に記載すべ

き事項がその年の前年において当該給与

支払者を経由して提出した前項又は同条

第1項の規定による申告書(その者が当該

前年の中途において次項の規定による申

告書を当該給与支払者を経由して提出し

た場合には、当該前年の最後に提出した同

項の規定による申告書)に記載した事項と

異動がないときは、給与所得者は、施行規
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則で定めるところにより、前項又は同条第

1項の規定により記載すべき事項に代えて

当該異動がない旨を記載した前項又は同

条第1項の規定による申告書を提出するこ

とができる。 

2 前項 又は法第317条の3の2第1項の規定

による申告書を提出した給与所得者で市

内に住所を有するものは、その年の中途に

おいて当該申告書に記載した事項につい

て異動を生じた場合には、前項 又は同条

第1項の給与支払者からその異動を生じた

日後最初に給与の支払を受ける日の前日

までに、施行規則で定めるところにより、

その異動の内容その他施行規則で定める

事項を記載した申告書を、当該給与支払者

を経由して、市長に提出しなければならな

い。 

3 第1項又は法第317条の3の2第1項の規定

による申告書を提出した給与所得者で市

内に住所を有するものは、その年の中途に

おいて当該申告書に記載した事項につい

て異動を生じた場合には、第1項又は同条

第1項の給与支払者からその異動を生じた

日後最初に給与の支払を受ける日の前日

までに、施行規則で定めるところにより、

その異動の内容その他施行規則で定める

事項を記載した申告書を、当該給与支払者

を経由して、市長に提出しなければならな

い。 

3 前2項    の場合において、これらの

規定による申告書がその提出の際に経由

すべき給与支払者に受理されたときは、そ

の申告書は、その受理された日に市長に提

出されたものとみなす。 

4 第1項及び前項の場合において、これらの

規定による申告書がその提出の際に経由

すべき給与支払者に受理されたときは、そ

の申告書は、その受理された日に市長に提

出されたものとみなす。 

4 給与所得者は、第1項及び第2項の規定に

よる申告書の提出の際に経由すべき給与

支払者が令第48条の9の7の2において準用

する令第8条の2の2に規定する要件を満た

す場合には、施行規則で定めるところによ

り、当該申告書の提出に代えて、当該給与

支払者に対し、当該申告書に記載すべき事

項を電磁的方法(電子情報処理組織を使用

する方法その他の情報通信の技術を利用

する方法であって施行規則で定めるもの

をいう。次条第4項及び第53条の9第3項に

おいて同じ。)により提供することができ

る。 

5 給与所得者は、第1項及び第3項の規定に

よる申告書の提出の際に経由すべき給与

支払者が令第48条の9の7の2において準用

する令第8条の2の2に規定する要件を満た

す場合には、施行規則で定めるところによ

り、当該申告書の提出に代えて、当該給与

支払者に対し、当該申告書に記載すべき事

項を電磁的方法(電子情報処理組織を使用

する方法その他の情報通信の技術を利用

する方法であって施行規則で定めるもの

をいう。次条第4項及び第53条の9第3項に

おいて同じ。)により提供することができ

る。 

5 前項の規定の適用がある場合における第

3項の規定の適用については、同項中「申

告書が」とあるのは「申告書に記載すべき

事項を」と、「給与支払者に受理されたと

き」とあるのは「給与支払者が提供を受け

6 前項の規定の適用がある場合における第

4項の規定の適用については、同項中「申

告書が」とあるのは「申告書に記載すべき

事項を」と、「給与支払者に受理されたと

き」とあるのは「給与支払者が提供を受け
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たとき」と、「受理された日」とあるのは

「提供を受けた日」とする。 

たとき」と、「受理された日」とあるのは

「提供を受けた日」とする。 

(個人の市民税の徴収の方法等) (個人の市民税の徴収の方法等) 

第38条 個人の市民税は、第44条、第47条の

2第1項、第47条の5又は第53条の5の規定に

よって特別徴収の方法による場合を除く

ほか、普通徴収の方法によって徴収する。

第38条 個人の市民税は、第44条、第47条の

2第1項、第47条の5又は第53条の5の規定に

より 特別徴収の方法による場合を除く

ほか、普通徴収の方法により 徴収する。

2 略 2 略 

 3 森林環境税は、当該個人の市民税の均等

割を賦課し、及び徴収する場合に併せて賦

課し、及び徴収する。 

(個人の市民税の納税通知書) (個人の市民税の納税通知書) 

第41条 個人の市民税の納税通知書に記載

すべき各納期の納付額は、当該年度分の個

人の市民税額及び  県民税額の合算額

       (第47条第1項又は第47条

の6第1項の規定によって徴収する場合に

あっては特別徴収の方法によって徴収さ

れないことになった金額に相当する税額)

を前条第1項の納期(第47条第1項又は第47

条の6第1項の規定によって徴収する場合

にあっては特別徴収の方法によって徴収

されないこととなった日以後に到来する

納期)の数で除して得た額とする。 

第41条 個人の市民税の納税通知書に記載

すべき各納期の納付額は、当該年度分の個

人の市民税額、個人の県民税額及び森林環

境税額の合算額(第47条第1項又は第47条

の6第1項の規定により 徴収する場合に

あっては特別徴収の方法により 徴収さ

れないことになった金額に相当する税額)

を前条第1項の納期(第47条第1項又は第47

条の6第1項の規定により 徴収する場合

にあっては特別徴収の方法により 徴収

されないこととなった日以後に到来する

納期)の数で除して得た額とする。 

(給与所得に係る個人の市民税の特別徴

収) 

(給与所得に係る個人の市民税の特別徴

収) 

第44条 個人の市民税の納税義務者が当該

年度の初日の属する年の前年中において

給与の支払を受けた者であり、かつ、同日

において給与の支払を受けている者(次の

各号に掲げる者のうち特別徴収の方法に

よって徴収することが著しく困難である

と認められるものを除く。以下この条にお

いて「給与所得者」という。)である場合

においては、当該納税義務者の前年中の給

与所得に係る所得割額及び均等割額  

                の合

算額を特別徴収の方法によって徴収する。

ただし、特別の事情により特別徴収を行う

第44条 個人の市民税の納税義務者が当該

年度の初日の属する年の前年中において

給与の支払を受けた者であり、かつ、同日

において給与の支払を受けている者(次の

各号に掲げる者のうち特別徴収の方法に

より 徴収することが著しく困難である

と認められるものを除く。以下この条にお

いて「給与所得者」という。)である場合

には   、当該納税義務者の前年中の給

与所得に係る所得割額及び均等割額(これ

と併せて賦課徴収を行う森林環境税額を

含む。次項及び第5項において同じ。)の合

算額を特別徴収の方法により 徴収する。

ただし、特別の事情により特別徴収を行う
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ことが適当でないと市長が認めた場合は、

特別徴収の方法によらないことができる。

ことが適当でないと市長が認めた場合は、

特別徴収の方法によらないことができる。

(1)・(2) 略 (1)・(2) 略 

2 前項の納税義務者について、当該納税義

務者の前年中の所得に給与所得以外の所

得がある場合においては、当該給与所得以

外の所得に係る所得割額を同項の規定に

よって特別徴収の方法によって徴収すべ

き給与所得に係る所得割額及び均等割額

の合算額に加算して特別徴収の方法によ

って徴収する。ただし、第36条の2第1項の

申告書に給与所得以外の所得に係る所得

割額を普通徴収の方法によって徴収され

たい旨の記載があるときは、この限りでな

い。 

2 前項の納税義務者について、当該納税義

務者の前年中の所得に給与所得以外の所

得がある場合には   、当該給与所得以

外の所得に係る所得割額を同項の規定に

より 特別徴収の方法により 徴収すべ

き給与所得に係る所得割額及び均等割額

の合算額に加算して特別徴収の方法によ

り 徴収する。ただし、第36条の2第1項の

申告書に給与所得以外の所得に係る所得

割額を普通徴収の方法により 徴収され

たい旨の記載があるときは、この限りでな

い。 

3 前項本文の規定によって給与所得者の給

与所得以外の所得に係る所得割額を特別

徴収の方法によって徴収することとなっ

た後において、当該給与所得者について給

与所得以外の所得に係る所得割額の全部

又は一部を特別徴収の方法によって徴収

することが適当でないと認められる特別

の事情が生じたため当該給与所得者から

給与所得以外の所得に係る所得割額の全

部又は一部を普通徴収の方法により徴収

することとされたい旨の申出があった場

合でその事情がやむを得ないと認められ

るときは、市長は、当該特別徴収の方法に

よって徴収すべき給与所得以外の所得に

係る所得割額でまだ特別徴収により徴収

していない額の全部又は一部を普通徴収

の方法により徴収するものとする。 

3 前項本文の規定により 給与所得者の給

与所得以外の所得に係る所得割額を特別

徴収の方法により 徴収することとなっ

た後において、当該給与所得者について給

与所得以外の所得に係る所得割額の全部

又は一部を特別徴収の方法により 徴収

することが適当でないと認められる特別

の事情が生じたため当該給与所得者から

給与所得以外の所得に係る所得割額の全

部又は一部を普通徴収の方法により徴収

することとされたい旨の申出があった場

合でその事情がやむを得ないと認められ

るときは、市長は、当該特別徴収の方法に

より 徴収すべき給与所得以外の所得に

係る所得割額でまだ特別徴収により徴収

していない額の全部又は一部を普通徴収

の方法により徴収するものとする。 

4 略 4 略 

5 納税義務者である給与所得者に対し給与

の支払をする者に当該年度の初日の翌日

から翌年の4月30日までの間において異動

を生じた場合において、当該給与所得者が

当該給与所得者に対して新たに給与の支

払をする者となった者(所得税法第183条

の規定によって給与の支払をする際所得

5 納税義務者である給与所得者に対し給与

の支払をする者に当該年度の初日の翌日

から翌年の4月30日までの間において異動

を生じた場合において、当該給与所得者が

当該給与所得者に対して新たに給与の支

払をする者となった者(所得税法第183条

の規定により 給与の支払をする際所得
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税を徴収して納付する義務がある者に限

る。以下この項において同じ。)を通じて、

当該異動によって従前の給与の支払をす

る者から給与の支払を受けなくなった日

の属する月の翌月の10日(その支払を受け

なくなった日が翌年の4月中である場合に

は、同月30日)までに、第1項の規定により

特別徴収の方法によって徴収されるべき

前年中の給与所得に係る所得割額及び均

等割額の合算額(既に特別徴収の方法によ

って徴収された金額があるときは、当該金

額を控除した金額)を特別徴収の方法によ

って徴収されたい旨の申出をしたときは、

当該合算額を特別徴収の方法によって徴

収するものとする。ただし、当該申出が翌

年の4月中にあった場合において、特別徴

収の方法によって徴収することが困難で

あると市長が認めるときは、この限りでな

い。 

税を徴収して納付する義務がある者に限

る。以下この項において同じ。)を通じて、

当該異動により 従前の給与の支払をす

る者から給与の支払を受けなくなった日

の属する月の翌月の10日(その支払を受け

なくなった日が翌年の4月中である場合に

は、同月30日)までに、第1項の規定により

特別徴収の方法により 徴収されるべき

前年中の給与所得に係る所得割額及び均

等割額の合算額(既に特別徴収の方法によ

り 徴収された金額があるときは、当該金

額を控除した金額)を特別徴収の方法によ

り 徴収されたい旨の申出をしたときは、

当該合算額を特別徴収の方法により 徴

収するものとする。ただし、当該申出が翌

年の4月中にあった場合において、特別徴

収の方法により 徴収することが困難で

あると市長が認めるときは、この限りでな

い。 

6 特別徴収の方法によって個人の市民税を

徴収される納税義務者が当該年度の初日

の属する年の6月1日から12月31日までの

間において給与の支払を受けないことと

なり、かつ、その事由が発生した日の属す

る月の翌月以降の月割額を特別徴収の方

法によって徴収されたい旨の納税義務者

からの申出があった場合及びその事由が

その年の翌年の1月1日から4月30日までの

間において発生した場合には、当該納税義

務者に対してその年の5月31日までの間に

支払われるべき給与又は退職手当等で当

該月割額の全額に相当する金額を超える

ものがあるときに限り、当該月割額の全額

(同日までに当該給与又は退職手当等の全

部又は一部の支払がされないこととなっ

たときにあっては、同日までに支払われた

当該給与又は退職手当等の額から徴収す

ることができる額)を特別徴収の方法によ

って徴収する。 

6 特別徴収の方法により 個人の市民税を

徴収される納税義務者が当該年度の初日

の属する年の6月1日から12月31日までの

間において給与の支払を受けないことと

なり、かつ、その事由が発生した日の属す

る月の翌月以降の月割額を特別徴収の方

法により 徴収されたい旨の納税義務者

からの申出があった場合及びその事由が

その年の翌年の1月1日から4月30日までの

間において発生した場合には、当該納税義

務者に対してその年の5月31日までの間に

支払われるべき給与又は退職手当等で当

該月割額の全額に相当する金額を超える

ものがあるときに限り、当該月割額の全額

(同日までに当該給与又は退職手当等の全

部又は一部の支払がされないこととなっ

たときにあっては、同日までに支払われた

当該給与又は退職手当等の額から徴収す

ることができる額)を特別徴収の方法によ

り 徴収する。 

(給与所得に係る特別徴収税額の納入の義 (給与所得に係る特別徴収税額の納入の義
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務等) 務等) 

第46条 前条の特別徴収義務者は、月割額を

徴収した月の翌月10日までに、その徴収し

た月割額を施行規則第5号の15様式   

         又は施行規則第2条の

6の規定により総務大臣が定めた様式によ

る納入書によって納入しなければならな

い。 

第46条 前条の特別徴収義務者は、月割額を

徴収した月の翌月10日までに、その徴収し

た月割額を施行規則第5号の15様式若しく

は第5号の15の2様式又は施行規則第2条の

6の規定により総務大臣が定めた様式によ

る納入書により 納入しなければならな

い。 

(給与所得に係る特別徴収税額の普通徴収

税額への繰入れ) 

(給与所得に係る特別徴収税額の普通徴収

税額への繰入れ) 

第47条 個人の市民税の納税者が給与の支

払を受けなくなったこと等により給与所

得に係る特別徴収税額を特別徴収の方法

によって徴収されないこととなった場合

においては、特別徴収の方法によって徴収

されないこととなった金額に相当する税

額は、特別徴収の方法によって徴収されな

いこととなった日以後において到来する

第40条第1項の納期がある場合においては

それぞれの納期において、その日以後に到

来する同項の納期がない場合においては

直ちに、普通徴収の方法によって徴収する

ものとする。 

第47条 個人の市民税の納税者が給与の支

払を受けなくなったこと等により給与所

得に係る特別徴収税額を特別徴収の方法

により 徴収されないこととなった場合

には   、特別徴収の方法により 徴収

されないこととなった金額に相当する税

額は、特別徴収の方法により 徴収されな

いこととなった日以後において到来する

第40条第1項の納期がある場合には   

それぞれの納期において、その日以後に到

来する同項の納期がない場合には   

直ちに、普通徴収の方法により 徴収する

ものとする。 

2 法第321条の6第1項の通知によって変更

された給与所得に係る特別徴収税額に係

る個人の市民税の納税者について、既に特

別徴収義務者から市に納入された給与所

得に係る特別徴収税額が当該納税者から

徴収すべき給与所得に係る特別徴収税額

を超える場合(徴収すべき給与所得に係る

特別徴収税額がない場合を含む。)におい

て当該納税者の未納に係る徴収金がある

ときは、当該過納又は誤納に係る税額は、

法第17条の2の規定によって      

         当該納税者の未納に

係る徴収金に充当する        

          。 

2 法第321条の6第1項の通知により 変更

された給与所得に係る特別徴収税額に係

る個人の市民税の納税者について、既に特

別徴収義務者から市に納入された給与所

得に係る特別徴収税額が当該納税者から

徴収すべき給与所得に係る特別徴収税額

を超える場合(徴収すべき給与所得に係る

特別徴収税額がない場合を含む。)におい

て当該納税者の未納に係る徴収金がある

ときは、当該過納又は誤納に係る税額は、

法第17条の2の2第1項第2号に規定する市

町村徴収金関係過誤納金とみなして、同条

第3項、第6項及び第7項の規定を適用する

ことができるものとし、当該市町村徴収金

関係過誤納金により当該納税者の未納に

係る徴収金を納付し、又は納入することを

委託したものとみなす。 
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(公的年金等に係る所得に係る個人の市民

税の特別徴収) 

(公的年金等に係る所得に係る個人の市民

税の特別徴収) 

第47条の2 個人の市民税の納税義務者が当

該年度の初日の属する年の前年中におい

て公的年金等の支払を受けた者であり、か

つ、同日において老齢等年金給付(法第321

条の7の2第1項の老齢等年金給付をいう。

以下この節において同じ。)の支払を受け

ている年齢65歳以上の者(特別徴収の方法

によって徴収することが著しく困難であ

ると認められるものとして次に掲げるも

のを除く。以下この節において「特別徴収

対象年金所得者」という。)である場合に

おいては、当該納税義務者の前年中の公的

年金等に係る所得に係る所得割額及び均

等割額               

         の合算額(当該納税義

務者に係る均等割額を第44条第1項の規定

により特別徴収の方法によって徴収する

場合においては、公的年金等に係る所得に

係る所得割額。以下この条及び第47条の5

において同じ。)の2分の1に相当する額(以

下この節において「年金所得に係る特別徴

収税額」という。)を当該年度の初日の属

する年の10月1日から翌年の3月31日まで

の間に支払われる老齢等年金給付から当

該老齢等年金給付の支払の際に特別徴収

の方法によって徴収する。 

第47条の2 個人の市民税の納税義務者が当

該年度の初日の属する年の前年中におい

て公的年金等の支払を受けた者であり、か

つ、同日において老齢等年金給付(法第321

条の7の2第1項の老齢等年金給付をいう。

以下この節において同じ。)の支払を受け

ている年齢65歳以上の者(特別徴収の方法

により徴収することが 著しく困難であ

ると認められるものとして次に掲げるも

のを除く。以下この節において「特別徴収

対象年金所得者」という。)である場合に

は   、当該納税義務者の前年中の公的

年金等に係る所得に係る所得割額及び均

等割額(これと併せて賦課徴収を行う森林

環境税額を含む。以下この条及び第417条

の5において同じ。)の合算額(当該納税義

務者に係る均等割額を第44条第1項の規定

により特別徴収の方法により徴収する場

合には    、公的年金等に係る所得に

係る所得割額。以下この条及び第47条の5

において同じ。)の2分の1に相当する額(以

下この節において「年金所得に係る特別徴

収税額」という。)を当該年度の初日の属

する年の10月1日から翌年の3月31日まで

の間に支払われる老齢等年金給付から当

該老齢等年金給付の支払の際に特別徴収

の方法により徴収する。  

(1) 略 (1) 略 

(2) 特別徴収の方法によって徴収するこ

ととした場合には当該年度において当

該老齢等年金給付の支払を受けないこ

ととなると認められる者 

(2) 特別徴収の方法により 徴収するこ

ととした場合には当該年度において当

該老齢等年金給付の支払を受けないこ

ととなると認められる者 

2 前項の特別徴収対象年金所得者に対して

課する個人の市民税のうち当該特別徴収

対象年金所得者の前年中の公的年金等に

係る所得に係る所得割額及び均等割額の

合算額から年金所得に係る特別徴収税額

を控除した額を第40条第1項の納期のうち

2 前項の特別徴収対象年金所得者に対して

課する個人の市民税のうち当該特別徴収

対象年金所得者の前年中の公的年金等に

係る所得に係る所得割額及び均等割額の

合算額から年金所得に係る特別徴収税額

を控除した額を第40条第1項の納期のうち
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当該年度の初日からその日の属する年の9

月30日までの間に到来するものにおいて

普通徴収の方法によって徴収する。 

当該年度の初日からその日の属する年の9

月30日までの間に到来するものにおいて

普通徴収の方法により 徴収する。 

(年金所得に係る特別徴収税額等の普通徴

収税額への繰入れ) 

(年金所得に係る特別徴収税額等の普通徴

収税額への繰入れ) 

第47条の6 法第321条の7の7第1項又は第3

項(これらの規定を法第321条の7の8第3項

において読み替えて準用する場合を含

む。)の規定により特別徴収の方法によっ

て徴収されないこととなった金額に相当

する税額は、その特別徴収の方法によって

徴収されないこととなった日以後におい

て到来する第40条第1項の納期がある場合

においてはそのそれぞれの納期において、

その日以後に到来する同項の納期がない

場合においては直ちに、普通徴収の方法に

よって徴収するものとする。 

第47条の6 法第321条の7の7第1項又は第3

項(これらの規定を法第321条の7の8第3項

において読み替えて準用する場合を含

む。)の規定により特別徴収の方法により

 徴収されないこととなった金額に相当

する税額は、その特別徴収の方法により 

徴収されないこととなった日以後におい

て到来する第40条第1項の納期がある場合

には   そのそれぞれの納期において、

その日以後に到来する同項の納期がない

場合には   直ちに、普通徴収の方法に

より 徴収するものとする。 

2 法第321条の7の7第3項(法第321条の7の8

第3項において読み替えて準用する場合を

含む。)の規定により年金所得に係る特別

徴収税額又は年金所得に係る仮特別徴収

税額を特別徴収の方法によって徴収され

ないこととなった特別徴収対象年金所得

者について、既に特別徴収義務者から市に

納入された年金所得に係る特別徴収税額

又は年金所得に係る仮特別徴収税額が当

該特別徴収対象年金所得者から徴収すべ

き年金所得に係る特別徴収税額又は年金

所得に係る仮特別徴収税額を超える場合

(徴収すべき年金所得に係る特別徴収税額

又は年金所得に係る仮特別徴収税額がな

い場合を含む。)において当該特別徴収対

象年金所得者の未納に係る徴収金がある

ときは、当該過納又は誤納に係る税額は、

法第17条の2の規定によって      

         当該特別徴収対象年

金所得者の未納に係る徴収金に充当する

2 法第321条の7の7第3項(法第321条の7の8

第3項において読み替えて準用する場合を

含む。)の規定により年金所得に係る特別

徴収税額又は年金所得に係る仮特別徴収

税額を特別徴収の方法により 徴収され

ないこととなった特別徴収対象年金所得

者について、既に特別徴収義務者から市に

納入された年金所得に係る特別徴収税額

又は年金所得に係る仮特別徴収税額が当

該特別徴収対象年金所得者から徴収すべ

き年金所得に係る特別徴収税額又は年金

所得に係る仮特別徴収税額を超える場合

(徴収すべき年金所得に係る特別徴収税額

又は年金所得に係る仮特別徴収税額がな

い場合を含む。)において当該特別徴収対

象年金所得者の未納に係る徴収金がある

ときは、当該過納又は誤納に係る税額は、

法第17条の2の2第1項第2号に規定する市

町村徴収金関係過誤納金とみなして、同条

第3項、第6項及び第7項の規定を適用する

ことができるものとし、当該市町村徴収金

関係過誤納金により当該特別徴収対象年

金所得者の未納に係る徴収金を納付し、又
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                  。 は納入することを委託したものとみなす。

(法人の市民税の申告納付) (法人の市民税の申告納付) 

第48条 市民税を申告納付する義務がある

法人は、法第321条の8第1項、第2項、第31

項、第34項及び第35項の規定による申告書

(第9項、第10項及び第12項において「納税

申告書」という。)を、同条第1項、第2項、

第31項及び第35項の申告納付にあっては

それぞれこれらの規定による納期限まで

に、同条第34項の申告納付にあっては遅滞

なく市長に提出し、及びその申告に係る税

金又は同条第1項後段及び第2項後段の規

定により提出があったものとみなされる

申告書に係る税金を施行規則第22号の4様

式          による納付書に

より納付しなければならない。 

第48条 市民税を申告納付する義務がある

法人は、法第321条の8第1項、第2項、第31

項、第34項及び第35項の規定による申告書

(第9項、第10項及び第12項において「納税

申告書」という。)を、同条第1項、第2項、

第31項及び第35項の申告納付にあっては

それぞれこれらの規定による納期限まで

に、同条第34項の申告納付にあっては遅滞

なく市長に提出し、及びその申告に係る税

金又は同条第1項後段及び第2項後段の規

定により提出があったものとみなされる

申告書に係る税金を施行規則第22号の4様

式又は第22号の4の2様式による納付書に

より納付しなければならない。 

2～4 略 2～4 略 

5 法第321条の8第34項に規定する申告書

(同条第33項の規定による申告書を含む。

以下この項において同じ。)に係る税金を

納付する場合には、当該税金に係る同条第

1項、第2項又は第31項の納期限(納期限の

延長があったときは、その延長された納期

限とする。第7項第1号において同じ。)の

翌日から納付の日までの期間の日数に応

じ、当該税額に年14.6パーセント(申告書

を提出した日(同条第35項の規定の適用が

ある場合において、当該申告書がその提出

期限前に提出されたときは、当該提出期

限)までの期間又はその期間の末日の翌日

から1月を経過する日までの期間について

は、年7.3パーセント)の割合を乗じて計算

した金額に相当する延滞金額を加算して

施行規則第22号の4様式        

  による納付書により納付しなければ

ならない。 

5 法第321条の8第34項に規定する申告書

(同条第33項の規定による申告書を含む。

以下この項において同じ。)に係る税金を

納付する場合には、当該税金に係る同条第

1項、第2項又は第31項の納期限(納期限の

延長があったときは、その延長された納期

限とする。第7項第1号において同じ。)の

翌日から納付の日までの期間の日数に応

じ、当該税額に年14.6パーセント(申告書

を提出した日(同条第35項の規定の適用が

ある場合において、当該申告書がその提出

期限前に提出されたときは、当該提出期

限)までの期間又はその期間の末日の翌日

から1月を経過する日までの期間について

は、年7.3パーセント)の割合を乗じて計算

した金額に相当する延滞金額を加算して

施行規則第22号の4様式又は第22号の4の2

様式による納付書により納付しなければ

ならない。 

6～16 略 6～16 略 

(法人の市民税に係る不足税額の納付の手

続) 

(法人の市民税に係る不足税額の納付の手

続) 

第50条 法人の市民税の納税者は、法第321 第50条 法人の市民税の納税者は、法第321
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条の12の規定に基づく納付の告知を受け

た場合には、当該不足税額を当該通知書の

指定する期限までに、施行規則第22号の4

様式          による納付書

により納付しなければならない。 

条の12の規定に基づく納付の告知を受け

た場合には、当該不足税額を当該通知書の

指定する期限までに、施行規則第22号の4

様式又は第22号の4の2様式による納付書

により納付しなければならない。 

2 前項の場合においては、その不足税額に

法第321条の8第1項、第2項又は第31項の納

期限(同条第35項の申告納付に係る法人税

割に係る不足税額がある場合には、同条第

1項又は第2項の納期限とし、納期限の延長

があった場合には、その延長された納期限

とする。第4項第1号において同じ。)の翌

日から納付の日までの期間の日数に応じ、

年14.6パーセント(前項の納期限までの期

間又は当該納期限の翌日から1月を経過す

る日までの期間については、年7.3パーセ

ント)の割合を乗じて計算した金額に相当

する延滞金額を加算して納付しなければ

ならない。 

2 前項の場合には   、その不足税額に

法第321条の8第1項、第2項又は第31項の納

期限(同条第35項の申告納付に係る法人税

割に係る不足税額がある場合には、同条第

1項又は第2項の納期限とし、納期限の延長

があった場合には、その延長された納期限

とする。第4項第1号において同じ。)の翌

日から納付の日までの期間の日数に応じ、

年14.6パーセント(前項の納期限までの期

間又は当該納期限の翌日から1月を経過す

る日までの期間については、年7.3パーセ

ント)の割合を乗じて計算した金額に相当

する延滞金額を加算して納付しなければ

ならない。 

3・4 略 3・4 略 

(種別割の税率) (種別割の税率) 

第82条 次の各号に掲げる軽自動車等に対

して課する種別割の税率は、1台について、

それぞれ当該各号に定める額とする。 

第82条 次の各号に掲げる軽自動車等に対

して課する種別割の税率は、1台について、

それぞれ当該各号に定める額とする。 

(1) 原動機付自転車 (1) 原動機付自転車 

ア～ウ 略 ア～ウ 略 

エ 三輪以上のもの(車室を備えず、か

つ、輪距(2以上の輪距を有するものに

あっては、その輪距のうち最大のも

の)が0.5メートル以下であるもの及

び側面が構造上開放されている車室

を備え、かつ、輪距が0.5メートル以

下の三輪のもの         

         を除く。)で、総

排気量が0.02リットルを超えるもの

又は定格出力が0.25キロワットを超

えるもの 年額3,700円 

エ 三輪以上のもの(車室を備えず、か

つ、輪距(2以上の輪距を有するものに

あっては、その輪距のうち最大のも

の)が0.5メートル以下であるもの、 

 側面が構造上開放されている車室

を備え、かつ、輪距が0.5メートル以

下の三輪のもの及び道路運送車両の

保安基準(昭和26年運輸省令第67号)

第1条第1項第13号の6に規定する特定

小型原動機付自転車を除く。)で、総

排気量が0.02リットルを超えるもの

又は定格出力が0.25キロワットを超

えるもの 年額3,700円 

(2)・(3) 略 (2)・(3) 略 
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(たばこ税の申告納付の手続) (たばこ税の申告納付の手続) 

第98条 前条の規定によってたばこ税を申

告納付すべき者(以下この節において「申

告納税者」という。)は、毎月末日までに、

前月の初日から末日までの間における売

渡し等に係る製造たばこの品目ごとの課

税標準たる本数の合計数(以下この節にお

いて「課税標準数量」という。)及び当該

課税標準数量に対するたばこ税額、第96条

第1項の規定により免除を受けようとする

場合にあっては同項の適用を受けようと

する製造たばこに係るたばこ税額並びに

次条第1項の規定により控除を受けようと

する場合にあっては同項の適用を受けよ

うとするたばこ税額その他必要な事項を

記載した施行規則第34号の2様式による申

告書を市長に提出し、及びその申告に係る

税金を施行規則第34号の2の5様式   

        による納付書によって

納付しなければならない。この場合におい

て、当該申告書には、第96条第3項に規定

する書類及び次条第1項の返還に係る製造

たばこの品目ごとの数量についての明細

を記載した施行規則第16号の5様式による

書類を添付しなければならない。 

第98条 前条の規定によってたばこ税を申

告納付すべき者(以下この節において「申

告納税者」という。)は、毎月末日までに、

前月の初日から末日までの間における売

渡し等に係る製造たばこの品目ごとの課

税標準たる本数の合計数(以下この節にお

いて「課税標準数量」という。)及び当該

課税標準数量に対するたばこ税額、第96条

第1項の規定により免除を受けようとする

場合にあっては同項の適用を受けようと

する製造たばこに係るたばこ税額並びに

次条第1項の規定により控除を受けようと

する場合にあっては同項の適用を受けよ

うとするたばこ税額その他必要な事項を

記載した施行規則第34号の2様式による申

告書を市長に提出し、及びその申告に係る

税金を施行規則第34号の2の5様式又は第3

4号の2の5の2様式による納付書によって

納付しなければならない。この場合におい

て、当該申告書には、第96条第3項に規定

する書類及び次条第1項の返還に係る製造

たばこの品目ごとの数量についての明細

を記載した施行規則第16号の5様式による

書類を添付しなければならない。 

2～4 略 2～4 略 

5 前項の修正申告書に係る税金を納付する

場合には、当該税金に係る第1項又は第2項

の納期限(納期限の延長があったときは、

その延長された納期限。第101条第2項にお

いて同じ。)の翌日から納付の日までの期

間の日数に応じ、当該税額に年14.6パーセ

ント(修正申告書を提出した日までの期間

又はその日の翌日から1月を経過する日ま

での期間については、年7.3パーセント)の

割合を乗じて計算した金額に相当する延

滞金額を加算して、施行規則第34号の2の5

様式           による納付

書によって納付しなければならない。 

5 前項の修正申告書に係る税金を納付する

場合には、当該税金に係る第1項又は第2項

の納期限(納期限の延長があったときは、

その延長された納期限。第101条第2項にお

いて同じ。)の翌日から納付の日までの期

間の日数に応じ、当該税額に年14.6パーセ

ント(修正申告書を提出した日までの期間

又はその日の翌日から1月を経過する日ま

での期間については、年7.3パーセント)の

割合を乗じて計算した金額に相当する延

滞金額を加算して、施行規則第34号の2の5

様式又は第34号の2の5の2様式による納付

書によって納付しなければならない。 

(たばこ税に係る不足税額等の納付手続) (たばこ税に係る不足税額等の納付手続) 
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第101条 たばこ税の納税義務者は、法第481

条、第483条又は第484条の規定に基づく納

付の告知を受けた場合には、当該不足税額

又は過少申告加算金額、不申告加算金額若

しくは重加算金額を、当該通知書の指定す

る期限までに、施行規則第34号の2の5様式

           による納付書に

よって納付しなければならない。 

第101条 たばこ税の納税義務者は、法第481

条、第483条又は第484条の規定に基づく納

付の告知を受けた場合には、当該不足税額

又は過少申告加算金額、不申告加算金額若

しくは重加算金額を、当該通知書の指定す

る期限までに、施行規則第34号の2の5様式

又は第34号の2の5の2様式による納付書に

よって納付しなければならない。 

2 略 2 略 

付 則 付 則 

(肉用牛の売却による事業所得に係る市民

税の課税の特例) 

(肉用牛の売却による事業所得に係る市民

税の課税の特例) 

第8条 昭和57年度から令和6年度までの各

年度分の個人の市民税に限り、法附則第6

条第4項に規定する場合において、第36条

の2第1項の規定による申告書(その提出期

限後において市民税の納税通知書が送達

される時までに提出されたもの及びその

時までに提出された第36条の3第1項の確

定申告書を含む。次項において同じ。)に

肉用牛の売却に係る租税特別措置法第25

条第1項に規定する事業所得の明細に関す

る事項の記載があるとき(これらの申告書

にその記載がないことについてやむを得

ない理由があると市長が認めるときを含

む。次項において同じ。)は、当該事業所

得に係る市民税の所得割の額を免除する。

第8条 昭和57年度から令和9年度までの各

年度分の個人の市民税に限り、法附則第6

条第4項に規定する場合において、第36条

の2第1項の規定による申告書(その提出期

限後において市民税の納税通知書が送達

される時までに提出されたもの及びその

時までに提出された第36条の3第1項の確

定申告書を含む。次項において同じ。)に

肉用牛の売却に係る租税特別措置法第25

条第1項に規定する事業所得の明細に関す

る事項の記載があるとき(これらの申告書

にその記載がないことについてやむを得

ない理由があると市長が認めるときを含

む。次項において同じ。)は、当該事業所

得に係る市民税の所得割の額を免除する。

2・3 略 2・3 略 

(読替規定) (読替規定) 

第10条 法附則第15条から第15条の3の2ま

で、第63条又は第64条の規定の適用がある

各年度分の固定資産税に限り、第61条第8

項中「又は第349条の3の4から第349条の5

まで」とあるのは、「若しくは第349条の3

の4から第349条の5まで又は附則第15条か

ら第15条の3の2まで、第63条若しくは第64

条」とする。 

第10条 法附則第15条から第15条の3の2ま

で又は第63条   の規定の適用がある

各年度分の固定資産税に限り、第61条第8

項中「又は第349条の3の4から第349条の5

まで」とあるのは、「若しくは第349条の3

の4から第349条の5まで又は附則第15条か

ら第15条の3の2まで若しくは第63条  

 」とする。 

(新築住宅等に対する固定資産税の減額の

規定の適用を受けようとする者がすべき申

告) 

(新築住宅等に対する固定資産税の減額の

規定の適用を受けようとする者がすべき申

告) 
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第10条の3 略 第10条の3 略 

2～11 略 2～11 略 

 12 法附則第15条の9の3第1項に規定する特

定マンションに係る区分所有に係る家屋

について、同項の規定の適用を受けようと

する者は、当該特定マンションに係る同項

に規定する工事が完了した日から3月以内

に、次に掲げる事項を記載した申告書に施

行規則附則第7条第16項各号に掲げる書類

を添付して市長に提出しなければならな

い。 

 (1) 納税義務者の住所、氏名又は名称及

び個人番号又は法人番号(個人番号又は

法人番号を有しない者にあっては、住所

及び氏名又は名称) 

 (2) 家屋の所在、家屋番号、種類及び床

面積 

 (3) 家屋の建築年月日及び登記年月日 

 (4) 当該工事が完了した年月日 

 (5) 当該工事が完了した日から3月を経

過した後に申告書を提出する場合には、

3月以内に提出することができなかった

理由 

12 法附則第15条の10第1項の耐震基準適合

家屋について、同項の規定の適用を受けよ

うとする者は、当該耐震基準適合家屋に係

る耐震改修が完了した日から3月以内に、

次に掲げる事項を記載した申告書に施行

規則附則第7条第13項に規定する補助に係

る補助金確定通知書の写し、建築物の耐震

改修の促進に関する法律(平成7年法律第1

23号)第7条又は附則第3条第1項の規定に

よる報告の写し及び当該耐震改修後の家

屋が令附則第12条第19項に規定する基準

を満たすことを証する書類を添付して市

長に提出しなければならない。 

13 法附則第15条の10第1項の耐震基準適合

家屋について、同項の規定の適用を受けよ

うとする者は、当該耐震基準適合家屋に係

る耐震改修が完了した日から3月以内に、

次に掲げる事項を記載した申告書に施行

規則附則第7条第17項に規定する補助に係

る補助金確定通知書の写し、建築物の耐震

改修の促進に関する法律(平成7年法律第1

23号)第7条又は附則第3条第1項の規定に

よる報告の写し及び当該耐震改修後の家

屋が令附則第12条第19項に規定する基準

を満たすことを証する書類を添付して市

長に提出しなければならない。 

(1)～(4) 略 (1)～(4) 略 

(5) 施行規則附則第7条第13項に規定す

る補助の算定の基礎となった当該耐震

基準適合家屋に係る耐震改修に要した

(5) 施行規則附則第7条第17項に規定す

る補助の算定の基礎となった当該耐震

基準適合家屋に係る耐震改修に要した
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費用 費用 

(6) 略 (6) 略 

13 略 14 略 

(軽自動車税の環境性能割の非課税) 

第15条の3 法第451条第1項第1号(同条第4

項又は第5項において準用する場合を含

む。)に掲げる三輪以上の軽自動車(自家用

のものに限る。以下この条において同じ。)

に対しては、当該三輪以上の軽自動車の取

得が令和元年10月1日から令和3年12月31

日までの間(付則第15条の6第3項において

「特定期間」という。)に行われたときに

限り、第80条第1項の規定にかかわらず、

軽自動車税の環境性能割を課さない。 

(軽自動車税の環境性能割の賦課徴収の特

例) 

(軽自動車税の環境性能割の賦課徴収の特

例) 

第15条の3の2 略 第15条の3   略 

2・3 略 2・3 略 

4 前項の規定の適用がある場合における納

付すべき軽自動車税の環境性能割の額は、

同項の不足額に、これに100分の10の割合

を乗じて計算した金額を加算した金額と

する。 

4 前項の規定の適用がある場合における納

付すべき軽自動車税の環境性能割の額は、

同項の不足額に、これに100分の35の割合

を乗じて計算した金額を加算した金額と

する。 

(軽自動車税の環境性能割の減免の特例) (軽自動車税の環境性能割の減免の特例) 

第15条の3の3 略 第15条の3の2 略 

(軽自動車税の環境性能割の税率の特例) (軽自動車税の環境性能割の税率の特例) 

第15条の6 略 第15条の6 略 

2 略 2 略 

3 自家用の三輪以上の軽自動車であって乗

用のものに対する第81条の4(第2号に係る

部分に限る。)及び前項の規定の適用につ

いては、当該軽自動車の取得が特定期間に

行われたときに限り、これらの規定中「10

0分の2」とあるのは、「100分の1」とする。

(軽自動車税の種別割の税率の特例) (軽自動車税の種別割の税率の特例) 

第16条 法附則第30条第1項に規定する三輪

以上の軽自動車に対する当該軽自動車が

最初の法第444条第3項に規定する車両番

号の指定(次項から第8項までにおいて「初

回車両番号指定」という。)を受けた月か

第16条 法附則第30条第1項に規定する三輪

以上の軽自動車に対する当該軽自動車が

最初の法第444条第3項に規定する車両番

号の指定(次項から第4項までにおいて「初

回車両番号指定」という。)を受けた月か
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ら起算して14年を経過した月の属する年

度以後の年度分の軽自動車税の種別割に

係る第82条の規定の適用については、当分

の間、次の表の左欄に掲げる同条の規定中

同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表

の右欄に掲げる字句とする。 

ら起算して14年を経過した月の属する年

度以後の年度分の軽自動車税の種別割に

係る第82条の規定の適用については、当分

の間、次の表の左欄に掲げる同条の規定中

同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表

の右欄に掲げる字句とする。 

表略 表略 

2 法附則第30条第2項第1号及び第2号に掲

げる三輪以上の軽自動車に対する第82条

の規定の適用については、当該軽自動車が

令和2年4月1日から令和3年3月31日までの

間に初回車両番号指定を受けた場合には

令和3年度分             

        の軽自動車税の種別割

に限り、次の表の左欄に掲げる同条の規定

中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同

表の右欄に掲げる字句とする。 

2 法附則第30条第2項第1号及び第2号に掲

げる三輪以上の軽自動車に対する第82条

の規定の適用については、当該軽自動車が

令和4年4月1日から令和8年3月31日までの

間に初回車両番号指定を受けた場合には 

、当該初回車両番号指定を受けた日の属す

る年度の翌年度分の軽自動車税の種別割

に限り、次の表の左欄に掲げる同条の規定

中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同

表の右欄に掲げる字句とする。 

表略 表略 

3 法附則第30条第3項第1号及び第2号に掲

げる法第446条第1項第3号に規定するガソ

リン軽自動車(以下この条において「ガソ

リン軽自動車」という。)のうち三輪以上

のものに対する第82条の規定の適用につ

いては、当該ガソリン軽自動車が令和2年4

月1日から令和3年3月31日までの間に初回

車両番号指定を受けた場合には令和3年度

分の軽自動車税の種別割に限り、次の表の

左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に

掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げ

る字句とする。 

【別記1 参照】  

4 法附則第30条第4項第1号及び第2号に掲

げるガソリン軽自動車のうち三輪以上の

もの(前項の規定の適用を受けるものを除

く。)に対する第82条の規定の適用につい

ては、当該ガソリン軽自動車が令和2年4月

1日から令和3年3月31日までの間に初回車

両番号指定を受けた場合には令和3年度分

の軽自動車税の種別割に限り、次の表の左

欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲
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げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる

字句とする。 

【別記2 参照】  

5 法附則第30条第2項第1号及び第2号に掲

げる三輪以上の軽自動車のうち、自家用の

乗用のものに対する第82条の規定の適用

については、当該軽自動車が令和3年4月1

日から令和4年3月31日までの間に初回車

両番号指定を受けた場合には令和4年度分

の軽自動車税の種別割に限り、当該軽自動

車が令和4年4月1日から令和5年3月31日ま

での間に初回車両番号指定を受けた場合

には令和5年度分の軽自動車税の種別割に

限り、第2項の表の左欄に掲げる同条の規

定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ

同表の右欄に掲げる字句とする。 

6 法附則第30条第2項第1号及び第2号に掲

げる三輪以上の軽自動車(自家用の乗用の

ものを除く。)に対する第82条の規定の適

用については、当該軽自動車が令和3年4月

1日から令和4年3月31日までの間に初回車

両番号指定を受けた場合には令和4年度分

の軽自動車税の種別割に限り、当該軽自動

車が令和4年4月1日から令和5年3月31日ま

での間に初回車両番号指定を受けた場合

には令和5年度分の軽自動車税の種別割に

限り、第2項の表の左欄に掲げる同条の規

定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ

同表の右欄に掲げる字句とする。 

7 法附則第30条第7項の規定の適用を受け

る三輪以上のガソリン軽自動車    

(営業用の乗用のものに限る。)に対する第

82条の規定の適用については、当該ガソリ

ン軽自動車が令和3年4月1日から令和4年3

月31日までの間に初回車両番号指定を受

けた場合には令和4年度分の軽自動車税の

種別割に限り、当該ガソリン軽自動車が令

和4年4月1日から令和5年3月31日までの間

3 法附則第30条第3項の規定の適用を受け

る三輪以上の法第446条第1項第3号に規定

するガソリン軽自動車(以下この項及び次

項において「ガソリン軽自動車」という。)

(営業用の乗用のものに限る。)に対する第

82条の規定の適用については     

、当該ガソリン軽自動車が令

和4年4月1日から令和8年3月31日までの間
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に初回車両番号指定を受けた場合には令

和5年度分              

       の軽自動車税の種別割に

限り、第3項の表の左欄に掲げる同条の規

定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ

同表の右欄に掲げる字句   とする。 

に初回車両番号指定を受けた場合には、当

該初回車両番号指定を受けた日の属する

年度の翌年度分の軽自動車税の種別割に

限り、同条第2号ア(二)中「3,900円」とあ

るのは「2,000円」と、同号ア(三)(i)中「6,

900円」とあるのは「3,500円」とする。 

8 法附則第30条第8項の規定の適用を受け

る三輪以上のガソリン軽自動車(前項の規

定の適用を受けるものを除き、営業用の乗

用のものに限る。)に対する第82条の規定

の適用については、当該ガソリン軽自動車

が令和3年4月1日から令和4年3月31日まで

の間に初回車両番号指定を受けた場合に

は令和4年度分の軽自動車税の種別割に限

り、当該ガソリン軽自動車が令和4年4月1

日から令和5年3月31日までの間に初回車

両番号指定を受けた場合には令和5年度分

   の軽自動車税の種別割に限り、第4

項の表の左欄に掲げる同条の規定中同表

の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右

欄に掲げる字句    とする。 

4 法附則第30条第4項の規定の適用を受け

る三輪以上のガソリン軽自動車(前項の規

定の適用を受けるものを除き、営業用の乗

用のものに限る。)に対する第82条の規定

の適用については          

 、当該ガソリン軽自動車が令和4年4月1

日から令和7年3月31日までの間に初回車

両番号指定を受けた場合には、当該初回車

両番号指定を受けた日の属する年度の翌

年度分の軽自動車税の種別割に限り、同条

第2号ア(二)中「3,900円」とあるのは「3,

000円」と、同号ア(三)(i)中「6,900円」

とあるのは「5,200円」とする。 

(軽自動車税の種別割の賦課徴収の特例) (軽自動車税の種別割の賦課徴収の特例) 

第16条の2 市長は、軽自動車税の種別割の

賦課徴収に関し、三輪以上の軽自動車が前

条第2項から第8項までの規定の適用を受

ける三輪以上の軽自動車に該当するかど

うかの判断をするときは、国土交通大臣の

認定等(法附則第30条の2第1項に規定する

国土交通大臣の認定等をいう。次項におい

て同じ。)に基づき当該判断をするものと

する。 

第16条の2 市長は、軽自動車税の種別割の

賦課徴収に関し、三輪以上の軽自動車が前

条第2項から第4項までの規定の適用を受

ける三輪以上の軽自動車に該当するかど

うかの判断をするときは、国土交通大臣の

認定等(法附則第30条の2第1項に規定する

国土交通大臣の認定等をいう。次項におい

て同じ。)に基づき当該判断をするものと

する。 

2 略 2 略 

3 前項の規定の適用がある場合における納

付すべき軽自動車税の種別割の額は、同項

の不足額に、これに100分の10の割合を乗

じて計算した金額を加算した金額とする。

3 前項の規定の適用がある場合における納

付すべき軽自動車税の種別割の額は、同項

の不足額に、これに100分の35の割合を乗

じて計算した金額を加算した金額とする。

(優良住宅地の造成等のために土地等を譲

渡した場合の長期譲渡所得に係る市民税の

課税の特例) 

(優良住宅地の造成等のために土地等を譲

渡した場合の長期譲渡所得に係る市民税の

課税の特例) 
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第17条の2 昭和63年度から令和5年度まで

の各年度分の個人の市民税に限り、所得割

の納税義務者が前年中に前条第1項に規定

する譲渡所得の基因となる土地等(租税特

別措置法第31条第1項に規定する土地等を

いう。以下この条において同じ。)の譲渡

(同項に規定する譲渡をいう。以下この条

において同じ。)をした場合において、当

該譲渡が優良住宅地等のための譲渡(法附

則第34条の2第1項に規定する優良住宅地

等のための譲渡をいう。)に該当するとき

における前条第1項に規定する譲渡所得

(次条の規定の適用を受ける譲渡所得を除

く。次項において同じ。)に係る課税長期

譲渡所得金額に対して課する市民税の所

得割の額は、前条第1項の規定にかかわら

ず、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、

当該各号に定める金額に相当する額とす

る。 

第17条の2 昭和63年度から令和8年度まで

の各年度分の個人の市民税に限り、所得割

の納税義務者が前年中に前条第1項に規定

する譲渡所得の基因となる土地等(租税特

別措置法第31条第1項に規定する土地等を

いう。以下この条において同じ。)の譲渡

(同項に規定する譲渡をいう。以下この条

において同じ。)をした場合において、当

該譲渡が優良住宅地等のための譲渡(法附

則第34条の2第1項に規定する優良住宅地

等のための譲渡をいう。)に該当するとき

における前条第1項に規定する譲渡所得

(次条の規定の適用を受ける譲渡所得を除

く。次項において同じ。)に係る課税長期

譲渡所得金額に対して課する市民税の所

得割の額は、前条第1項の規定にかかわら

ず、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、

当該各号に定める金額に相当する額とす

る。 

(1)・(2) 略 (1)・(2) 略 

2 前項の規定は、昭和63年度から令和5年度

までの各年度分の個人の市民税に限り、所

得割の納税義務者が前年中に前条第1項に

規定する譲渡所得の基因となる土地等の

譲渡をした場合において、当該譲渡が確定

優良住宅地等予定地のための譲渡(法附則

第34条の2第5項に規定する確定優良住宅

地等予定地のための譲渡をいう。以下この

項において同じ。)に該当するときにおけ

る前条第1項に規定する譲渡所得に係る課

税長期譲渡所得金額に対して課する市民

税の所得割について準用する。この場合に

おいて、当該譲渡が法附則第34条の2第10

項の規定に該当することとなるときは、当

該譲渡は、確定優良住宅地等予定地のため

の譲渡ではなかったものとみなす。 

2 前項の規定は、昭和63年度から令和8年度

までの各年度分の個人の市民税に限り、所

得割の納税義務者が前年中に前条第1項に

規定する譲渡所得の基因となる土地等の

譲渡をした場合において、当該譲渡が確定

優良住宅地等予定地のための譲渡(法附則

第34条の2第5項に規定する確定優良住宅

地等予定地のための譲渡をいう。以下この

項において同じ。)に該当するときにおけ

る前条第1項に規定する譲渡所得に係る課

税長期譲渡所得金額に対して課する市民

税の所得割について準用する。この場合に

おいて、当該譲渡が法附則第34条の2第10

項の規定に該当することとなるときは、当

該譲渡は、確定優良住宅地等予定地のため

の譲渡ではなかったものとみなす。 

3 略 3 略 

(新型コロナウイルス感染症等に係る寄附

金税額控除の特例) 

(新型コロナウイルス感染症等に係る寄附

金税額控除の特例) 
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第25条 所得割の納税義務者が、新型コロナ

ウイルス感染症等の影響に対応するため

の国税関係法律の臨時特例に関する法律

(令和2年法律第25号。次条において「新型

コロナウイルス感染症特例法」という。)

第5条第4項に規定する指定行事のうち、市

長が指定するものの中止若しくは延期又

はその規模の縮小により生じた当該指定

行事の入場料金、参加料金その他の対価の

払戻しを請求する権利の全部又は一部の

放棄を同条第1項に規定する指定期間内に

した場合には、当該納税義務者がその放棄

をした日の属する年中に法附則第60条第4

項に規定する市町村放棄払戻請求権相当

額の法第314条の7第1項第3号に掲げる寄

附金を支出したものとみなして、第34条の

7の規定を適用する。 

第25条 所得割の納税義務者が、新型コロナ

ウイルス感染症等の影響に対応するため

の国税関係法律の臨時特例に関する法律

(令和2年法律第25号         

                  )

第5条第4項に規定する指定行事のうち、市

長が指定するものの中止若しくは延期又

はその規模の縮小により生じた当該指定

行事の入場料金、参加料金その他の対価の

払戻しを請求する権利の全部又は一部の

放棄を同条第1項に規定する指定期間内に

した場合には、当該納税義務者がその放棄

をした日の属する年中に法附則第60条第4

項に規定する市町村放棄払戻請求権相当

額の法第314条の7第1項第3号に掲げる寄

附金を支出したものとみなして、第34条の

7の規定を適用する。 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

【別記1】 

現行 

第2号ア(二) 3,900円 2,000円

第2号ア(三)(i) 6,900円 3,500円

10,800円 5,400円

第2号ア(三)(ii) 3,800円 1,900円

5,000円 2,500円

【別記2】 

現行 

第2号ア(二) 3,900円 3,000円

第2号ア(三)(i) 6,900円 5,200円

10,800円 8,100円

第2号ア(三)(ii) 3,800円 2,900円

5,000円 3,800円

(一宮市都市計画税条例の一部改正) 

第2条 一宮市都市計画税条例(平成17年一宮市条例第39号)の一部を次のように改正する。 

現行 改正後 

付 則 付 則 
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(宅地化農地に対して課する都市計画税の

納税義務の免除等) 

(宅地化農地に対して課する都市計画税の

納税義務の免除等) 

第15条・第16条 略 第15条・第16条 略 

第17条 法附則第15条第1項、第10項、第14

項から第18項まで、第20項、第21項、第25

項、第28項、第32項から第36項まで、第39

項、第40項若しくは第44項  、第15条の

2第2項、第15条の3又は第63条の規定の適

用がある各年度分の都市計画税に限り、第

2条第2項中「又は第33項」とあるのは、「若

しくは第33項又は附則第15条から第15条

の3まで若しくは第63条」とする。 

第17条 法附則第15条第1項、第9項、第13項

から第17項まで、第19項、第20項、第24項、

第27項、第31項から第35項まで、第38項、

第39項、第43項若しくは第46項、第15条の

2第2項、第15条の3又は第63条の規定の適

用がある各年度分の都市計画税に限り、第

2条第2項中「又は第33項」とあるのは、「若

しくは第33項又は附則第15条から第15条

の3まで若しくは第63条」とする。 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

付 則 

(施行期日) 

第1条 この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号

に定める日から施行する。 

(1) 第1条中第82条第1号エの改正規定及び付則第4条第1項の規定(第1条の規定による

改正後の一宮市市税条例(以下「新市税条例」という。)付則第16条の2第3項に係る部

分を除く。) 令和5年7月1日 

(2) 第1条中第34条の9第2項並びに第38条第1項の改正規定、同条に1項を加える改正規

定並びに第41条、第44条、第47条、第47条の2及び第47条の6の改正規定並びに付則第

15条の3の2の改正規定(同条第4項中「100分の10」を「100分の35」に改める部分に限

る。)及び付則第16条の2第3項の改正規定並びに次条第1項並びに付則第4条第1項(新

市税条例付則第16条の2第3項に係る部分に限る。)及び第3項の規定 令和6年1月1日 

(3) 第1条中第36条の3の2の改正規定及び次条第2項の規定 令和7年1月1日 

(市民税に関する経過措置) 

第2条 前条第2号に掲げる規定による改正後の一宮市市税条例の規定中個人の市民税に関

する部分は、令和6年度分以後の年度分の個人の市民税について適用し、令和5年度分ま

での個人の市民税については、なお従前の例による。 

2 新市税条例第36条の3の2第2項の規定は、令和7年1月1日以後に支払を受けるべき一宮市

市税条例第36条の3の2第1項に規定する給与(以下この項において「給与」という。)につ

いて提出する同条第1項の規定による申告書について適用し、同日前に支払を受けるべき

給与について提出した同項の規定による申告書については、なお従前の例による。 

(固定資産税に関する経過措置) 

第3条 新市税条例の規定中固定資産税に関する部分は、令和5年度以後の年度分の固定資

産税について適用し、令和4年度分までの固定資産税については、なお従前の例による。 

(軽自動車税に関する経過措置) 

第4条 新市税条例第82条第1号エ及び付則第16条の2第3項の規定は、令和6年度以後の年度
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分の軽自動車税の種別割について適用し、令和5年度分までの軽自動車税の種別割につい

ては、なお従前の例による。 

2 令和元年10月1日から令和3年12月31日までの間に取得された第1条の規定による改正前

の一宮市市税条例付則第15条の3及び第15条の6第3項に規定する三輪以上の軽自動車に

対して課する軽自動車税の環境性能割については、なお従前の例による。 

3 新市税条例付則第15条の3第4項の規定は、付則第1条第2号に掲げる規定の施行の日以後

に取得された三輪以上の軽自動車に対して課すべき軽自動車税の環境性能割について適

用し、同日前に取得された三輪以上の軽自動車に対して課する軽自動車税の環境性能割

については、なお従前の例による。 

4 新市税条例付則第16条の規定は、令和5年度以後の年度分の軽自動車税の種別割につい

て適用し、令和4年度分までの軽自動車税の種別割については、なお従前の例による。 

(都市計画税に関する経過措置) 

第5条 別段の定めがあるものを除き、第2条の規定による改正後の一宮市都市計画税条例

(次項において「新都市計画税条例」という。)の規定は、令和5年度以後の年度分の都市

計画税について適用し、令和4年度分までの都市計画税については、なお従前の例による。 

2 この条例の施行の日から地域公共交通の活性化及び再生に関する法律等の一部を改正

する法律(令和5年法律第18号)附則第1条第2号に掲げる規定の施行の日の前日までの間

における新都市計画税条例付則第17条の規定の適用については、同条中「、第43項若し

くは第46項」とあるのは、「若しくは第43項」とする。 
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議案第46号 

一宮市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例等の一部改正に

ついて 

一宮市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例等の一部を改正する

条例を次のように定める。 

令和5年6月2日提出 

一宮市長 中 野 正 康 

提案理由 

こども家庭庁設置法(令和4年法律第75号)の制定による子ども・子育て支援法(平成24年

法律第65号)等の一部改正に伴い、条文の整備等を行うため、本案を提出する。 
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一宮市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例等の一部を改正

する条例 

(一宮市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正) 

第1条 一宮市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例(平成26年一宮

市条例第29号)の一部を次のように改正する。 

現行 改正後 

(保育の内容) (保育の内容) 

第25条 家庭的保育事業者は、児童福祉施

設の設備及び運営に関する基準(昭和23年

厚生省令第63号)第35条に規定する厚生労

働大臣が定める指針に準じ、家庭的保育事

業の特性に留意して、保育する乳幼児の心

身の状況等に応じた保育を提供しなけれ

ばならない。 

第25条 家庭的保育事業者は、児童福祉施

設の設備及び運営に関する基準(昭和23年

厚生省令第63号)第35条に規定する内閣総

理大臣が定める指針に準じ、家庭的保育事

業の特性に留意して、保育する乳幼児の心

身の状況等に応じた保育を提供しなけれ

ばならない。 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

(一宮市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の

一部改正) 

第2条 一宮市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条

例(平成26年一宮市条例第30号)の一部を次のように改正する。 

現行 改正後 

第2章 特定教育・保育施設の運営に

関する基準 

第2章 特定教育・保育施設の運営に

関する基準 

第1節 利用定員に関する基準 第1節 利用定員に関する基準 

第4条 略 第4条 略 

2 特定教育・保育施設は、次の各号に掲げ

る特定教育・保育施設の区分に応じ、当該

各号に定める小学校就学前子どもの区分

ごとの利用定員を定めるものとする。ただ

し、法第19条第1項第3号に掲げる小学校就

学前子どもの区分にあっては、満1歳に満

たない小学校就学前子ども及び満1歳以上

の小学校就学前子どもに区分して定める

ものとする。 

2 特定教育・保育施設は、次の各号に掲げ

る特定教育・保育施設の区分に応じ、当該

各号に定める小学校就学前子どもの区分

ごとの利用定員を定めるものとする。ただ

し、法第19条第3号  に掲げる小学校就

学前子どもの区分にあっては、満1歳に満

たない小学校就学前子ども及び満1歳以上

の小学校就学前子どもに区分して定める

ものとする。 

(1) 認定こども園 法第19条第1項各号

に掲げる小学校就学前子どもの区分 

(1) 認定こども園 法第19条各号   

に掲げる小学校就学前子どもの区分 

(2) 幼稚園 法第19条第1項第1号に掲げ

る小学校就学前子どもの区分 

(2) 幼稚園 法第19条第1号  に掲げ

る小学校就学前子どもの区分 

(3) 保育所 法第19条第1項第2号に掲げ (3) 保育所 法第19条第2号  に掲げ
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る小学校就学前子どもの区分及び同項

第3号に掲げる小学校就学前子どもの区

分 

る小学校就学前子どもの区分及び同条

第3号に掲げる小学校就学前子どもの区

分 

(正当な理由のない提供拒否の禁止等) (正当な理由のない提供拒否の禁止等) 

第6条 略 第6条 略 

2 特定教育・保育施設(認定こども園又は

幼稚園に限る。以下この項において同じ。)

は、利用の申込みに係る法第19条第1項第1

号に掲げる小学校就学前子ども及び当該

特定教育・保育施設を現に利用している同

号に掲げる小学校就学前子どもに該当す

る教育・保育給付認定子どもの総数が、当

該特定教育・保育施設の同号に掲げる小学

校就学前子どもの区分に係る利用定員の

総数を超える場合においては、抽選、申込

みを受けた順序により決定する方法、当該

特定教育・保育施設の設置者の教育・保育

に関する理念、基本方針等に基づく選考そ

の他公正な方法により選考しなければな

らない。 

2 特定教育・保育施設(認定こども園又は

幼稚園に限る。以下この項において同じ。)

は、利用の申込みに係る法第19条第1号 

 に掲げる小学校就学前子ども及び当該

特定教育・保育施設を現に利用している同

号に掲げる小学校就学前子どもに該当す

る教育・保育給付認定子どもの総数が、当

該特定教育・保育施設の同号に掲げる小学

校就学前子どもの区分に係る利用定員の

総数を超える場合においては、抽選、申込

みを受けた順序により決定する方法、当該

特定教育・保育施設の設置者の教育・保育

に関する理念、基本方針等に基づく選考そ

の他公正な方法により選考しなければな

らない。 

3 特定教育・保育施設(認定こども園又は

保育所に限る。以下この項において同じ。)

は、利用の申込みに係る法第19条第1項第2

号又は第3号に掲げる小学校就学前子ども

及び当該特定教育・保育施設を現に利用し

ている同項第2号又は第3号に掲げる小学

校就学前子どもに該当する教育・保育給付

認定子どもの総数が、当該特定教育・保育

施設の同項第2号又は第3号に掲げる小学

校就学前子どもの区分に係る利用定員の

総数を超える場合においては、教育・保育

給付認定に基づき、保育の必要の程度及び

家族等の状況を勘案し、保育を受ける必要

性が高いと認められる教育・保育給付認定

子どもが優先的に利用できるよう、選考す

るものとする。 

3 特定教育・保育施設(認定こども園又は

保育所に限る。以下この項において同じ。)

は、利用の申込みに係る法第19条第2号 

 又は第3号に掲げる小学校就学前子ども

及び当該特定教育・保育施設を現に利用し

ている同条第2号又は第3号に掲げる小学

校就学前子どもに該当する教育・保育給付

認定子どもの総数が、当該特定教育・保育

施設の同条第2号又は第3号に掲げる小学

校就学前子どもの区分に係る利用定員の

総数を超える場合においては、教育・保育

給付認定に基づき、保育の必要の程度及び

家族等の状況を勘案し、保育を受ける必要

性が高いと認められる教育・保育給付認定

子どもが優先的に利用できるよう、選考す

るものとする。 

4・5 略 4・5 略 

(あっせん、調整及び要請に対する協力) (あっせん、調整及び要請に対する協力) 

第7条 略 第7条 略 
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2 特定教育・保育施設(認定こども園又は

保育所に限る。以下この項において同じ。)

は、法第19条第1項第2号又は第3号に掲げ

る小学校就学前子どもに該当する教育・保

育給付認定子どもに係る当該特定教育・保

育施設の利用について児童福祉法第24条

第3項(同法附則第73条第1項の規定により

読み替えて適用する場合を含む。)の規定

により市町村が行う調整及び要請に対し、

できる限り協力しなければならない。 

2 特定教育・保育施設(認定こども園又は

保育所に限る。以下この項において同じ。)

は、法第19条第2号   又は第3号に掲げ

る小学校就学前子どもに該当する教育・保

育給付認定子どもに係る当該特定教育・保

育施設の利用について児童福祉法第24条

第3項(同法附則第73条第1項の規定により

読み替えて適用する場合を含む。)の規定

により市町村が行う調整及び要請に対し、

できる限り協力しなければならない。 

(受給資格等の確認) (受給資格等の確認) 

第8条 特定教育・保育施設は、特定教育・

保育の提供を求められた場合は、教育・保

育給付認定保護者の提示する支給認定証

(教育・保育給付認定保護者が支給認定証

の交付を受けていない場合にあっては、子

ども・子育て支援法施行規則(平成26年内

閣府令第44号)第7条第2項の規定による通

知)によって、教育・保育給付認定の有無、

教育・保育給付認定子どもの該当する法第

19条第1項各号に掲げる小学校就学前子ど

もの区分、教育・保育給付認定の有効期間、

保育必要量(法第20条第3項に規定する保

育必要量をいう。)等を確かめるものとす

る。 

第8条 特定教育・保育施設は、特定教育・

保育の提供を求められた場合は、教育・保

育給付認定保護者の提示する支給認定証

(教育・保育給付認定保護者が支給認定証

の交付を受けていない場合にあっては、子

ども・子育て支援法施行規則(平成26年内

閣府令第44号)第7条第2項の規定による通

知)によって、教育・保育給付認定の有無、

教育・保育給付認定子どもの該当する法第

19条各号  に掲げる小学校就学前子ど

もの区分、教育・保育給付認定の有効期間、

保育必要量(法第20条第3項に規定する保

育必要量をいう。)等を確かめるものとす

る。 

(利用者負担額等の受領) (利用者負担額等の受領) 

第13条 略 第13条 略 

2・3 略 2・3 略 

4 特定教育・保育施設は、前3項の支払を

受ける額のほか、特定教育・保育において

提供される便宜に要する費用のうち、次に

掲げる費用の額の支払を教育・保育給付認

定保護者から受けることができる。 

4 略 

(1)・(2) 略 (1)・(2) 略 

(3) 食事の提供(次に掲げるものを除

く。)に要する費用 

(3) 略 

ア 次の(ア)又は(イ)に掲げる満3歳以

上教育・保育給付認定子どものうち、

その教育・保育給付認定保護者及び当

ア 略 
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該教育・保育給付認定保護者と同一の

世帯に属する者に係る市町村民税所

得割合算額がそれぞれ(ア)又は(イ)

に定める金額未満であるものに対す

る副食の提供 

(ア) 法第19条第1項第1号に掲げる

小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子ども 77,101

円 

(ア) 法第19条第1号   に掲げる

小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子ども 77,101

円 

(イ) 法第19条第1項第2号に掲げる

小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子ども(特定満3

歳以上保育認定子どもを除く。イ

(イ)において同じ。) 57,700円(令

第4条第2項第6号に規定する特定教

育・保育給付認定保護者にあって

は、77,101円) 

(イ) 法第19条第2号   に掲げる

小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子ども(特定満3

歳以上保育認定子どもを除く。イ

(イ)において同じ。) 57,700円(令

第4条第2項第6号に規定する特定教

育・保育給付認定保護者にあって

は、77,101円) 

イ 次の(ア)又は(イ)に掲げる満3歳以

上教育・保育給付認定子どものうち、

負担額算定基準子ども又は小学校第3

学年修了前子ども(小学校、義務教育

学校の前期課程又は特別支援学校の

小学部の第1学年から第3学年までに

在籍する子どもをいう。以下イにおい

て同じ。)が同一の世帯に3人以上いる

場合にそれぞれ(ア)又は(イ)に定め

る者に該当するものに対する副食の

提供(アに該当するものを除く。) 

イ 略 

(ア) 法第19条第1項第1号に掲げる

小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子ども 負担額算

定基準子ども又は小学校第3学年修

了前子ども(そのうち最年長者及び

2番目の年長者である者を除く。)

である者 

(ア) 法第19条第1号   に掲げる

小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子ども 負担額算

定基準子ども又は小学校第3学年修

了前子ども(そのうち最年長者及び

2番目の年長者である者を除く。)

である者 

(イ) 法第19条第1項第2号に掲げる

小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子ども 負担額算

定基準子ども(そのうち最年長者及

(イ) 法第19条第2号   に掲げる

小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子ども 負担額算

定基準子ども(そのうち最年長者及
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び2番目の年長者である者を除く。)

である者 

び2番目の年長者である者を除く。)

である者 

ウ 略 ウ 略 

(4)・(5) 略 (4)・(5) 略 

5・6 略 5・6 略 

(特定教育・保育の取扱方針) (特定教育・保育の取扱方針) 

第15条 特定教育・保育施設は、次の各号

に掲げる施設の区分に応じて、それぞれ当

該各号に定めるものに基づき、小学校就学

前子どもの心身の状況等に応じて、特定教

育・保育の提供を適切に行わなければなら

ない 

第15条 略 

(1)・(2) 略 (1)・(2) 略 

(3) 幼稚園 幼稚園教育要領(学校教育

法(昭和22年法律第26号)第25条  の

規定に基づき文部科学大臣が定める幼

稚園の教育課程その他の教育内容に関

する事項をいう。) 

(3) 幼稚園 幼稚園教育要領(学校教育

法(昭和22年法律第26号)第25条第1項の

規定に基づき文部科学大臣が定める幼

稚園の教育課程その他の教育内容に関

する事項をいう。) 

(4) 保育所 児童福祉施設の設備及び運

営に関する基準(昭和23年厚生省令第63

号)第35条の規定に基づき保育所におけ

る保育の内容について厚生労働大臣が

定める指針 

(4) 保育所 児童福祉施設の設備及び運

営に関する基準(昭和23年厚生省令第63

号)第35条の規定に基づき保育所におけ

る保育の内容について内閣総理大臣が

定める指針 

2 略 2 略 

(運営規程) (運営規程) 

第20条 特定教育・保育施設は、次に掲げ

る施設の運営についての重要事項に関す

る規程(第23条において「運営規程」とい

う。)を定めておかなければならない。 

第20条 略 

(1)～(3) 略 (1)～(3) 略 

(4) 特定教育・保育の提供を行う日(法第

19条第1項第1号に掲げる小学校就学前

子どもの区分に係る利用定員を定めて

いる施設にあっては、学期を含む。以下

この号において同じ。)及び時間並びに

特定教育・保育の提供を行わない日 

(4) 特定教育・保育の提供を行う日(法第

19条第1号   に掲げる小学校就学前

子どもの区分に係る利用定員を定めて

いる施設にあっては、学期を含む。以下

この号において同じ。)及び時間並びに

特定教育・保育の提供を行わない日 

(5)～(11) 略 (5)～(11) 略 

(特別利用保育の基準) (特別利用保育の基準) 

第35条 特定教育・保育施設(保育所に限 第35条 特定教育・保育施設(保育所に限
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る。以下この条において同じ。)が法第19

条第1項第1号に掲げる小学校就学前子ど

もに該当する教育・保育給付認定子どもに

対し特別利用保育を提供する場合には、法

第34条第1項第3号に規定する基準を遵守

しなければならない。 

る。以下この条において同じ。)が法第19

条第1号   に掲げる小学校就学前子ど

もに該当する教育・保育給付認定子どもに

対し特別利用保育を提供する場合には、法

第34条第1項第3号に規定する基準を遵守

しなければならない。 

2 特定教育・保育施設が、前項の規定によ

り特別利用保育を提供する場合には、当該

特別利用保育に係る法第19条第1項第1号

に掲げる小学校就学前子どもに該当する

教育・保育給付認定子ども及び当該特定教

育・保育施設を現に利用している同項第2

号に掲げる小学校就学前子どもに該当す

る教育・保育給付認定子どもの総数が、第

4条第2項第3号の規定により定められた法

第19条第1項第2号に掲げる小学校就学前

子どもに係る利用定員の総数を超えない

ものとする。 

2 特定教育・保育施設が、前項の規定によ

り特別利用保育を提供する場合には、当該

特別利用保育に係る法第19条第1号   

に掲げる小学校就学前子どもに該当する

教育・保育給付認定子ども及び当該特定教

育・保育施設を現に利用している同条第2

号に掲げる小学校就学前子どもに該当す

る教育・保育給付認定子どもの総数が、第

4条第2項第3号の規定により定められた法

第19条第2号   に掲げる小学校就学前

子どもに係る利用定員の総数を超えない

ものとする。 

3 特定教育・保育施設が、第1項の規定に

より特別利用保育を提供する場合には、特

定教育・保育には特別利用保育を、施設型

給付費には特例施設型給付費(法第28条第

1項の特例施設型給付費をいう。次条第3

項において同じ。)を、それぞれ含むもの

として、前節(第6条第3項、第7条第2項及

び第26条を除く。)の規定を適用する。こ

の場合において、第6条第2項中「特定教

育・保育施設(認定こども園又は幼稚園に

限る。以下この項において同じ。)」とあ

るのは「特定教育・保育施設(特別利用保

育を提供している施設に限る。以下この項

において同じ。)」と、「同号に掲げる小学

校就学前子どもに該当する教育・保育給付

認定子ども」とあるのは「同号又は同項第

2号に掲げる小学校就学前子どもに該当す

る教育・保育給付認定子ども」と、第13

条第2項中「法第27条第3項第1号に掲げる

額」とあるのは「法第28条第2項第2号の内

閣総理大臣が定める基準により算定した

3 特定教育・保育施設が、第1項の規定に

より特別利用保育を提供する場合には、特

定教育・保育には特別利用保育を、施設型

給付費には特例施設型給付費(法第28条第

1項の特例施設型給付費をいう。次条第3

項において同じ。)を、それぞれ含むもの

として、前節(第6条第3項、第7条第2項及

び第26条を除く。)の規定を適用する。こ

の場合において、第6条第2項中「特定教

育・保育施設(認定こども園又は幼稚園に

限る。以下この項において同じ。)」とあ

るのは「特定教育・保育施設(特別利用保

育を提供している施設に限る。以下この項

において同じ。)」と、「同号に掲げる小学

校就学前子どもに該当する教育・保育給付

認定子ども」とあるのは「同号又は同条第

2号に掲げる小学校就学前子どもに該当す

る教育・保育給付認定子ども」と、第13

条第2項中「法第27条第3項第1号に掲げる

額」とあるのは「法第28条第2項第2号の内

閣総理大臣が定める基準により算定した
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費用の額」と、同条第4項第3号イ(ア)中「教

育・保育給付認定子ども」とあるのは「教

育・保育給付認定子ども(特別利用保育を

受ける者を除く。)」と、同号イ(イ)中「教

育・保育給付認定子ども」とあるのは「教

育・保育給付認定子ども(特別利用保育を

受ける者を含む。)」とする。 

費用の額」と、同条第4項第3号イ(ア)中「教

育・保育給付認定子ども」とあるのは「教

育・保育給付認定子ども(特別利用保育を

受ける者を除く。)」と、同号イ(イ)中「教

育・保育給付認定子ども」とあるのは「教

育・保育給付認定子ども(特別利用保育を

受ける者を含む。)」とする。 

(特別利用教育の基準) (特別利用教育の基準) 

第36条 特定教育・保育施設(幼稚園に限

る。以下この条において同じ。)が法第19

条第1項第2号に掲げる小学校就学前子ど

もに該当する教育・保育給付認定子どもに

対し、特別利用教育を提供する場合には、

法第34条第1項第2号に規定する基準を遵

守しなければならない。 

第36条 特定教育・保育施設(幼稚園に限

る。以下この条において同じ。)が法第19

条第2号   に掲げる小学校就学前子ど

もに該当する教育・保育給付認定子どもに

対し、特別利用教育を提供する場合には、

法第34条第1項第2号に規定する基準を遵

守しなければならない。 

2 特定教育・保育施設が、前項の規定によ

り特別利用教育を提供する場合には、当該

特別利用教育に係る法第19条第1項第2号

に掲げる小学校就学前子どもに該当する

教育・保育給付認定子ども及び当該特定教

育・保育施設を現に利用している同項第1

号に掲げる小学校就学前子どもに該当す

る教育・保育給付認定子どもの総数が、第

4条第2項第2号の規定により定められた法

第19条第1項第1号に掲げる小学校就学前

子どもに係る利用定員の総数を超えない

ものとする。 

2 特定教育・保育施設が、前項の規定によ

り特別利用教育を提供する場合には、当該

特別利用教育に係る法第19条第2号   

に掲げる小学校就学前子どもに該当する

教育・保育給付認定子ども及び当該特定教

育・保育施設を現に利用している同条第1

号に掲げる小学校就学前子どもに該当す

る教育・保育給付認定子どもの総数が、第

4条第2項第2号の規定により定められた法

第19条第1号   に掲げる小学校就学前

子どもに係る利用定員の総数を超えない

ものとする。 

3 特定教育・保育施設が、第1項の規定に

より特別利用教育を提供する場合には、特

定教育・保育には特別利用教育を、施設型

給付費には特例施設型給付費を、それぞれ

含むものとして、前節(第6条第3項、第7

条第2項及び第26条を除く。)の規定を適用

する。この場合において、第6条第2項中「利

用の申込みに係る法第19条第1項第1号に

掲げる小学校就学前子ども」とあるのは

「利用の申込みに係る法第19条第1項第2

号に掲げる小学校就学前子ども」と、「同

号に掲げる小学校就学前子どもに該当す

3 特定教育・保育施設が、第1項の規定に

より特別利用教育を提供する場合には、特

定教育・保育には特別利用教育を、施設型

給付費には特例施設型給付費を、それぞれ

含むものとして、前節(第6条第3項、第7

条第2項及び第26条を除く。)の規定を適用

する。この場合において、第6条第2項中「利

用の申込みに係る法第19条第1号   に

掲げる小学校就学前子ども」とあるのは

「利用の申込みに係る法第19条第2号  

 に掲げる小学校就学前子ども」と、「同

号に掲げる小学校就学前子どもに該当す
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る教育・保育給付認定子ども」とあるのは

「同項第1号又は第2号に掲げる小学校就

学前子どもに該当する教育・保育給付認定

子ども」と、第13条第2項中「法第27条第3

項第1号に掲げる額」とあるのは「法第28

条第2項第3号の内閣総理大臣が定める基

準により算定した費用の額」と、同条第4

項第3号イ(ア)中「教育・保育給付認定子

ども」とあるのは「教育・保育給付認定子

ども(特別利用教育を受ける者を含む。)」

と、同号イ(イ)中「教育・保育給付認定子

ども」とあるのは「教育・保育給付認定子

ども(特別利用教育を受ける者を除く。)」

とする。 

る教育・保育給付認定子ども」とあるのは

「同条第1号又は第2号に掲げる小学校就

学前子どもに該当する教育・保育給付認定

子ども」と、第13条第2項中「法第27条第3

項第1号に掲げる額」とあるのは「法第28

条第2項第3号の内閣総理大臣が定める基

準により算定した費用の額」と、同条第4

項第3号イ(ア)中「教育・保育給付認定子

ども」とあるのは「教育・保育給付認定子

ども(特別利用教育を受ける者を含む。)」

と、同号イ(イ)中「教育・保育給付認定子

ども」とあるのは「教育・保育給付認定子

ども(特別利用教育を受ける者を除く。)」

とする。 

第3章 特定地域型保育事業の運営に

関する基準 

第3章 特定地域型保育事業の運営に

関する基準 

第1節 利用定員に関する基準 第1節 利用定員に関する基準 

第37条 特定地域型保育事業(事業所内保

育事業を除く。)の利用定員(法第29条第1

項の確認において定めるものに限る。以下

この章において同じ。)の数は、家庭的保

育事業にあっては1人以上5人以下とし、小

規模保育事業A型(家庭的保育事業等の設

備及び運営に関する基準(平成26年厚生労

働省令第61号)第28条に規定する小規模保

育事業A型をいう。第42条第3項第1号にお

いて同じ。)及び小規模保育事業B型(同省

令第31条に規定する小規模保育事業B型を

いう。第42条第3項第1号において同じ。)

にあっては6人以上19人以下とし、小規模

保育事業C型(同省令第33条に規定する小

規模保育事業C型をいう。付則第4項におい

て同じ。)にあっては6人以上10人以下と

し、居宅訪問型保育事業にあっては1人と

する。 

第37条 特定地域型保育事業(事業所内保

育事業を除く。)の利用定員(法第29条第1

項の確認において定めるものに限る。以下

この章において同じ。)の数は、家庭的保

育事業にあっては1人以上5人以下とし、小

規模保育事業A型(家庭的保育事業等の設

備及び運営に関する基準(平成26年厚生労

働省令第61号)第28条に規定する小規模保

育事業A型をいう。第42条第3項第1号にお

いて同じ。)及び小規模保育事業B型(同令

 第31条に規定する小規模保育事業B型を

いう。第42条第3項第1号において同じ。)

にあっては6人以上19人以下とし、小規模

保育事業C型(同令 第33条に規定する小

規模保育事業C型をいう。付則第4項におい

て同じ。)にあっては6人以上10人以下と

し、居宅訪問型保育事業にあっては1人と

する。 

2 特定地域型保育事業者は、特定地域型保

育の種類及び当該特定地域型保育の種類

に係る特定地域型保育事業を行う事業所

(以下「特定地域型保育事業所」という。)

2 特定地域型保育事業者は、特定地域型保

育の種類及び当該特定地域型保育の種類

に係る特定地域型保育事業を行う事業所

(以下「特定地域型保育事業所」という。)
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ごとに、法第19条第1項第3号に掲げる小学

校就学前子どもに係る利用定員(事業所内

保育事業を行う事業所にあっては、家庭的

保育事業等の設備及び運営に関する基準

第42条の規定を踏まえ、その雇用する労働

者の監護する小学校就学前子どもを保育

するため当該事業所内保育事業を自ら施

設を設置して行う事業主に係る当該小学

校就学前子ども(当該事業所内保育事業

が、事業主団体に係るものにあっては事業

主団体の構成員である事業主の雇用する

労働者の監護する小学校就学前子どもと

し、共済組合等(児童福祉法第6条の3第12

項第1号ハに規定する共済組合等をいう。)

に係るものにあっては共済組合等の構成

員(同号ハに規定する共済組合等の構成員

をいう。)の監護する小学校就学前子ども

とする。)及びその他の小学校就学前子ど

もごとに定める法第19条第1項第3号に掲

げる小学校就学前子どもに係る利用定員

とする。)を、満1歳に満たない小学校就学

前子どもと満1歳以上の小学校就学前子ど

もに区分して定めるものとする。 

ごとに、法第19条第3号  に掲げる小学

校就学前子どもに係る利用定員(事業所内

保育事業を行う事業所にあっては、家庭的

保育事業等の設備及び運営に関する基準

第42条の規定を踏まえ、その雇用する労働

者の監護する小学校就学前子どもを保育

するため当該事業所内保育事業を自ら施

設を設置して行う事業主に係る当該小学

校就学前子ども(当該事業所内保育事業

が、事業主団体に係るものにあっては事業

主団体の構成員である事業主の雇用する

労働者の監護する小学校就学前子どもと

し、共済組合等(児童福祉法第6条の3第12

項第1号ハに規定する共済組合等をいう。)

に係るものにあっては共済組合等の構成

員(同号ハに規定する共済組合等の構成員

をいう。)の監護する小学校就学前子ども

とする。)及びその他の小学校就学前子ど

もごとに定める法第19条第3号   に掲

げる小学校就学前子どもに係る利用定員

とする。)を、満1歳に満たない小学校就学

前子どもと満1歳以上の小学校就学前子ど

もに区分して定めるものとする。 

(正当な理由のない提供拒否の禁止等) (正当な理由のない提供拒否の禁止等) 

第39条 略 第39条 略

2 特定地域型保育事業者は、利用の申込み

に係る法第19条第1項第3号に掲げる小学

校就学前子ども及び特定地域型保育事業

所を現に利用している満3歳未満保育認定

子ども(特定満3歳以上保育認定子どもを

除く。以下この章において同じ。)の総数

が、当該特定地域型保育事業所の同号に掲

げる小学校就学前子どもの区分に係る利

用定員の総数を超える場合においては、教

育・保育給付認定に基づき、保育の必要の

程度及び家族等の状況を勘案し、保育を受

ける必要性が高いと認められる満3歳未満

保育認定子どもが優先的に利用できるよ

う、選考するものとする。 

2 特定地域型保育事業者は、利用の申込み

に係る法第19条第3号   に掲げる小学

校就学前子ども及び特定地域型保育事業

所を現に利用している満3歳未満保育認定

子ども(特定満3歳以上保育認定子どもを

除く。以下この章において同じ。)の総数

が、当該特定地域型保育事業所の同号に掲

げる小学校就学前子どもの区分に係る利

用定員の総数を超える場合においては、教

育・保育給付認定に基づき、保育の必要の

程度及び家族等の状況を勘案し、保育を受

ける必要性が高いと認められる満3歳未満

保育認定子どもが優先的に利用できるよ

う、選考するものとする。 
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3・4 略 3・4 略 

(特定地域型保育の取扱方針) (特定地域型保育の取扱方針) 

第44条 特定地域型保育事業者は、児童福

祉施設の設備及び運営に関する基準第35

条の規定に基づき保育所における保育の

内容について厚生労働大臣が定める指針

に準じ、それぞれの事業の特性に留意し

て、小学校就学前子どもの心身の状況等に

応じて、特定地域型保育の提供を適切に行

わなければならない。 

第44条 特定地域型保育事業者は、児童福

祉施設の設備及び運営に関する基準第35

条の規定に基づき保育所における保育の

内容について内閣総理大臣が定める指針

に準じ、それぞれの事業の特性に留意し

て、小学校就学前子どもの心身の状況等に

応じて、特定地域型保育の提供を適切に行

わなければならない。 

(特別利用地域型保育の基準) (特別利用地域型保育の基準) 

第51条 特定地域型保育事業者が法第19条

第1項第1号に掲げる小学校就学前子ども

に該当する教育・保育給付認定子どもに対

し特別利用地域型保育を提供する場合に

は、法第46条第1項に規定する地域型保育

事業の認可基準を遵守しなければならな

い。 

第51条 特定地域型保育事業者が法第19条

第1号   に掲げる小学校就学前子ども

に該当する教育・保育給付認定子どもに対

し特別利用地域型保育を提供する場合に

は、法第46条第1項に規定する地域型保育

事業の認可基準を遵守しなければならな

い。 

2 特定地域型保育事業者が、前項の規定に

より特別利用地域型保育を提供する場合

には、当該特別利用地域型保育に係る法第

19条第1項第1号に掲げる小学校就学前子

どもに該当する教育・保育給付認定子ども

及び特定地域型保育事業所を現に利用し

ている満3歳未満保育認定子ども(次条第1

項の規定により特定利用地域型保育を提

供する場合にあっては、当該特定利用地域

型保育の対象となる法第19条第1項第2号

に掲げる小学校就学前子どもに該当する

教育・保育給付認定子どもを含む。)の総

数が、第37条第2項の規定により定められ

た利用定員の総数を超えないものとする。

2 特定地域型保育事業者が、前項の規定に

より特別利用地域型保育を提供する場合

には、当該特別利用地域型保育に係る法第

19条第1号   に掲げる小学校就学前子

どもに該当する教育・保育給付認定子ども

及び特定地域型保育事業所を現に利用し

ている満3歳未満保育認定子ども(次条第1

項の規定により特定利用地域型保育を提

供する場合にあっては、当該特定利用地域

型保育の対象となる法第19条第2号   

に掲げる小学校就学前子どもに該当する

教育・保育給付認定子どもを含む。)の総

数が、第37条第2項の規定により定められ

た利用定員の総数を超えないものとする。

3 特定地域型保育事業者が、第1項の規定

により特別利用地域型保育を提供する場

合には、特定地域型保育には特別利用地域

型保育を、地域型保育給付費には特例地域

型保育給付費(法第30条第1項の特例地域

型保育給付費をいう。次条第3項において

同じ。)を、それぞれ含むものとして、こ

3 特定地域型保育事業者が、第1項の規定

により特別利用地域型保育を提供する場

合には、特定地域型保育には特別利用地域

型保育を、地域型保育給付費には特例地域

型保育給付費(法第30条第1項の特例地域

型保育給付費をいう。次条第3項において

同じ。)を、それぞれ含むものとして、こ
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の章(第40条第2項を除き、前条において準

用する第8条から第14条まで(第10条及び

第13条を除く。)、第17条から第19条まで、

第23条から第25条まで及び第27条から第3

3条までを含む。次条第3項において同じ。)

の規定を適用する。この場合において、第

39条第2項中「利用の申込みに係る法第19

条第1項第3号に掲げる小学校就学前子ど

も」とあるのは「利用の申込みに係る法第

19条第1項第1号に掲げる小学校就学前子

ども」と、「満3歳未満保育認定子ども(特

定満3歳以上保育認定子どもを除く。以下

この章において同じ。)」とあるのは「法

第19条第1項第1号又は第3号に掲げる小学

校就学前子どもに該当する教育・保育給付

認定子ども(第52条第1項の規定により特

定利用地域型保育を提供する場合にあっ

ては、当該特定利用地域型保育の対象とな

る法第19条第1項第2号に掲げる小学校就

学前子どもに該当する教育・保育給付認定

子どもを含む。)」と、「教育・保育給付認

定に基づき、保育の必要の程度及び家族等

の状況を勘案し、保育を受ける必要性が高

いと認められる満3歳未満保育認定子ども

が優先的に利用できるよう、」とあるのは

「抽選、申込みを受けた順序により決定す

る方法、当該特定地域型保育事業者の保育

に関する理念、基本方針等に基づく選考そ

の他公正な方法により」と、第43条第1項

中「教育・保育給付認定保護者」とあるの

は「教育・保育給付認定保護者(特別利用

地域型保育の対象となる法第19条第1項第

1号に掲げる小学校就学前子どもに該当す

る教育・保育給付認定子どもに係る教育・

保育給付認定保護者を除く。)」と、同条

第2項中「法第29条第3項第1号に掲げる額」

とあるのは「法第30条第2項第2号の内閣総

理大臣が定める基準により算定した費用

の額」と、同条第3項中「前2項」とあるの

の章(第40条第2項を除き、前条において準

用する第8条から第14条まで(第10条及び

第13条を除く。)、第17条から第19条まで、

第23条から第25条まで及び第27条から第3

3条までを含む。次条第3項において同じ。)

の規定を適用する。この場合において、第

39条第2項中「利用の申込みに係る法第19

条第3号   に掲げる小学校就学前子ど

も」とあるのは「利用の申込みに係る法第

19条第1号   に掲げる小学校就学前子

ども」と、「満3歳未満保育認定子ども(特

定満3歳以上保育認定子どもを除く。以下

この章において同じ。)」とあるのは「法

第19条第1号  又は第3号に掲げる小学

校就学前子どもに該当する教育・保育給付

認定子ども(第52条第1項の規定により特

定利用地域型保育を提供する場合にあっ

ては、当該特定利用地域型保育の対象とな

る法第19条第2号   に掲げる小学校就

学前子どもに該当する教育・保育給付認定

子どもを含む。)」と、「教育・保育給付認

定に基づき、保育の必要の程度及び家族等

の状況を勘案し、保育を受ける必要性が高

いと認められる満3歳未満保育認定子ども

が優先的に利用できるよう、」とあるのは

「抽選、申込みを受けた順序により決定す

る方法、当該特定地域型保育事業者の保育

に関する理念、基本方針等に基づく選考そ

の他公正な方法により」と、第43条第1項

中「教育・保育給付認定保護者」とあるの

は「教育・保育給付認定保護者(特別利用

地域型保育の対象となる法第19条第1号 

 に掲げる小学校就学前子どもに該当す

る教育・保育給付認定子どもに係る教育・

保育給付認定保護者を除く。)」と、同条

第2項中「法第29条第3項第1号に掲げる額」

とあるのは「法第30条第2項第2号の内閣総

理大臣が定める基準により算定した費用

の額」と、同条第3項中「前2項」とあるの
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は「前項」と、同条第4項中「前3項」とあ

るのは「前2項」と、「掲げる費用」とある

のは「掲げる費用及び食事の提供(第13条

第4項第3号ア又はイに掲げるものを除

く。)に要する費用」と、同条第5項中「前

各項」とあるのは「前3項」とする。 

は「前項」と、同条第4項中「前3項」とあ

るのは「前2項」と、「掲げる費用」とある

のは「掲げる費用及び食事の提供(第13条

第4項第3号ア又はイに掲げるものを除

く。)に要する費用」と、同条第5項中「前

各項」とあるのは「前3項」とする。 

(特定利用地域型保育の基準) (特定利用地域型保育の基準) 

第52条 特定地域型保育事業者が法第19条

第1項第2号に掲げる小学校就学前子ども

に該当する教育・保育給付認定子どもに対

し特定利用地域型保育を提供する場合に

は、法第46条第1項に規定する地域型保育

事業の認可基準を遵守しなければならな

い。 

第52条 特定地域型保育事業者が法第19条

第2号   に掲げる小学校就学前子ども

に該当する教育・保育給付認定子どもに対

し特定利用地域型保育を提供する場合に

は、法第46条第1項に規定する地域型保育

事業の認可基準を遵守しなければならな

い。 

2 特定地域型保育事業者が、前項の規定に

より特定利用地域型保育を提供する場合

には、当該特定利用地域型保育に係る法第

19条第1項第2号に掲げる小学校就学前子

どもに該当する教育・保育給付認定子ども

及び特定地域型保育事業所を現に利用し

ている同項第3号に掲げる小学校就学前子

どもに該当する教育・保育給付認定子ども

(前条第1項の規定により特別利用地域型

保育を提供する場合にあっては、当該特別

利用地域型保育の対象となる法第19条第1

項第1号に掲げる小学校就学前子どもに該

当する教育・保育給付認定子どもを含む。)

の総数が、第37条第2項の規定により定め

られた利用定員の総数を超えないものと

する。 

2 特定地域型保育事業者が、前項の規定に

より特定利用地域型保育を提供する場合

には、当該特定利用地域型保育に係る法第

19条第2号   に掲げる小学校就学前子

どもに該当する教育・保育給付認定子ども

及び特定地域型保育事業所を現に利用し

ている同条第3号に掲げる小学校就学前子

どもに該当する教育・保育給付認定子ども

(前条第1項の規定により特別利用地域型

保育を提供する場合にあっては、当該特別

利用地域型保育の対象となる法第19条第1

号  に掲げる小学校就学前子どもに該

当する教育・保育給付認定子どもを含む。)

の総数が、第37条第2項の規定により定め

られた利用定員の総数を超えないものと

する。 

3 特定地域型保育事業者が、第1項の規定

により特定利用地域型保育を提供する場

合には、特定地域型保育には特定利用地域

型保育を、地域型保育給付費には特例地域

型保育給付費を、それぞれ含むものとし

て、この章の規定を適用する。この場合に

おいて、第43条第1項中「教育・保育給付

認定保護者」とあるのは「教育・保育給付

認定保護者(特定利用地域型保育の対象と

3 特定地域型保育事業者が、第1項の規定

により特定利用地域型保育を提供する場

合には、特定地域型保育には特定利用地域

型保育を、地域型保育給付費には特例地域

型保育給付費を、それぞれ含むものとし

て、この章の規定を適用する。この場合に

おいて、第43条第1項中「教育・保育給付

認定保護者」とあるのは「教育・保育給付

認定保護者(特定利用地域型保育の対象と
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なる法第19条第1項第2号に掲げる小学校

就学前子どもに該当する教育・保育給付認

定子ども(特定満3歳以上保育認定子ども

に限る。)に係る教育・保育給付認定保護

者に限る。)」と、同条第2項中「法第29

条第3項第1号に掲げる額」とあるのは「法

第30条第2項第3号の内閣総理大臣が定め

る基準により算定した費用の額」と、同条

第4項中「掲げる費用」とあるのは「掲げ

る費用及び食事の提供(特定利用地域型保

育の対象となる特定満3歳以上保育認定子

どもに対するもの及び満3歳以上保育認定

子ども(令第4条第1項第2号に規定する満3

歳以上保育認定子どもをいう。)に係る第1

3条第4項第3号ア又はイに掲げるものを除

く。)に要する費用」とする。 

なる法第19条第2号   に掲げる小学校

就学前子どもに該当する教育・保育給付認

定子ども(特定満3歳以上保育認定子ども

に限る。)に係る教育・保育給付認定保護

者に限る。)」と、同条第2項中「法第29

条第3項第1号に掲げる額」とあるのは「法

第30条第2項第3号の内閣総理大臣が定め

る基準により算定した費用の額」と、同条

第4項中「掲げる費用」とあるのは「掲げ

る費用及び食事の提供(特定利用地域型保

育の対象となる特定満3歳以上保育認定子

どもに対するもの及び満3歳以上保育認定

子ども(令第4条第1項第2号に規定する満3

歳以上保育認定子どもをいう。)に係る第1

3条第4項第3号ア又はイに掲げるものを除

く。)に要する費用」とする。 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

(一宮市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例の一部改正) 

第3条 一宮市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例(令和2年一宮市条例第59

号)の一部を次のように改正する。 

現行 改正後 

(母子生活支援施設の長の資格等) (母子生活支援施設の長の資格等) 

第27条 母子生活支援施設の長は、次の各

号のいずれかに該当し、かつ、厚生労働大

臣  が指定する者が行う母子生活支援

施設の運営に関し必要な知識を習得させ

るための研修を受けた者であって、人格が

高潔で識見が高く、母子生活支援施設を適

切に運営する能力を有するものでなけれ

ばならない。 

第27条 母子生活支援施設の長は、次の各

号のいずれかに該当し、かつ、こども家庭

庁長官が指定する者が行う母子生活支援

施設の運営に関し必要な知識を習得させ

るための研修を受けた者であって、人格が

高潔で識見が高く、母子生活支援施設を適

切に運営する能力を有するものでなけれ

ばならない。 

(1)～(3) 略 (1)～(3) 略 

(4) 市長が前3号に掲げる者と同等以上

の能力を有すると認める者であって、次

に掲げる期間の合計が3年以上であるも

の又は厚生労働大臣  が指定する講

習会の課程を修了したもの 

(4) 市長が前3号に掲げる者と同等以上

の能力を有すると認める者であって、次

に掲げる期間の合計が3年以上であるも

の又はこども家庭庁長官が指定する講

習会の課程を修了したもの 

ア～ウ 略 ア～ウ 略 

2 母子生活支援施設の長は、2年に1回以

上、その資質の向上のための厚生労働大臣

2 母子生活支援施設の長は、2年に1回以

上、その資質の向上のためのこども家庭庁
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  が指定する者が行う研修を受けなけ

ればならない。ただし、やむを得ない理由

があるときは、この限りでない。 

長官が指定する者が行う研修を受けなけ

ればならない。ただし、やむを得ない理由

があるときは、この限りでない。

(保育の内容) (保育の内容) 

第38条 保育所における保育は、養護及び

教育を一体的に行うことをその特性とし、

その内容については、厚生労働大臣が定め

る指針に従うものとする。 

第38条 保育所における保育は、養護及び

教育を一体的に行うことをその特性とし、

その内容については、内閣総理大臣が定め

る指針に従うものとする。 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

(一宮市幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の認定の要件を定める条例の一部

改正) 

第4条 一宮市幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の認定の要件を定める条例(令

和2年一宮市条例第61号)の一部を次のように改正する。 

現行 改正後 

(教育及び保育の内容) (教育及び保育の内容) 

第7条 認定こども園は、当該認定こども園

における教育及び保育について、次に掲げ

る要件を満たす全体的な計画を策定しな

ければならない。 

第7条 略 

(1) 法第6条の規定に基づき、幼保連携型

認定こども園教育・保育要領(法第10条

第1項の規定に基づき主務大臣が定める

幼保連携型認定こども園の教育課程そ

の他の教育及び保育の内容に関する事

項をいう。)を踏まえるとともに、幼稚

園教育要領及び保育所保育指針(児童福

祉施設の設備及び運営に関する基準(昭

和23年厚生省令第63号)第35条に規定す

る厚生労働大臣が定める指針をいう。)

に基づいたものであること。 

(1) 法第6条の規定に基づき、幼保連携型

認定こども園教育・保育要領(法第10条

第1項の規定に基づき主務大臣が定める

幼保連携型認定こども園の教育課程そ

の他の教育及び保育の内容に関する事

項をいう。)を踏まえるとともに、幼稚

園教育要領及び保育所保育指針(児童福

祉施設の設備及び運営に関する基準(昭

和23年厚生省令第63号)第35条に規定す

る内閣総理大臣が定める指針をいう。)

に基づいたものであること。 

(2) 略 (2) 略 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

付 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第47号 

一宮市子ども医療費の助成に関する条例の一部改正について 

一宮市子ども医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和5年6月2日提出 

一宮市長 中 野 正 康 

提案理由 

入院に係る助成について、受給資格者を出生の日から18歳に達する日以後の最初の3月31

日までの者に拡大するため、本案を提出する。 
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一宮市子ども医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例 

一宮市子ども医療費の助成に関する条例(昭和47年一宮市条例第34号)の一部を次のよう

に改正する。 

現行 改正後 

(受給資格者) (受給資格者) 

第2条 この条例の規定により子ども医療費

の助成を受けることができる者(以下「受

給資格者」という。)は、次の各号に掲げ

る全ての要件に該当する者とする。ただ

し、生活保護法(昭和25年法律第144号)の

規定による保護を受けている者を除く。 

第2条 略 

(1) 略 (1) 略 

(2) 出生の日から15歳に達する日以後 

の最初の3月31日までの者(以下「子ど

も」という。) 

(2) 出生の日から18歳に達する日以後

の最初の3月31日までの者(以下「子ど

も」という。) 

(3) 国民健康保険法(昭和33年法律第19 

2号)の規定による被保険者又は規則で 

定める法令(以下「社会保険各法」とい

う。)の規定による         

       被扶養者である者 

(3) 国民健康保険法(昭和33年法律第19

2号)の規定による被保険者又は規則で

定める法令(以下「社会保険各法」とい

う。)の規定による被保険者、組合員、

加入者若しくは被扶養者である者 

(保護者 ) (保護者等) 

第3条 この条例において、「保護者」とは、

親権を行う者又は未成年後見人等であっ

て、現に子ども          を監

護しているものをいう。 

第3条 この条例において、「保護者」とは、

親権を行う者又は未成年後見人等であっ

て、現に子ども(18歳の者を除く。)を監

護しているものをいう。 

2 この条例において、「保護者等」とは、子

どものうち18歳の者及び受給資格者の保

護者をいう。 

(助成の範囲) (助成の範囲) 

第4条 市長は、受給資格者の保護者に対し、

受給資格者の疾病又は負傷について国民

健康保険法又は社会保険各法の規定によ

る医療に関する給付が行われた場合にお

いて、当該医療に関する給付の額と当該 

疾病又は負傷について、法令の規定によ 

る国若しくは地方公共団体の負担による

医療に関する給付又は家族療養附加金等

他の制度による医療費の給付が行われた

第4条 市長は、保護者等    に対し、

受給資格者の疾病又は負傷について国民

健康保険法又は社会保険各法の規定によ

る医療に関する給付が行われた場合にお

いて、当該医療に関する給付の額と当該

疾病又は負傷について、法令の規定によ

る国若しくは地方公共団体の負担による

医療に関する給付又は家族療養附加金等

他の制度による医療費の給付が行われた
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場合における給付の額との合計額が当該

医療に要する費用の額に満たないとき 

は、その満たない額に相当する額    

               を助成す

る。ただし、一宮市心身障害者医療費の 

助成に関する条例(昭和47年一宮市条例 

第35号)、一宮市母子・父子家庭等医療費

の助成に関する条例(昭和53年一宮市条 

例第34号)又は一宮市精神障害者医療費 

の助成に関する条例(平成19年一宮市条 

例第54号)の規定により、この条例の規定

による子ども医療費の助成と同等な医療

に関する給付を受けることができる場合

は、この限りでない。 

場合における給付の額との合計額が当該

医療に要する費用の額に満たないとき

は、その満たない額に相当する額(15歳に

達する日後の最初の4月1日から18歳に達

する日以後の最初の3月31日までの間に

ある子ども(次条第1項において「入院に

係る助成のみの子ども」という。)にあっ

ては、入院に係るものに限る。)を助成す

る。ただし、一宮市心身障害者医療費の

助成に関する条例(昭和47年一宮市条例

第35号)、一宮市母子・父子家庭等医療費

の助成に関する条例(昭和53年一宮市条

例第34号)又は一宮市精神障害者医療費

の助成に関する条例(平成19年一宮市条

例第54号)の規定により、この条例の規定

による子ども医療費の助成と同等な医療

に関する給付を受けることができる場合

は、この限りでない。 

2 略 2 略 

(受給者証) (受給者証) 

第5条 市長は、受給資格者       

             の保護者の

申請により、当該受給資格者に対し子ど 

も医療費受給者証(以下「受給者証」とい

う。)を交付する。 

第5条 市長は、受給資格者(入院に係る助成

のみの子どもを除く。以下この条及び第8

条第1項第1号において同じ。)の保護者の

申請により、当該受給資格者に対し子ど

も医療費受給者証(以下「受給者証」とい

う。)を交付する。 

2 略 2 略 

(助成の申請) (助成の申請) 

第6条 受給資格者の保護者は、子ども医療

費の助成を受けようとするときは、その 

旨を市長に申請しなければならない。た 

だし、保険医療機関等から市長に対して 

医療費の請求があったときは、その請求 

をもって、この申請とみなす。 

第6条 保護者等     は、子ども医療

費の助成を受けようとするときは、その

旨を市長に申請しなければならない。た

だし、保険医療機関等から市長に対して

医療費の請求があったときは、その請求

をもって、この申請とみなす。 

(助成の方法) (助成の方法) 

第7条 子ども医療費の助成は、受給資格者

の保護者に第4条の規定により助成され 

ることとなる額(以下「助成額」という。)

を支払うことによって行う。ただし、保 

険医療機関等に助成額を支払うことによ

第7条 子ども医療費の助成は、保護者等 

    に第4条の規定により助成され

ることとなる額(以下「助成額」という。)

を支払うことによって行う。ただし、保

険医療機関等に助成額を支払うことによ
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り、この支払に代えることができる。 り、この支払に代えることができる。 

(届出義務) (届出義務) 

第8条 略 第8条 略 

2 受給資格者の保護者は、子ども医療費の

助成に係る疾病又は負傷が第三者の行為

によって生じたものであるときは、その 

旨を速やかに市長に届け出なければなら

ない。 

2 保護者等     は、子ども医療費の

助成に係る疾病又は負傷が第三者の行為

によって生じたものであるときは、その

旨を速やかに市長に届け出なければなら

ない。 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

付 則 

(施行期日) 

1 この条例は、令和5年10月1日から施行する。 

(経過措置) 

2 改正後の一宮市子ども医療費の助成に関する条例の規定は、この条例の施行の日以後に

行われる診療、薬剤の支給又は手当に係る医療費に対する助成について適用し、同日前

に行われた診療、薬剤の支給又は手当に係る医療費に対する助成については、なお従前

の例による。 
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議案第48号 

一宮市火災予防条例の一部改正について 

一宮市火災予防条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和5年6月2日提出 

一宮市長 中 野 正 康 

提案理由 

対象火気設備等の位置、構造及び管理並びに対象火気器具等の取扱いに関する条例の制

定に関する基準を定める省令(平成14年総務省令第24号)の一部改正に伴い急速充電設備に

係る全出力の上限を撤廃する等の措置を講じ、及び健康増進法(平成14年法律第103号)第33

条第2項に規定する喫煙専用室標識を設ける場合は、「喫煙所」と表示した標識の設置は不

要とする等の措置を講ずるため、本案を提出する。 
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一宮市火災予防条例の一部を改正する条例 

一宮市火災予防条例(昭和37年一宮市条例第16号)の一部を次のように改正する。 

現行 改正後 

(急速充電設備) (急速充電設備) 

第11条の2 急速充電設備(電気を設備内部

で変圧して、電気自動車等(電気を動力源

とする自動車等(道路交通法(昭和35年法

律第105号)第2条第1項第9号に規定する自

動車又は同項第10号に規定する原動機付

自転車をいう。第12号において同じ。)を

いう。以下この条において同じ。)に充電

する設備(全出力20キロワット以下のもの

及び全出力200キロワットを超えるものを

除く。)をいう            

    。以下同じ。)の位置、構造及び

管理は、次に掲げる基準によらなければな

らない。 

第11条の2 急速充電設備(電気を設備内部

で変圧して、電気自動車等(電気を動力源

とする自動車、原動機付自転車、船舶、航

空機その他これらに類するものをいう。以

下同じ。)にコネクター(充電用ケーブルを

電気自動車等に接続するためのものをい

う。以下同じ。)を用いて     充電

する設備(全出力20キロワット以下のもの

を除く。)をいい、分離型のもの(変圧する

機能を有する設備本体及び充電ポスト(コ

ネクター及び充電用ケーブルを収納する

設備で、変圧する機能を有しないものをい

う。以下同じ。)により構成されるものを

いう。以下同じ。)にあっては、充電ポス

トを含む。以下同じ。)の位置、構造及び

管理は、次に掲げる基準によらなければな

らない。 

(1) 急速充電設備(全出力50キロワット

以下のもの及び消防長が認める延焼を

防止するための措置が講じられている

ものを除く。)を屋外に設ける場合にあ

っては、建築物から3メートル以上の距

離を保つこと。ただし、不燃材料で造り、

又は覆われた外壁で開口部のないもの

に面するときは、この限りでない。 

(1) 急速充電設備(全出力50キロワット

以下のもの及び消防長が認める延焼を

防止するための措置が講じられている

ものを除く。)を屋外に設ける場合にあ

っては、建築物から3メートル以上の距

離を保つこと。ただし、次に掲げるも

のにあっては           

       、この限りでない。 

ア 不燃材料で造り、又は覆われた外

壁で開口部のないものに面するもの 

イ 分離型のものにあっては、充電ポ

スト 

(2) その筐
きょう

体は、不燃性の金属材料で

造ること。             

(2) その筐
きょう

体は、不燃性の金属材料で

造ること。ただし、分離型のものの充

電ポストにあっては、この限りでない。

(3)～(5) 略 (3)～(5) 略 
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(6) 急速充電設備と電気自動車等が確実

に接続されていない場合には、充電を開

始しない措置を講ずること。 

(6) コネクター と電気自動車等が確実

に接続されていない場合には、充電を開

始しない措置を講ずること。 

(7) 急速充電設備と電気自動車等の接続

部に電圧が加えられている場合には、当

該接続部が            

外れないようにする措置を講ずること。

(7) コネクターが電気自動車等に接続さ

れ、電圧が加えられている場合には、当

該コネクターが当該電気自動車等から

外れないようにする措置を講ずること。

(8)～(10) 略 (8)～(10) 略 

(11) 急速充電設備を手動で緊急停止さ

せることができる措置を講ずる   

  こと。 

(11) 急速充電設備を手動で緊急に停止

することができる装置を、当該急速充電

設備の利用者が異常を認めたときに、速

やかに操作することができる箇所に設

けること。 

(12) 自動車等         の衝

突を防止する措置を講ずること。 

(12) 急速充電設備と電気自動車等の衝

突を防止する措置を講ずること。 

(13) コネクター(充電用ケーブルを電気

自動車等に接続するための部分をいう。

以下この号において同じ。)について、

操作に伴う不時の落下を防止する措置

を講ずること。ただし、コネクターに十

分な強度を有するものにあっては、この

限りではない。 

(13) コネクター          

             について、

操作に伴う不時の落下を防止する措置

を講ずること。ただし、コネクターに十

分な強度を有するものにあっては、この

限りではない。 

(14)・(15) 略 (14)・(15) 略 

(16) 急速充電設備のうち蓄電池を内蔵

しているものにあっては、当該蓄電池 

  について次に掲げる措置を講ずる

こと。 

(16) 急速充電設備のうち蓄電池を内蔵

しているものにあっては、当該蓄電池

(主として保安のために設けるものを除

く。)について次に掲げる措置を講ずる

こと。 

ア～エ 略 ア～エ 略 

(17) 急速充電設備のうち分離型のもの

にあっては、充電ポストに蓄電池(主

として保安のために設けるものを除

く。)を内蔵しないこと。 

(17)・(18) 略 (18)・(19) 略 

2 略 2 略 

(避雷設備) (避雷設備) 

第16条 避雷設備の位置及び構造は、消防長

が指定する日本産業規格(産業標準化法

(昭和24年法律第185号)第20条第1項の日

本産業規格をいう。     )に適合す

第16条 避雷設備の位置及び構造は、消防長

が指定する日本産業規格(産業標準化法

(昭和24年法律第185号)第20条第1項の日

本産業規格をいう。以下同じ。)に適合す
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るものとしなければならない。 るものとしなければならない。 

2 略 2 略 

(喫煙等) (喫煙等) 

第23条 略 第23条 略 

2 略 2 略 

3 前項の場合において、併せて図記号によ

る標識を設けるときは、別表第7に定める

ものとしなければならない。 

4 第1項の消防長が指定する場所(同項第3

号に掲げる場所を除く。)を有する防火対

象物の関係者は、次の各号に掲げる場合の

区分に応じ、それぞれ当該各号に定める措

置を講じなければならない。 

3 略 

(1) 略 (1) 略 

(2) 前号に掲げる場合以外の場合 適当

な数の吸い殻容器を設けた喫煙所の設

置及び当該喫煙所における「喫煙所」と

表示した標識の設置。この場合におい

て、併せて図記号による標識を設けると

きは、別表第7に定めるものとしなけれ

ばならない。         

(2) 前号に掲げる場合以外の場合 適当

な数の吸い殻容器を設けた喫煙所の設

置及び当該喫煙所における「喫煙所」と

表示した標識の設置。ただし、健康増進

法(平成14年法律第103号)第33条第2項

に規定する喫煙専用室標識を設ける場

合においてはこの限りでない。 

4 第2項又は前項第2号に規定する標識と併

せて図記号による標識を設けるときは、

「禁煙」又は「火気厳禁」と表示した標識

と併せて設ける図記号にあっては、国際標

準化機構が定めた規格第7010号又は日本

産業規格Z8210に適合するものとし、「喫煙

所」と表示した標識と併せて設ける図記号

にあっては、国際標準化機構が定めた規格

第7001号又は日本産業規格Z8210に適合す

るものとしなければならない。 

5 前項第2号 に掲げる場合において、劇場

等の喫煙所は、階ごとに客席及び廊下(通

行の用に供しない部分を除く。)以外の場

所に設けなければならない。ただし、劇場

等の一部の階において全面的に喫煙が禁

止されている旨の標識の設置その他の当

該階における全面的な喫煙の禁止を確保

するために消防長が火災予防上必要と認

める措置を講じた場合は、当該階において

5 第3項第2号に掲げる場合において、劇場

等の喫煙所は、階ごとに客席及び廊下(通

行の用に供しない部分を除く。)以外の場

所に設けなければならない。ただし、劇場

等の一部の階において全面的に喫煙が禁

止されている旨の標識の設置その他の当

該階における全面的な喫煙の禁止を確保

するために消防長が火災予防上必要と認

める措置を講じた場合は、当該階において

-50-



喫煙所を設けないことができる。 喫煙所を設けないことができる。 

6・7 略 6・7 略 

別表第4から別表第6まで 削除 別表第4から別表第7まで 削除 

別表第7(第23条関係) 

表略 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

付 則 

(施行期日) 

1 この条例は、公布の日から施行する。ただし、第11条の2第1項の改正規定及び次項の規

定は、令和5年10月1日から施行する。 

(経過措置) 

2 第11条の2第1項の改正規定の施行の際現に設置され、又は設置の工事がされているこの

条例による改正後の一宮市火災予防条例(以下「新条例」という。)第11条の2第1項に規

定する急速充電設備に係る位置、構造及び管理に関する基準の適用については、なお従

前の例による。 

3 新条例第23条第3項第2号の規定の適用については、当分の間、同号中「喫煙専用室標識」

とあるのは、「喫煙専用室標識又は健康増進法の一部を改正する法律(平成30年法律第78

号)付則第3条第1項の規定により読み替えて適用される健康増進法第33条第2項に規定す

る指定たばこ専用喫煙室標識」と読み替えるものとする。 

4 この条例の施行の際現に設置され、又は設置の工事がされている新条例第23条第2項又

は第3項第2号に規定する標識と併せて設ける図記号のうち、新条例第23条第4項の規定に

適合しないものについては、当該規定にかかわらず、なお従前の例による。 
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議案第49号 

環境センターごみ焼却施設定期修繕工事の請負契約の締結について 

次のとおり環境センターごみ焼却施設定期修繕工事の請負契約の締結をしたいので、議

会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例(昭和39年一宮市条例第4

号)第2条の規定に基づき、議会の議決を求める。 

令和5年6月2日提出 

一宮市長 中 野 正 康 

1 工 事 名 称 環境センターごみ焼却施設定期修繕工事

2 工 事 場 所 一宮市奥町字六丁山52番地 

3 工 事 概 要 ごみ焼却施設の分解、整備及び調整に伴う定期修繕工事 

(1) 受入供給設備工事一式 

(2) 燃焼設備工事一式 

(3) 燃焼ガス冷却設備工事一式 

(4) 排ガス処理設備工事一式 

(5) 給排水配管設備工事一式 

(6) 余熱利用発電設備工事一式 

(7) 通風設備工事一式 

(8) 灰出し設備工事一式 

(9) 電気計装設備工事一式 

(10) 雑設備工事一式 

4 契 約 方 法 一般競争入札 

5 契 約 金 額 431,200,000円 

6 契約の相手方 名古屋市中村区名駅三丁目28番12号 

ＪＦＥエンジニアリング株式会社 名古屋支店 
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議案第50号 

環境センターごみ焼却施設分散型制御装置修繕工事の請負契約の締結について 

次のとおり環境センターごみ焼却施設分散型制御装置修繕工事の請負契約の締結をした

いので、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例(昭和39年一宮市

条例第4号)第2条の規定に基づき、議会の議決を求める。 

令和5年6月2日提出 

一宮市長 中 野 正 康 

1 工 事 名 称 環境センターごみ焼却施設分散型制御装置修繕工事

2 工 事 場 所 一宮市奥町字六丁山52番地 

3 工 事 概 要 (1) 監視制御装置取替工事一式 

(2) 1号炉・2号炉・3号炉入出力プロセス制御装置取替工事一式 

(3) 共通用・受配電発電用入出力プロセス制御装置取替工事一式 

4 契 約 方 法 一般競争入札 

5 契 約 金 額 394,900,000円 

6 契約の相手方 名古屋市中村区名駅三丁目28番12号 

ＪＦＥエンジニアリング株式会社 名古屋支店 
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議案第51号 

大平島公園流域貯留施設築造工事の請負契約の締結について 

次のとおり大平島公園流域貯留施設築造工事の請負契約の締結をしたいので、議会の議

決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例(昭和39年一宮市条例第4号)第2条

の規定に基づき、議会の議決を求める。 

令和5年6月2日提出 

一宮市長 中 野 正 康 

1 工 事 名 称 大平島公園流域貯留施設築造工事

2 工 事 場 所 一宮市朝日2丁目地内 

3 工 事 概 要 流域貯留施設の築造工事 

(1) 流域貯留施設工事一式 

(2) 流入施設工事一式 

(3) 放流施設工事一式 

4 契 約 方 法 一般競争入札 

5 契 約 金 額 276,100,000円 

6 契約の相手方 一宮市木曽川町外割田字寺前82番地 

大興建設株式会社 
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議案第52号 

多加木公園流域貯留施設築造工事の請負契約の締結について 

次のとおり多加木公園流域貯留施設築造工事の請負契約の締結をしたいので、議会の議

決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例(昭和39年一宮市条例第4号)第2条

の規定に基づき、議会の議決を求める。 

令和5年6月2日提出 

一宮市長 中 野 正 康 

1 工 事 名 称 多加木公園流域貯留施設築造工事

2 工 事 場 所 一宮市多加木5丁目地内 

3 工 事 概 要 流域貯留施設の築造工事 

(1) 流域貯留施設工事一式 

(2) 流入施設工事一式 

(3) 放流施設工事一式 

4 契 約 方 法 一般競争入札 

5 契 約 金 額 650,100,000円 

6 契約の相手方 渡邊・平野特定建設工事共同企業体 

代表者 一宮市萩原町富田方字上畑33番地 

株式会社渡邊組 

構成員 一宮市萩原町東宮重字中島方29番地 

平野建設株式会社 
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議案第53号 

損害賠償の額の決定について 

一宮市立市民病院における医療過誤に対する損害賠償請求事案に係る損害賠償の額の

決定について、一宮市病院事業の設置等に関する条例(昭和41年一宮市条例第41号)第9条の

規定に基づき、議会の議決を求める。 

令和5年6月2日提出 

一宮市長 中 野 正 康 

1 本件事案の概要 

相手方(当時49歳)は、令和3年8月、慢性呼吸不全等で在宅療養中に胸腹部痛を訴えて

一宮市立市民病院へ救急搬送された。血液検査、ＣＴ検査等を行った結果、総胆管結石

及び胆管炎の診断で入院した。入院した日の翌日、内視鏡的逆行性胆管膵管造影法(Ｅ

ＲＣＰ)及び内視鏡的膵管口切開術による治療が行われたが、結石の除去は行えず、外

科的手術による治療を検討する方針となった。 

ＥＲＣＰを施行した翌朝、腹痛が続き、血液検査でアミラーゼが上昇していたため、

ＣＴ検査を行ったところ、ＥＲＣＰ後膵炎を発症しているとの診断となり、急性膵炎に

対する治療が開始された。看護師の巡視による状態観察は行われたが、生体情報モニタ

ーによる心電図、血圧及び酸素飽和度の持続的モニタリングは行われなかった。ＥＲＣ

Ｐ施行後2日目の早朝、看護師巡視時に、相手方が心肺停止状態であるところを発見し、

蘇生措置を行ったが、相手方は、死亡した。ＥＲＣＰ後膵炎による血管内脱水、既往症

である慢性呼吸不全及び鎮痛剤点滴による呼吸不全が複合的に影響して死亡したと推

測された。呼吸及び循環のモニタリングがなされていれば死亡を回避できた相当程度の

可能性があることから、診療契約上の義務違反に当たるとして、一宮市に対して損害賠

償を求められたため、相手方と一宮市との間で協議を重ねた結果、損害賠償の額の合意

に至ったものである。 

2 和解条項 

(1) 一宮市は相手方に対して、本件医療事故の損害賠償金として金300万円の支払義務

があることを認め、同金員を令和5年7月末日限り、相手方の指定する口座に振り込ん

で支払う。なお、振込手数料は一宮市の負担とする。 

(2) 相手方と一宮市は、前号の金員の支払をもって、本件医療事故について一切解決

したものとし、相手方と一宮市及びその被用者の間には何らの債権債務も存在しない

ことを確認する。 

3 損害賠償の額 

金3,000,000円 
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承認第1号 

専決処分の承認について 

次のとおり専決処分したので、地方自治法(昭和22年法律第67号)第179条第3項の規定に

基づき、議会の承認を求める。 

令和5年6月2日提出 

一宮市長 中 野 正 康 

一宮市市税条例等の一部を改正する条例 

(令和5年3月31日専決) 
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令和5年3月31日 

一宮市市税条例等の一部を改正する条例をここに公布する。 

一宮市長 中 野 正 康 

一宮市条例第20号 

一宮市市税条例等の一部を改正する条例 

(一宮市市税条例の一部改正) 

第1条 一宮市市税条例(平成17年一宮市条例第38号)の一部を次のように改正する。 

現行 改正後 

付 則 付 則 

(法附則第15条第2項第1号等の条例で定め

る割合) 

(法附則第15条第2項第1号等の条例で定め

る割合) 

第10条の2 略 第10条の2 略 

2 略 2 略 

3 法附則第15条第26項第1号イに規定する

設備について同号に規定する条例で定め

る割合は、3分の2とする。 

3 法附則第15条第25項第1号イに規定する

設備について同号に規定する条例で定め

る割合は、3分の2とする。 

4 法附則第15条第26項第1号ロに規定する

設備について同号に規定する条例で定め

る割合は、3分の2とする。 

4 法附則第15条第25項第1号ロに規定する

設備について同号に規定する条例で定め

る割合は、3分の2とする。 

5 法附則第15条第26項第1号ハに規定する

設備について同号に規定する条例で定め

る割合は、3分の2とする。 

5 法附則第15条第25項第1号ハに規定する

設備について同号に規定する条例で定め

る割合は、3分の2とする。 

6 法附則第15条第26項第1号ニに規定する

設備について同号に規定する条例で定め

る割合は、3分の2とする。 

6 法附則第15条第25項第1号ニに規定する

設備について同号に規定する条例で定め

る割合は、3分の2とする。 

7 法附則第15条第26項第2号イに規定する

設備について同号に規定する条例で定め

る割合は、4分の3とする。 

7 法附則第15条第25項第2号イに規定する

設備について同号に規定する条例で定め

る割合は、4分の3とする。 

8 法附則第15条第26項第2号ロに規定する

設備について同号に規定する条例で定め

る割合は、4分の3とする。 

8 法附則第15条第25項第2号ロに規定する

設備について同号に規定する条例で定め

る割合は、4分の3とする。 

9 法附則第15条第26項第2号ハに規定する

設備について同号に規定する条例で定め

る割合は、4分の3とする。 

9 法附則第15条第25項第2号ハに規定する

設備について同号に規定する条例で定め

る割合は、4分の3とする。 

10 法附則第15条第26項第3号イに規定する

設備について同号に規定する条例で定め

10 法附則第15条第25項第3号イに規定する

設備について同号に規定する条例で定め
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る割合は、2分の1とする。 る割合は、2分の1とする。 

11 法附則第15条第26項第3号ロに規定する

設備について同号に規定する条例で定め

る割合は、2分の1とする。 

11 法附則第15条第25項第3号ロに規定する

設備について同号に規定する条例で定め

る割合は、2分の1とする。 

12 法附則第15条第26項第3号ハに規定する

設備について同号に規定する条例で定め

る割合は、2分の1とする。 

12 法附則第15条第25項第3号ハに規定する

設備について同号に規定する条例で定め

る割合は、2分の1とする。 

13 法附則第15条第33項の条例で定める割

合は、2分の1とする。 

13 法附則第15条第32項の条例で定める割

合は、2分の1とする。 

14 法附則第15条第34項の条例で定める割

合は、3分の2とする。 

14 法附則第15条第33項の条例で定める割

合は、3分の2とする。 

15 法附則第15条第39項の条例で定める割

合は、3分の2とする。 

15 法附則第15条第38項の条例で定める割

合は、3分の2とする。 

16 法附則第15条第43項の条例で定める割

合は、3分の1とする。 

16 法附則第15条第42項の条例で定める割

合は、3分の1とする。 

17 法附則第15条第44項の条例で定める割

合は、4分の3とする。 

17 法附則第15条第43項の条例で定める割

合は、4分の3とする。 

18 略 18 略 

19 法附則第64条     の条例で定め

る割合は、0   とする。 

19 法附則第15条の9の3第1項の条例で定め

る割合は、3分の1とする。 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

(一宮市都市計画税条例の一部改正) 

第2条 一宮市都市計画税条例(平成17年一宮市条例第39号)の一部を次のように改正する。 

現行 改正後 

付 則 付 則 

(法附則第15条第33項の条例で定める割

合) 

(法附則第15条第32項の条例で定める割

合) 

第2条 法附則第15条第33項の条例で定める

割合は、2分の1とする。 

第2条 法附則第15条第32項の条例で定める

割合は、2分の1とする。 

(法附則第15条第34項の条例で定める割

合) 

(法附則第15条第33項の条例で定める割

合) 

第3条 法附則第15条第34項の条例で定める

割合は、3分の2とする。 

第3条 法附則第15条第33項の条例で定める

割合は、3分の2とする。 

(法附則第15条第39項の条例で定める割

合) 

(法附則第15条第38項の条例で定める割

合) 

第4条 法附則第15条第39項の条例で定める

割合は、3分の2とする。 

第4条 法附則第15条第38項の条例で定める

割合は、3分の2とする。 

(法附則第15条第44項の条例で定める割

合) 

(法附則第15条第43項の条例で定める割

合) 
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第4条の2 法附則第15条第44項の条例で定 第4条の2 法附則第15条第43項の条例で定 

める割合は、4分の3とする。 める割合は、4分の3とする。 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

(一宮市国民健康保険税条例の一部改正) 

第3条 一宮市国民健康保険税条例(昭和60年一宮市条例第12号)の一部を次のように改正

する。 

現行 改正後 

(課税額) (課税額) 

第2条 略 第2条 略 

2 略 2 略 

3 第1項第2号の後期高齢者支援金等課税額

は、世帯主(前条第2項の世帯主を除く。)

及びその世帯に属する被保険者につき算

定した所得割額並びに被保険者均等割額

及び世帯別平等割額の合算額とする。ただ

し、当該合算額が200,000円を超える場合

においては、後期高齢者支援金等課税額

は、200,000円とする。 

3 第1項第2号の後期高齢者支援金等課税額

は、世帯主(前条第2項の世帯主を除く。)

及びその世帯に属する被保険者につき算

定した所得割額並びに被保険者均等割額

及び世帯別平等割額の合算額とする。ただ

し、当該合算額が220,000円を超える場合

においては、後期高齢者支援金等課税額

は、220,000円とする。 

4 略 4 略 

(国民健康保険税の減額) (国民健康保険税の減額) 

第23条 次の各号のいずれかに掲げる国民

健康保険税の納税義務者に対して課する

国民健康保険税の額は、第2条第2項本文の

基礎課税額からア及びイに掲げる額を減

額して得た額(当該減額して得た額が650,

000円を超える場合には、650,000円)、同

条第3項本文の後期高齢者支援金等課税額

からウ及びエに掲げる額を減額して得た

額(当該減額して得た額が200,000円を超

える場合には、200,000円)並びに同条第4

項本文の介護納付金課税額からオ及びカ

に掲げる額を減額して得た額(当該減額し

て得た額が170,000円を超える場合には、1

70,000円)の合算額とする。 

第23条 次の各号のいずれかに掲げる国民

健康保険税の納税義務者に対して課する

国民健康保険税の額は、第2条第2項本文の

基礎課税額からア及びイに掲げる額を減

額して得た額(当該減額して得た額が650,

000円を超える場合には、650,000円)、同

条第3項本文の後期高齢者支援金等課税額

からウ及びエに掲げる額を減額して得た

額(当該減額して得た額が220,000円を超

える場合には、220,000円)並びに同条第4

項本文の介護納付金課税額からオ及びカ

に掲げる額を減額して得た額(当該減額し

て得た額が170,000円を超える場合には、1

70,000円)の合算額とする。 

(1) 略 (1) 略 

(2) 法第703条の5第1項に規定する総所

得金額及び山林所得金額の合算額が、4

30,000円(納税義務者並びにその世帯に

属する国民健康保険の被保険者及び特

(2) 法第703条の5第1項に規定する総所

得金額及び山林所得金額の合算額が、4

30,000円(納税義務者並びにその世帯に

属する国民健康保険の被保険者及び特
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定同一世帯所属者のうち給与所得者等

の数が2以上の場合にあっては、430,00

0円に当該給与所得者等の数から1を減

じた数に100,000円を乗じて得た金額を

加算した金額)に被保険者及び特定同一

世帯所属者1人につき285,000円を加算

した金額を超えない世帯に係る納税義

務者(前号に該当する者を除く。) 

定同一世帯所属者のうち給与所得者等

の数が2以上の場合にあっては、430,00

0円に当該給与所得者等の数から1を減

じた数に100,000円を乗じて得た金額を

加算した金額)に被保険者及び特定同一

世帯所属者1人につき290,000円を加算

した金額を超えない世帯に係る納税義

務者(前号に該当する者を除く。) 

ア～カ 略 ア～カ 略 

(3) 法第703条の5第1項に規定する総所

得金額及び山林所得金額の合算額が、4

30,000円(納税義務者並びにその世帯に

属する国民健康保険の被保険者及び特

定同一世帯所属者のうち給与所得者等

の数が2以上の場合にあっては、430,00

0円に当該給与所得者等の数から1を減

じた数に100,000円を乗じて得た金額を

加算した金額)に被保険者及び特定同一

世帯所属者1人につき520,000円を加算

した金額を超えない世帯に係る納税義

務者(前2号に該当する者を除く。) 

(3) 法第703条の5第1項に規定する総所

得金額及び山林所得金額の合算額が、4

30,000円(納税義務者並びにその世帯に

属する国民健康保険の被保険者及び特

定同一世帯所属者のうち給与所得者等

の数が2以上の場合にあっては、430,00

0円に当該給与所得者等の数から1を減

じた数に100,000円を乗じて得た金額を

加算した金額)に被保険者及び特定同一

世帯所属者1人につき535,000円を加算

した金額を超えない世帯に係る納税義

務者(前2号に該当する者を除く。) 

ア～カ 略 ア～カ 略 

2 略 2 略 

(特例対象被保険者等に係る国民健康保険

税の課税の特例) 

(特例対象被保険者等に係る国民健康保険

税の課税の特例) 

第23条の2 国民健康保険税の納税義務者で

ある世帯主又はその世帯に属する国民健

康保険の被保険者若しくは特定同一世帯

所属者が特例対象被保険者等(法第703条

の5の2第2項に規定する特例対象被保険者

等をいう。第24条の2   において同じ。)

である場合における第3条及び前条第1項

の規定の適用については、第3条第1項中

「規定する総所得金額」とあるのは「規定

する総所得金額(第23条の2に規定する特

例対象被保険者等の総所得金額に給与所

得が含まれている場合においては、当該給

与所得については、所得税法第28条第2項

の規定によって計算した金額の100分の30

に相当する金額によるものとする。次項に

第23条の2 国民健康保険税の納税義務者で

ある世帯主又はその世帯に属する国民健

康保険の被保険者若しくは特定同一世帯

所属者が特例対象被保険者等(法第703条

の5の2第2項に規定する特例対象被保険者

等をいう。第24条の2第1項において同じ。)

である場合における第3条及び前条第1項

の規定の適用については、第3条第1項中

「規定する総所得金額」とあるのは「規定

する総所得金額(第23条の2に規定する特

例対象被保険者等の総所得金額に給与所

得が含まれている場合においては、当該給

与所得については、所得税法第28条第2項

の規定によって計算した金額の100分の30

に相当する金額によるものとする。次項に
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おいて同じ。)」と、「同条第2項」とある

のは「法第314条の2第2項」と、前条第1

項第1号中「総所得金額及び」とあるのは

「総所得金額(次条に規定する特例対象被

保険者等の総所得金額に給与所得が含ま

れている場合においては、当該給与所得に

ついては、所得税法(昭和40年法律第33号)

第28条第2項の規定によって計算した金額

の100分の30に相当する金額によるものと

する。次号及び第3号において同じ。)及び」

とする。 

おいて同じ。)」と、「同条第2項」とある

のは「法第314条の2第2項」と、前条第1

項第1号中「総所得金額及び」とあるのは

「総所得金額(次条に規定する特例対象被

保険者等の総所得金額に給与所得が含ま

れている場合においては、当該給与所得に

ついては、所得税法(昭和40年法律第33号)

第28条第2項の規定によって計算した金額

の100分の30に相当する金額によるものと

する。次号及び第3号において同じ。)及び」

とする。 

(特例対象被保険者等に係る申告) (特例対象被保険者等に係る申告) 

第24条の2 略 第24条の2 略 

2 前項の申告書の提出に当たり、当該納税

義務者は、雇用保険受給資格者証(雇用保

険法施行規則(昭和50年労働省令第3号)第

17条の2第1項第1号に規定するものをい

う。)その他の特例対象被保険者等である

ことの事実を証明する書類   の提示

を求められた場合には、これらを提示しな

ければならない。 

2 前項の申告書の提出に当たり、当該納税

義務者は、雇用保険受給資格者証(雇用保

険法施行規則(昭和50年労働省令第3号)第

17条の2第1項第1号に規定するものをい

う。)又は雇用保険受給資格通知(同令第1

9条第3項に規定するものをいう。)の提示

を求められた場合には、これらを提示しな

ければならない。 

付 則 付 則 

1 略 1 略 

(公的年金等に係る所得に係る国民健康保

険税の課税の特例) 

(公的年金等に係る所得に係る国民健康保

険税の課税の特例) 

2 当分の間、世帯主又はその世帯に属する

国民健康保険の被保険者若しくは特定同

一世帯所属者が、前年中に所得税法第35

条第3項に規定する公的年金等に係る所得

について同条第4項に規定する公的年金等

控除額(年齢65歳以上である者に係るもの

に限る。)の控除を受けた場合における第2

3条第1項の規定の適用については、同項 

  中「法第703条の5第1項に規定する総所

得金額及び山林所得金額」とあるのは「法

第703条の5第1項に規定する総所得金額

(所得税法(昭和40年法律第33号)第35条第

3項に規定する公的年金等に係る所得につ

いては、同条第2項第1号の規定により計算

した金額から15万円を控除した金額によ

2 当分の間、世帯主又はその世帯に属する

国民健康保険の被保険者若しくは特定同

一世帯所属者が、前年中に所得税法第35

条第3項に規定する公的年金等に係る所得

について同条第4項に規定する公的年金等

控除額(年齢65歳以上である者に係るもの

に限る。)の控除を受けた場合における第2

3条   の規定の適用については、同条第

1項中「法第703条の5第1項に規定する総所

得金額及び山林所得金額」とあるのは「法

第703条の5第1項に規定する総所得金額

(所得税法(昭和40年法律第33号)第35条第

3項に規定する公的年金等に係る所得につ

いては、同条第2項第1号の規定により計算

した金額から15万円を控除した金額によ
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るものとする。)及び山林所得金額」と、

「1,100,000円」とあるのは「1,250,000

円」とする。 

るものとする。)及び山林所得金額」と、

「1,100,000円」とあるのは「1,250,000

円」とする。 

(上場株式等に係る配当所得等に係る国民

健康保険税の課税の特例) 

(上場株式等に係る配当所得等に係る国民

健康保険税の課税の特例) 

3 世帯主又はその世帯に属する国民健康保

険の被保険者若しくは特定同一世帯所属

者が法附則第33条の2第5項の配当所得等

を有する場合における第3条、第6条、第8

条及び第23条第1項の規定の適用について

は、第3条第1項中「及び山林所得金額」と

あるのは「及び山林所得金額並びに法附則

第33条の2第5項に規定する上場株式等に

係る配当所得等の金額」と、「同条第2項」

とあるのは「法第314条の2第2項」と、同

条第2項中「又は山林所得金額」とあるの

は「若しくは山林所得金額又は法附則第3

3条の2第5項に規定する上場株式等に係る

配当所得等の金額」と、第23条第1項中「及

び山林所得金額」とあるのは「及び山林所

得金額並びに法附則第33条の2第5項に規

定する上場株式等に係る配当所得等の金

額」とする。 

3 世帯主又はその世帯に属する国民健康保

険の被保険者若しくは特定同一世帯所属

者が法附則第33条の2第5項の配当所得等

を有する場合における第3条、第6条、第8

条及び第23条の   規定の適用について

は、第3条第1項中「及び山林所得金額」と

あるのは「及び山林所得金額並びに法附則

第33条の2第5項に規定する上場株式等に

係る配当所得等の金額」と、「同条第2項」

とあるのは「法第314条の2第2項」と、同

条第2項中「又は山林所得金額」とあるの

は「若しくは山林所得金額又は法附則第3

3条の2第5項に規定する上場株式等に係る

配当所得等の金額」と、第23条第1項中「及

び山林所得金額」とあるのは「及び山林所

得金額並びに法附則第33条の2第5項に規

定する上場株式等に係る配当所得等の金

額」とする。 

(長期譲渡所得に係る国民健康保険税の課

税の特例) 

(長期譲渡所得に係る国民健康保険税の課

税の特例) 

4 世帯主又はその世帯に属する国民健康保

険の被保険者若しくは特定同一世帯所属

者が法附則第34条第4項の譲渡所得を有す

る場合における第3条、第6条、第8条及び

第23条第1項の規定の適用については、第3

条第1項中「及び山林所得金額の合計額か

ら同条第2項」とあるのは「及び山林所得

金額並びに法附則第34条第4項に規定する

長期譲渡所得の金額(租税特別措置法(昭

和32年法律第26号)第33条の4第1項若しく

は第2項、第34条第1項、第34条の2第1項、

第34条の3第1項、第35条第1項、第35条の2

第1項、第35条の3第1項又は第36条の規定

に該当する場合には、これらの規定の適用

により同法第31条第1項に規定する長期譲

4 世帯主又はその世帯に属する国民健康保

険の被保険者若しくは特定同一世帯所属

者が法附則第34条第4項の譲渡所得を有す

る場合における第3条、第6条、第8条及び

第23条の   規定の適用については、第3

条第1項中「及び山林所得金額の合計額か

ら同条第2項」とあるのは「及び山林所得

金額並びに法附則第34条第4項に規定する

長期譲渡所得の金額(租税特別措置法(昭

和32年法律第26号)第33条の4第1項若しく

は第2項、第34条第1項、第34条の2第1項、

第34条の3第1項、第35条第1項、第35条の2

第1項、第35条の3第1項又は第36条の規定

に該当する場合には、これらの規定の適用

により同法第31条第1項に規定する長期譲
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渡所得の金額から控除する金額を控除し

た金額。以下この項において「控除後の長

期譲渡所得の金額」という。)の合計額か

ら法第314条の2第2項」と、「及び山林所得

金額の合計額(」とあるのは「及び山林所

得金額並びに控除後の長期譲渡所得の金

額の合計額(」と、同条第2項中「又は山林

所得金額」とあるのは「若しくは山林所得

金額又は法附則第34条第4項に規定する長

期譲渡所得の金額」と、第23条第1項中「及

び山林所得金額」とあるのは「及び山林所

得金額並びに法附則第34条第4項に規定す

る長期譲渡所得の金額」とする。 

渡所得の金額から控除する金額を控除し

た金額。以下この項において「控除後の長

期譲渡所得の金額」という。)の合計額か

ら法第314条の2第2項」と、「及び山林所得

金額の合計額(」とあるのは「及び山林所

得金額並びに控除後の長期譲渡所得の金

額の合計額(」と、同条第2項中「又は山林

所得金額」とあるのは「若しくは山林所得

金額又は法附則第34条第4項に規定する長

期譲渡所得の金額」と、第23条第1項中「及

び山林所得金額」とあるのは「及び山林所

得金額並びに法附則第34条第4項に規定す

る長期譲渡所得の金額」とする。 

5 略 5 略 

(一般株式等に係る譲渡所得等に係る国民

健康保険税の課税の特例) 

(一般株式等に係る譲渡所得等に係る国民

健康保険税の課税の特例) 

6 世帯主又はその世帯に属する国民健康保

険の被保険者若しくは特定同一世帯所属

者が法附則第35条の2第5項の一般株式等

に係る譲渡所得等を有する場合における

第3条、第6条、第8条及び第23条第1項の規

定の適用については、第3条第1項中「及び

山林所得金額」とあるのは「及び山林所得

金額並びに法附則第35条の2第5項に規定

する一般株式等に係る譲渡所得等の金額」

と、「同条第2項」とあるのは「法第314条

の2第2項」と、同条第2項中「又は山林所

得金額」とあるのは「若しくは山林所得金

額又は法附則第35条の2第5項に規定する

一般株式等に係る譲渡所得等の金額」と、

第23条第1項中「及び山林所得金額」とあ

るのは「及び山林所得金額並びに法附則第

35条の2第5項に規定する一般株式等に係

る譲渡所得等の金額」とする。 

6 世帯主又はその世帯に属する国民健康保

険の被保険者若しくは特定同一世帯所属

者が法附則第35条の2第5項の一般株式等

に係る譲渡所得等を有する場合における

第3条、第6条、第8条及び第23条の  規

定の適用については、第3条第1項中「及び

山林所得金額」とあるのは「及び山林所得

金額並びに法附則第35条の2第5項に規定

する一般株式等に係る譲渡所得等の金額」

と、「同条第2項」とあるのは「法第314条

の2第2項」と、同条第2項中「又は山林所

得金額」とあるのは「若しくは山林所得金

額又は法附則第35条の2第5項に規定する

一般株式等に係る譲渡所得等の金額」と、

第23条第1項中「及び山林所得金額」とあ

るのは「及び山林所得金額並びに法附則第

35条の2第5項に規定する一般株式等に係

る譲渡所得等の金額」とする。 

(上場株式等に係る譲渡所得等に係る国民

健康保険税の課税の特例) 

(上場株式等に係る譲渡所得等に係る国民

健康保険税の課税の特例) 

7 世帯主又はその世帯に属する国民健康保

険の被保険者若しくは特定同一世帯所属

者が法附則第35条の2の2第5項の上場株式

等に係る譲渡所得等を有する場合におけ

7 世帯主又はその世帯に属する国民健康保

険の被保険者若しくは特定同一世帯所属

者が法附則第35条の2の2第5項の上場株式

等に係る譲渡所得等を有する場合におけ
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る第3条、第6条、第8条及び第23条第1項の

規定の適用については、第3条第1項中「及

び山林所得金額」とあるのは「及び山林所

得金額並びに法附則第35条の2の2第5項に

規定する上場株式等に係る譲渡所得等の

金額」と、「同条第2項」とあるのは「法第

314条の2第2項」と、同条第2項中「又は山

林所得金額」とあるのは「若しくは山林所

得金額又は法附則第35条の2の2第5項に規

定する上場株式等に係る譲渡所得等の金

額」と、第23条第1項中「及び山林所得金

額」とあるのは「及び山林所得金額並びに

法附則第35条の2の2第5項に規定する上場

株式等に係る譲渡所得等の金額」とする。

る第3条、第6条、第8条及び第23条の   

規定の適用については、第3条第1項中「及

び山林所得金額」とあるのは「及び山林所

得金額並びに法附則第35条の2の2第5項に

規定する上場株式等に係る譲渡所得等の

金額」と、「同条第2項」とあるのは「法第

314条の2第2項」と、同条第2項中「又は山

林所得金額」とあるのは「若しくは山林所

得金額又は法附則第35条の2の2第5項に規

定する上場株式等に係る譲渡所得等の金

額」と、第23条第1項中「及び山林所得金

額」とあるのは「及び山林所得金額並びに

法附則第35条の2の2第5項に規定する上場

株式等に係る譲渡所得等の金額」とする。

(先物取引に係る雑所得等に係る国民健康

保険税の課税の特例) 

(先物取引に係る雑所得等に係る国民健康

保険税の課税の特例) 

8 世帯主又はその世帯に属する国民健康保

険の被保険者若しくは特定同一世帯所属

者が法附則第35条の4第4項の事業所得、譲

渡所得又は雑所得を有する場合における

第3条、第6条、第8条及び第23条第1項の規

定の適用については、第3条第1項中「及び

山林所得金額」とあるのは「及び山林所得

金額並びに法附則第35条の4第4項に規定

する先物取引に係る雑所得等の金額」と、

「同条第2項」とあるのは「法第314条の2

第2項」と、同条第2項中「又は山林所得金

額」とあるのは「若しくは山林所得金額又

は法附則第35条の4第4項に規定する先物

取引に係る雑所得等の金額」と、第23条第

1項中「及び山林所得金額」とあるのは「及

び山林所得金額並びに法附則第35条の4第

4項に規定する先物取引に係る雑所得等の

金額」とする。 

8 世帯主又はその世帯に属する国民健康保

険の被保険者若しくは特定同一世帯所属

者が法附則第35条の4第4項の事業所得、譲

渡所得又は雑所得を有する場合における

第3条、第6条、第8条及び第23条の  規

定の適用については、第3条第1項中「及び

山林所得金額」とあるのは「及び山林所得

金額並びに法附則第35条の4第4項に規定

する先物取引に係る雑所得等の金額」と、

「同条第2項」とあるのは「法第314条の2

第2項」と、同条第2項中「又は山林所得金

額」とあるのは「若しくは山林所得金額又

は法附則第35条の4第4項に規定する先物

取引に係る雑所得等の金額」と、第23条第

1項中「及び山林所得金額」とあるのは「及

び山林所得金額並びに法附則第35条の4第

4項に規定する先物取引に係る雑所得等の

金額」とする。 

(土地の譲渡等に係る事業所得等に係る国

民健康保険税の課税の特例) 

(土地の譲渡等に係る事業所得等に係る国

民健康保険税の課税の特例) 

9 世帯主又はその世帯に属する国民健康保

険の被保険者若しくは特定同一世帯所属

者が法附則第33条の3第5項の事業所得又

は雑所得を有する場合における第3条、第6

9 世帯主又はその世帯に属する国民健康保

険の被保険者若しくは特定同一世帯所属

者が法附則第33条の3第5項の事業所得又

は雑所得を有する場合における第3条、第6
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条、第8条及び第23条第1項の規定の適用に

ついては、第3条第1項中「及び山林所得金

額」とあるのは「及び山林所得金額並びに

法附則第33条の3第5項に規定する土地等

に係る事業所得等の金額」と、「同条第2

項」とあるのは「法第314条の2第2項」と、

同条第2項中「又は山林所得金額」とある

のは「若しくは山林所得金額又は法附則第

33条の3第5項に規定する土地等に係る事

業所得等の金額」と、第23条第1項中「及

び山林所得金額」とあるのは「及び山林所

得金額並びに法附則第33条の3第5項に規

定する土地等に係る事業所得等の金額」と

する。 

条、第8条及び第23条の   規定の適用に

ついては、第3条第1項中「及び山林所得金

額」とあるのは「及び山林所得金額並びに

法附則第33条の3第5項に規定する土地等

に係る事業所得等の金額」と、「同条第2

項」とあるのは「法第314条の2第2項」と、

同条第2項中「又は山林所得金額」とある

のは「若しくは山林所得金額又は法附則第

33条の3第5項に規定する土地等に係る事

業所得等の金額」と、第23条第1項中「及

び山林所得金額」とあるのは「及び山林所

得金額並びに法附則第33条の3第5項に規

定する土地等に係る事業所得等の金額」と

する。 

10・11 略 10・11 略 

(条約適用利子等に係る国民健康保険税の

課税の特例) 

(条約適用利子等に係る国民健康保険税の

課税の特例) 

12 世帯主又はその世帯に属する国民健康

保険の被保険者若しくは特定同一世帯所

属者が租税条約等の実施に伴う所得税法、

法人税法及び地方税法の特例等に関する

法律(昭和44年法律第46号。以下「租税条

約等実施特例法」という。)第3条の2の2

第10項に規定する条約適用利子等に係る

利子所得、配当所得、譲渡所得、一時所得

及び雑所得を有する場合における第3条、

第6条、第8条及び第23条第1項の規定の適

用については、第3条第1項中「及び山林所

得金額の合計額から同条第2項」とあるの

は「及び山林所得金額並びに租税条約等の

実施に伴う所得税法、法人税法及び地方税

法の特例等に関する法律(昭和44年法律第

46号。以下「租税条約等実施特例法」とい

う。)第3条の2の2第10項に規定する条約適

用利子等の額の合計額から法第314条の2

第2項」と、「及び山林所得金額の合計額(」

とあるのは「及び山林所得金額並びに租税

条約等実施特例法第3条の2の2第10項に規

定する条約適用利子等の額の合計額(」と、

同条第2項中「又は山林所得金額」とある

12 世帯主又はその世帯に属する国民健康

保険の被保険者若しくは特定同一世帯所

属者が租税条約等の実施に伴う所得税法、

法人税法及び地方税法の特例等に関する

法律(昭和44年法律第46号。以下「租税条

約等実施特例法」という。)第3条の2の2

第10項に規定する条約適用利子等に係る

利子所得、配当所得、譲渡所得、一時所得

及び雑所得を有する場合における第3条、

第6条、第8条及び第23条の   規定の適

用については、第3条第1項中「及び山林所

得金額の合計額から同条第2項」とあるの

は「及び山林所得金額並びに租税条約等の

実施に伴う所得税法、法人税法及び地方税

法の特例等に関する法律(昭和44年法律第

46号。以下「租税条約等実施特例法」とい

う。)第3条の2の2第10項に規定する条約適

用利子等の額の合計額から法第314条の2

第2項」と、「及び山林所得金額の合計額(」

とあるのは「及び山林所得金額並びに租税

条約等実施特例法第3条の2の2第10項に規

定する条約適用利子等の額の合計額(」と、

同条第2項中「又は山林所得金額」とある
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のは「若しくは山林所得金額又は租税条約

等実施特例法第3条の2の2第10項に規定す

る条約適用利子等の額」と、第23条第1項

中「及び山林所得金額」とあるのは「及び

山林所得金額並びに租税条約等実施特例

法第3条の2の2第10項に規定する条約適用

利子等の額」とする。 

のは「若しくは山林所得金額又は租税条約

等実施特例法第3条の2の2第10項に規定す

る条約適用利子等の額」と、第23条第1項

中「及び山林所得金額」とあるのは「及び

山林所得金額並びに租税条約等実施特例

法第3条の2の2第10項に規定する条約適用

利子等の額」とする。 

(条約適用配当等に係る国民健康保険税の

課税の特例) 

(条約適用配当等に係る国民健康保険税の

課税の特例) 

13 世帯主又はその世帯に属する国民健康

保険の被保険者若しくは特定同一世帯所

属者が租税条約等実施特例法第3条の2の2

第12項に規定する条約適用配当等に係る

利子所得、配当所得及び雑所得を有する場

合における第3条、第6条、第8条及び第23

条第1項の規定の適用については、第3条第

1項中「及び山林所得金額の合計額から同

条第2項」とあるのは「及び山林所得金額

並びに租税条約等の実施に伴う所得税法、

法人税法及び地方税法の特例等に関する

法律(昭和44年法律第46号。以下「租税条

約等実施特例法」という。)第3条の2の2

第12項に規定する条約適用配当等の額の

合計額から法第314条の2第2項」と、「及び

山林所得金額の合計額(」とあるのは「及

び山林所得金額並びに租税条約等実施特

例法第3条の2の2第12項に規定する条約適

13 世帯主又はその世帯に属する国民健康

保険の被保険者若しくは特定同一世帯所

属者が租税条約等実施特例法第3条の2の2

第12項に規定する条約適用配当等に係る

利子所得、配当所得及び雑所得を有する場

合における第3条、第6条、第8条及び第23

条の   規定の適用については、第3条第

1項中「及び山林所得金額の合計額から同

条第2項」とあるのは「及び山林所得金額

並びに租税条約等の実施に伴う所得税法、

法人税法及び地方税法の特例等に関する

法律(昭和44年法律第46号。以下「租税条

約等実施特例法」という。)第3条の2の2

第12項に規定する条約適用配当等の額の

合計額から法第314条の2第2項」と、「及び

山林所得金額の合計額(」とあるのは「及

び山林所得金額並びに租税条約等実施特

例法第3条の2の2第12項に規定する条約適

用配当等の額の合計額(」と、同条第2項中

「又は山林所得金額」とあるのは「若しく

は山林所得金額又は租税条約等実施特例

法第3条の2の2第12項に規定する条約適用

配当等の額」と、第23条第1項中「及び山

林所得金額」とあるのは「及び山林所得金

額並びに租税条約等実施特例法第3条の2

の2第12項に規定する条約適用配当等の

額」とする。 

用配当等の額の合計額(」と、同条第2項中

「又は山林所得金額」とあるのは「若しく

は山林所得金額又は租税条約等実施特例

法第3条の2の2第12項に規定する条約適用

配当等の額」と、第23条第1項中「及び山

林所得金額」とあるのは「及び山林所得金

額並びに租税条約等実施特例法第3条の2

の2第12項に規定する条約適用配当等の

額」とする。 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

付 則 

(施行期日) 
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第1条 この条例は、令和5年4月1日から施行する。 

(固定資産税に関する経過措置) 

第2条 次項に定めるものを除き、第1条の規定による改正後の一宮市市税条例の規定中固

定資産税に関する部分は、令和5年度以後の年度分の固定資産税について適用し、令和4

年度分までの固定資産税については、なお従前の例による。 

2 令和3年4月1日から令和5年3月31日までの期間(以下この項において「適用期間」とい

う。)内に地方税法等の一部を改正する法律(令和3年法律第7号)附則第1条第4号に掲げる

規定による改正前の地方税法(昭和25年法律第226号)附則第64条に規定する中小事業者

等(以下この項において「中小事業者等」という。)が取得(同条に規定する取得をいう。

以下この項において同じ。)をした同条に規定する特例対象資産(以下この項において「特

例対象資産」という。)(中小事業者等が、同条に規定するリース取引(以下この項におい

て「リース取引」という。)に係る契約により特例対象資産を引き渡して使用させる事業

を行う者が適用期間内に取得をした同条に規定する先端設備等に該当する特例対象資産

を、適用期間内にリース取引により引渡しを受けた場合における当該特例対象資産を含

む。)に対して課する固定資産税については、なお従前の例による。 

(都市計画税に関する経過措置) 

第3条 第2条の規定による改正後の一宮市都市計画税条例の規定は、令和5年度以後の年度

分の都市計画税について適用し、令和4年度分までの都市計画税については、なお従前の

例による。 

(国民健康保険税に関する経過措置) 

第4条 第3条の規定による改正後の一宮市国民健康保険税条例の規定は、令和5年度以後の

年度分の国民健康保険税について適用し、令和4年度分までの国民健康保険税については、

なお従前の例による。 
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承認第2号 

専決処分の承認について 

次のとおり専決処分したので、地方自治法(昭和22年法律第67号)第179条第3項の規定に

基づき、議会の承認を求める。 

令和5年6月2日提出 

一宮市長 中 野 正 康 

令和5年度愛知県一宮市一般会計補正予算 

(令和5年4月25日専決) 
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　（歳入歳出予算の補正）

第 １ 条

予算の総額を歳入歳出それぞれ 126,220,138千円とする。

２

歳出予算の金額は「第１表　歳入歳出予算補正」による。　

中　 野　　 正 　康

令和 ５ 年 ４ 月 ２５ 日専決

一 宮 市 長

令和５年度愛知県一宮市一般会計補正予算

歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 410,138千円を追加し、歳入歳出

令和５年度愛知県一宮市の一般会計補正予算は、次に定めるところによる。
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15 21,614,387 410,138 22,024,525

2 国 庫 補 助 金 2,880,910 410,138 3,291,048

125,810,000 410,138 126,220,138

国 庫 支 出 金

歳　　入　　合　　計

第１表　　歳入歳出予算補正

歳　　入

款 計

 千円

項 補正前の額

 千円

補　正　額

 千円
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3 53,745,296 410,138 54,155,434

3 児 童 福 祉 費 24,191,809 410,138 24,601,947

125,810,000 410,138 126,220,138

民 生 費

歳　　出　　合　　計

歳　　出

款 計

 千円

項 補正前の額

 千円

補　正　額

 千円
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１　総　　括

（歳　　入）

15 国 庫 支 出 金 21,614,387 410,138 22,024,525

125,810,000 410,138 126,220,138歳　　入　　合　　計

一般会計　　　歳入歳出補正予算事項別明細書

款 補正前の額 補　正　額 計

 千円  千円  千円
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（歳　　出）

3 民 生 費 53,745,296 410,138 54,155,434

125,810,000 410,138 126,220,138歳　　出　　合　　計

款 計

 千円

補正前の額

 千円

補　正　額

 千円
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国県支出金 市　　　債 そ　の　他

410,138

410,138

補　正　額　の　財　源　内　訳
特　　　　　　　　定　　　　　　　　財　　　　　　　　源

一　般　財　源

 千円  千円  千円  千円
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計 2,880,910 410,138 3,291,048

２　　歳    入

2 1,168,125 410,138 1,578,263民生費国庫補助金

計

１５款　国庫支出金

　２項　国庫補助金

 千円  千円

410,138千円

410,138千円

 千円

目 補正前の額 補　正　額

-76-



　１５款　国庫支出金

助金 * 950,359

410,1383 〇新型コロナウイルス感染症セーフティネット強化交付金 410,138

 千円  千円

児童福祉費補

節

区　　分 金　　額
説　　　　　　　　　　　　　　明

金額欄中の*は補正前の額を示す。
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410,138計 24,601,947410,13824,191,809

務費

9,505,122410,1381 児童福祉総 9,094,984 410,138

 千円  千円

410,138千円

特　　　　定　　　　財　　　　源

 千円  千円 千円  千円

補正前の額 補　正　額

市　債

計

補　正　額　の　財　源　内　訳

一般財源

 千円

３　　歳    出

　３款　民生費

　３項　児童福祉費 410,138千円

その他国県支出金

目
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　　３款　民生費

* 4,620及び交付金

18 403,000負担金、補助 〇子育て世帯生活支援特別給付金 403,000

* 1,150,176

12 3,818委託料 〇総合行政システム（福祉系）整備等委託料 3,818

* 27,401 〇口座振込手数料 605

11 1,158役務費 〇通信運搬費 553

* 49,011

10 66需用費 〇印刷製本費 66

* 94,382

3 2,096職員手当等 〇時間外勤務手当 2,096

千円 千円

区　　分

節

説　　　　　　　　　　　　明
金　　額

金額欄中の*は補正前の額を示す。
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（１）総括

給　　　　　　　与　　　　　　　費

報　　　酬 給　　　料 職 員 手 当 計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

( 981 )

2,557

( 981 )

2,557

( 0 )

0

　（　　）内は短時間勤務職員数の外書き

扶養手当 地域手当 期末手当 勤勉手当 管理職手当 時間外勤務
手当

通勤手当 特殊勤務
手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後 231,301 566,666 2,344,135 1,637,642 221,376 590,088 188,637 40,790

補 正 前 231,301 566,666 2,344,135 1,637,642 221,376 587,992 188,637 40,790

比　較 0 0 0 0 0 2,096 0 0

宿日直手当 休日勤務
手当

夜間勤務
手当

住居手当 退職手当
管理職員

特別勤務手当
単身赴任
手当

特定任期付職
員業績手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後 0 132,110 41,117 147,738 188,050 6,738 1,656 0

補 正 前 0 132,110 41,117 147,738 188,050 6,738 1,656 0

比　較 0 0 0 0 0 0 0 0

１　一 般 職

備　　考

区　　分

20,706,2263,257,16117,449,0656,338,0448,944,680補　正　後 2,166,341

8,944,6802,166,341補　正　前

区　　分

共　済　費 合　　　計職　員　数

区　　　分

職 員 手 当
の 内 訳

00比　　　較

20,704,1303,257,16117,446,9696,335,948

2,09602,0962,096

給　与　費　明　細　書

-80-



　ア　会計年度任用職員以外の職員

給　　　　　　　与　　　　　　　費

報　　　酬 給　　　料 職 員 手 当 計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

( 46 )

2,557

( 46 )

2,557

( 0 )

0

　（　　）内は短時間勤務職員数の外書き

扶養手当 地域手当 期末手当 勤勉手当 管理職手当 時間外勤務
手当

通勤手当 特殊勤務
手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後 231,301 566,666 1,994,962 1,637,642 221,376 590,088 188,637 40,790

補 正 前 231,301 566,666 1,994,962 1,637,642 221,376 587,992 188,637 40,790

比　較 0 0 0 0 0 2,096 0 0

宿日直手当 休日勤務
手当

夜間勤務
手当

住居手当 退職手当
管理職員

特別勤務手当
単身赴任
手当

特定任期付職
員業績手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後 0 132,110 41,117 147,738 188,050 6,738 1,656 0

補 正 前 0 132,110 41,117 147,738 188,050 6,738 1,656 0

比　較 0 0 0 0 0 0 0 0

0 2,096 2,096 2,0960

8,944,680 5,986,775 14,931,455 2,996,247 17,927,702

8,944,680 5,988,871 14,933,551 2,996,247

区　　　分

職　員　数 共　済　費 備　　考

17,929,798

補　正　前 -

補　正　後 -

合　　　計

職 員 手 当
の 内 訳

区　　分

区　　分

比　　　較 -
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　イ　会計年度任用職員

給　　　　　　　与　　　　　　　費

報　　　酬 給　　　料 職 員 手 当 計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

( 935 )

0

( 935 )

0

( 0 )

0

　（　　）内は短時間勤務職員数の外書き

扶養手当 地域手当 期末手当 勤勉手当 管理職手当 時間外勤務
手当

通勤手当 特殊勤務
手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後 - 0 349,173 - - 0 0 0

補 正 前 - 0 349,173 - - 0 0 0

比　較 - 0 0 - - 0 0 0

宿日直手当 休日勤務
手当

夜間勤務
手当

住居手当 退職手当
管理職員

特別勤務手当
単身赴任
手当

特定任期付職
員業績手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後 0 0 0 - 0 - - -

補 正 前 0 0 0 - 0 - - -

比　較 0 0 0 - 0 - - -

補　正　前 2,166,341

補　正　後 2,166,341 0 349,173 2,515,514 260,914 2,776,428

区　　　分

職　員　数 共　済　費 合　　　計 備　　考

職 員 手 当
の 内 訳

区　　分

区　　分

比　　　較 0 0 0 0 0 0

0 349,173 2,515,514 260,914 2,776,428
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増減額

(千円) (千円)

給与改正の状況

給 料 0 1 給与改正 0 給料の改正率

　に伴う 給与改正実施時期

　増減分

2 昇給に 0
　伴う

　増加分

3 その他の 0
　増減分

職 員 手 当 2,096 0

ア 会計年度

2 その他の 　 任用職員

  増減分  以外の職員 ○時間外勤務手当 2,096,000円

2,096

イ 会計年度

　 任用職員

0

備　　　　　考

1 制度改正
　に伴う
　増減分

（２）給料及び職員手当の増減額の明細

区分
増減事由別内訳

説　　　　　明
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報告第5号 

専決処分の報告について 

市長の専決処分事項の指定について(昭和62年3月23日議決)第1項、第2項第1号及び第3

号並びに第4項の規定により、次のとおり専決処分したので、地方自治法(昭和22年法律第

67号)第180条第2項の規定に基づき報告する。 

令和5年6月2日提出 

一宮市長 中 野 正 康 
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市長の専決処分事項の指定について (昭和 62 年 3 月 23 日議決 ) 

1 第 1 項 関係 (和解 ) 

専決 処分  

年 月 日  
発 生 年 月 日  原   因 市 が 負 担 す べ き も の 所   属

令 和  

 5.  3. 3  

令 和  

 5.  1.11  
交 通 事 故  な    し  収 集 業 務 課  

2 第 2 項 第 1 号 及び第 3 号関係 (和解及び損害賠 償の額の決定 ) 

専決 処分  

年 月 日  
発 生 年 月 日  原   因

市 が 負 担 す べ き も の  
所   属

うち損害賠償額 

令 和  

 5.  2.28  

令 和  

 4. 12.21  
交 通 事 故  31 0,791円 276, 141円 介 護 保 険 課  

令 和  

 5.  2.28  

令 和  

 5.  1.14  
車 両 損 傷 事 故  9,0 78円 9,07 8円 維 持 課  

令 和  

 5.  3.17  

令 和  

 5.  2.15  
交 通 事 故  17 1,908円 171, 908円 市 民 税 課  

令 和  

 5.  3.27  

令 和  

 5.  2. 2  
保 育 園 内 保育 中 の 水 筒 損 傷 事 故  2,980円 2,980円 保 育 課  

3 第 4 項 関係 (市営 住宅の明渡 し等を求める訴 えの提起 ) 

専 決処 分  

年 月 日  

訴 え の 提 起  

年 月 日  
事 件 名 概  要  

令 和  

 5.  4.17  

令 和  

 5. 4 .19  

名 古 屋 地 方 裁 判 所 一 宮 支 部令 和 5年 (ワ )第 132号  

市 営 住 宅 明 渡 し 等 請 求 事 件  

市 営 住 宅 の 不 法 入 居 者 に 対 し て 市営 住宅 の明 渡 し

等を 求め る訴 えの 提起  

-
8
5
-



報告第6号 

令和4年度愛知県一宮市一般会計継続費逓次繰越額の報告について 

令和4年度愛知県一宮市一般会計継続費逓次繰越額については、別紙のとおりであるの

で、地方自治法施行令(昭和22年政令第16号)第145条第1項の規定に基づき報告する。 

令和5年6月2日提出 

一宮市長 中 野 正 康 
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国 県
支 出 金

市 債 そ の 他

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

８ 土 木 費 ３ 水 路 費

（
大平島公園
多加木公園

）

974,000,000 460,000,000 0 460,000,000 0 460,000,000 460,000,000 0 309,000,000 151,000,000 0計

460,000,000 460,000,000 0 309,000,000 151,000,000 0

流 域 貯 留 施 設
築 造 事 業 974,000,000 460,000,000 0 460,000,000 0

翌 年 度
逓 次
繰 越 額

左 の 財 源 内 訳

予算計上額
前 年 度
逓 次
繰 越 額

計 繰 越 金

特 定 財 源

令和4年度　　　　愛知県一宮市一般会計継続費繰越計算書

款 項 事 業 名 継続費の総額

令和4年度継続費予算現額

支 出 済 額
及 び
支出見込額

残 額

-
8
7
-



報告第7号 

令和4年度愛知県一宮市一般会計繰越明許費繰越額の報告について 

令和4年度愛知県一宮市一般会計繰越明許費繰越額については、別紙のとおりであるの

で、地方自治法施行令(昭和22年政令第16号)第146条第2項の規定に基づき報告する。 

令和5年6月2日提出 

一宮市長 中 野 正 康 
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円 円 円 円 円
2 総 務 費 3 戸籍住民

登 録 費
一宮市新生児特別給付金事業

一宮市新生児特別定額給付金 5,000,000 5,000,000 0 0 5,000,000

4 衛 生 費 1 保 健
衛 生 費

新型コロナウイルスワクチン住民接種事業

時間外勤務手当、消耗品費等 205,491,206 0 0 新型コロナウイルスワ
クチン接種対策費負
担金

0

新型コロナウイルスワクチン住民接種包
括業務委託料

75,320,604 23,340,000 (国) 318,298,113

新型コロナウイルスワクチン住民接種委
託料

633,837,190 318,298,113 新型コロナウイルスワ
クチン接種体制確保
事業費補助金

(国) 23,340,000

4 衛 生 費 3 清 掃 費 ごみ収集車管理事業

自動車購入費 6,290,000 6,290,000 0 0 6,290,000

4 衛 生 費 3 清 掃 費 ごみ焼却施設管理運営事業

消耗品費 817,960 817,960 0 0 817,960

4 衛 生 費 3 清 掃 費 ごみ焼却施設定期修繕事業

施設修繕料 407,000,000 407,000,000 0 0 407,000,000

4 衛 生 費 3 清 掃 費 衛生処理場管理運営事業

施設修繕料 2,035,000 2,035,000 0 0 2,035,000

令和4年度　　　　愛知県一宮市一般会計繰越明許費繰越計算書

款 項 事 業 名 金　　額 翌年度繰越額
左の財源内訳

既収入特定財源 未収入特定財源 一般財源

1　/　7

-
8
9
-



円 円 円 円 円

款 項 事 業 名 金　　額 翌年度繰越額
左の財源内訳

既収入特定財源 未収入特定財源 一般財源

8 土 木 費 2 道 路
橋 梁 費

幹線舗装改良事業

幹線舗装改良工事請負費 117,500,000 117,500,000 0 防災・安全交付金 0

(国) 57,500,000

道路整備事業
（道路橋梁債）
(市債) 60,000,000

8 土 木 費 2 道 路
橋 梁 費

橋梁保全事業

橋梁設計委託料 9,000,000 9,000,000 0 防災・安全交付金 13,485,000

橋梁保全工事請負費 160,000,000 160,000,000 (国) 38,000,000

橋梁補修工事請負費 26,000,000 17,670,000 道路メンテナンス事業
補助金

(国) 26,785,000

道路整備事業
（道路橋梁債）
(市債) 108,400,000

8 土 木 費 3 水 路 費 土地改良事業補助事業（西成土地改良区）

土地改良事業補助金 1,000,000 1,000,000 0 0 1,000,000

2　/　7

-
9
0
-



円 円 円 円 円

款 項 事 業 名 金　　額 翌年度繰越額
左の財源内訳

既収入特定財源 未収入特定財源 一般財源

8 土 木 費 3 水 路 費 流域貯留施設築造事業

測量・設計業務委託料 23,200,000 23,200,000 0 特定都市河川流域貯
留施設補助金

0

(国) 8,000,000

特定都市河川浸水被
害対策推進事業費補
助金

(県) 4,000,000

流域貯留施設築造事
業
(市債) 11,200,000

8 土 木 費 4 都 市
計 画 費

緊急輸送道路無電柱化事業

公共街路物件移転補償金 23,700,000 23,700,000 0 無電柱化推進計画事
業補助金

0

(国) 9,900,000

道路整備事業
（都市計画債）
(市債) 13,800,000

8 土 木 費 4 都 市
計 画 費

公園施設長寿命化対策事業

各種公園整備工事請負費 18,000,000 18,000,000 0 防災・安全交付金 0

(国) 8,500,000

公園緑地整備事業

(市債) 9,500,000

3　/　7

-
9
1
-



円 円 円 円 円

款 項 事 業 名 金　　額 翌年度繰越額
左の財源内訳

既収入特定財源 未収入特定財源 一般財源

8 土 木 費 4 都 市
計 画 費

外崎地内橋梁整備事業

外崎地内橋梁新設工事請負費 127,000,000 85,200,000 0 都市構造再編集中支
援事業補助金

5,700,000

(国) 28,200,000

外崎地内橋梁新設事
業
(市債) 51,300,000

8 土 木 費 4 都 市
計 画 費

自転車通行空間整備事業

交通安全対策工事請負費 71,000,000 71,000,000 0 防災・安全交付金 42,400,000

(国) 28,600,000

8 土 木 費 5 都 市
開 発 費

まちなかウォーカブル推進事業

一宮まちなか未来会議負担金 24,013,000 24,013,000 0 官民連携都市再生推
進事業費補助金

12,013,000

(国) 12,000,000

9 消 防 費 1 消 防 費 消防車両更新事業

自動車購入費 26,925,990 26,925,990 0 消防施設整備事業 5,825,990

(市債) 21,100,000

4　/　7

-
9
2
-



円 円 円 円 円

款 項 事 業 名 金　　額 翌年度繰越額
左の財源内訳

既収入特定財源 未収入特定財源 一般財源

10 教 育 費 2 小学校費 校舎等大規模改造事業(小学校)

校舎等大規模改造工事請負費 17,900,000 17,900,000 0 学校施設環境改善交
付金

64,000

(国) 6,336,000

小学校校舎大規模改
造等事業
(市債) 11,500,000

10 教 育 費 2 小学校費 空調設備改修事業(小学校)

空調設備改修工事請負費 65,470,000 65,470,000 0 学校施設環境改善交
付金

403,000

(国) 12,367,000

小学校空調設備改修
事業
(市債) 52,700,000

10 教 育 費 3 中学校費 校舎等大規模改造事業(中学校)

校舎等大規模改造工事請負費 11,600,000 11,600,000 0 学校施設環境改善交
付金

111,000

(国) 2,989,000

中学校校舎大規模改
造等事業

(市債) 8,500,000

5　/　7

-
9
3
-



円 円 円 円 円

款 項 事 業 名 金　　額 翌年度繰越額
左の財源内訳

既収入特定財源 未収入特定財源 一般財源

10 教 育 費 3 中学校費 空調設備改修事業(中学校)

空調設備改修工事請負費 70,410,000 70,410,000 0 学校施設環境改善交
付金

339,000

(国) 12,771,000

中学校空調設備改修
事業
(市債) 57,300,000

10 教 育 費 4 社 会
教 育 費

美濃路起宿高札場整備事業

高札場跡測量登記業務委託料 547,000 547,000 0 いちのみや応援基金
繰入金

5,378,000

美濃路起宿高札場整備工事請負費 21,082,000 13,122,000 8,291,000

2,150,139,950 1,519,039,063 0 1,011,177,113 507,861,950計

6　/　7

-
9
4
-



報告第8号 

令和4年度愛知県一宮市下水道事業会計継続費逓次繰越額の報告について 

令和4年度愛知県一宮市下水道事業会計継続費逓次繰越額については、別紙のとおりで

あるので、地方公営企業法施行令(昭和27年政令第403号)第18条の2第1項の規定に基づき報

告する。 

令和5年6月2日提出 

一宮市長 中 野 正 康 

-95-



翌年度逓次

繰 越 額 購入限度額

一 般 区 域 柳 戸 ポ ン プ 場

公 共 下 水 道 1 建設改良費 沈 砂 池 設 備 600,000,000 18,000,000 ― 18,000,000 0 18,000,000 18,000,000 9,000,000 9,000,000

資 本 的 支 出 更 新 工 事

一 般 区 域 本 町 通 ８ 丁 目

公 共 下 水 道 2 拡張事業費 地 内 ほ か 600,000,000 100,000,000 ― 100,000,000 0 100,000,000 100,000,000 50,000,000 50,000,000

資 本 的 支 出 雨 水 管 布 設 工 事

1 0

1 0

項 事 業 名 繰越を要する
の 総 額

予算計上額
前年度逓次

計
発 生 額 繰 越 額

交 付 金

令和４年度愛知県一宮市下水道事業会計継続費繰越計算書

（単位　円）　

令 和 ４ 年 度 継 続 費
予　　算　　現　　額

残      額

翌 年 度 逓 次
繰 越 額 に 係
る 財 源 内 訳

繰越額に係る
継 続 費 支 払 義 務 翌年度逓次

款

企 業 債 たな卸資産の

-
9
6
-



報告第9号 

令和4年度愛知県一宮市下水道事業会計予算繰越額の報告について 

令和4年度愛知県一宮市下水道事業会計予算繰越額については、別紙のとおりであるの

で、地方公営企業法(昭和27年法律第292号)第26条第3項の規定に基づき報告する。 

令和5年6月2日提出 

一宮市長 中 野 正 康 

-97-



地方公営企業法第２６条第１項の規定による建設改良費の繰越額

（単位　円）　

一 般 区 域
公 共 下 水 道 建 設 改 良 費 24,000,000 0 24,000,000 0 8,000,000 16,000,000 0 0
資 本 的 支 出

一 般 区 域
公 共 下 水 道 建 設 改 良 費 88,000,000 0 88,000,000 39,000,000 0 49,000,000 0 0
資 本 的 支 出

一 般 区 域
公 共 下 水 道 建 設 改 良 費 55,000,000 0 55,000,000 25,000,000 0 30,000,000 0 0
資 本 的 支 出

一 般 区 域
公 共 下 水 道 建 設 改 良 費 22,000,000 0 22,000,000 0 10,000,000 12,000,000 0 0
資 本 的 支 出

一 般 区 域
公 共 下 水 道 建 設 改 良 費 25,000,000 0 25,000,000 0 11,500,000 13,500,000 0 0
資 本 的 支 出

本工事は令和5年度に予定していたも
のであり、地震対策の早期着手を目指
し、国の令和4年度補正予算「下水道防
災事業費補助」の対象としましたが、この
予算措置において令和4年度3月議会で
の補正予算対応となり、年度内の完成が
見込めなくなりました。

1 1
北 園 通 ５ 丁 目 地 内 ほ か
下 水 道 管 更 生 工 事

本工事は令和5年度に予定していたも
のであり、老朽化対策の早期着手を目指
し、国の令和4年度補正予算「防災・安全
交付金」の対象としましたが、この予算措
置において令和4年度3月議会での補正
予算対応となり、年度内の完成が見込め
なくなりました。

1 1
大 江 １ 丁 目 地 内 ほ か
下 水 道 管 更 生 工 事

1
下川田町４丁目地内ほか下水道管
改 良 実 施 設 計 業 務 委 託

本工事は令和5年度に予定していたも
のであり、地震対策の早期着手を目指
し、国の令和4年度補正予算「下水道防
災事業費補助」の対象としましたが、この
予算措置において令和4年度3月議会で
の補正予算対応となり、年度内の完成が
見込めなくなりました。

1 1
大 宮 ４ 丁 目 地 内 ほ か
下 水 道 管 更 生 工 事

本工事は令和5年度に予定していたも
のであり、老朽化対策の早期着手を目指
し、国の令和4年度補正予算「防災・安全
交付金」の対象としましたが、この予算措
置において令和4年度3月議会での補正
予算対応となり、年度内の完成が見込め
なくなりました。

1 1
音 羽 ３ 丁 目 地 内 ほ か
下 水 道 管 更 生 工 事

本委託は令和5年度に予定していたも
のであり、老朽化対策の早期着手を目指
し、国の令和4年度補正予算「防災・安全
交付金」の対象としましたが、この予算措
置において令和4年度3月議会での補正
予算対応となり、年度内の完成が見込め
なくなりました。

1

令和４年度愛知県一宮市下水道事業会計予算繰越計算書

翌年度繰
越額に係る
繰越 を要
するたな卸
資産の購
入限度額

予 算 支 払 義 務 翌 年 度
　　　　款 　　　　項 事 業 名 不 用 額 説 明

計 上 額 繰 越 額
交 付 金 企 業 債

発 生 額
国庫補助金

左 の 財 源 内 訳

-
9
8
-



（単位　円）　

一 般 区 域
公 共 下 水 道 建 設 改 良 費 27,000,000 0 27,000,000 0 12,000,000 15,000,000 0 0
資 本 的 支 出

一 般 区 域
公 共 下 水 道 建 設 改 良 費 40,000,000 0 40,000,000 0 18,000,000 22,000,000 0 0
資 本 的 支 出

一 般 区 域
公 共 下 水 道 建 設 改 良 費 45,000,000 0 45,000,000 0 20,500,000 24,500,000 0 0
資 本 的 支 出

一 般 区 域
公 共 下 水 道 建 設 改 良 費 81,000,000 0 81,000,000 0 36,000,000 45,000,000 0 0
資 本 的 支 出

一 般 区 域
公 共 下 水 道 建 設 改 良 費 40,000,000 0 40,000,000 0 18,000,000 22,000,000 0 0
資 本 的 支 出

不 用 額 説 明
計 上 額 発 生 額 繰 越 額

交 付 金 企 業 債

本工事は令和5年度に予定していたも
のであり、老朽化対策の早期着手を目指
し、国の令和4年度補正予算「防災・安全
交付金」の対象としましたが、この予算措
置において令和4年度3月議会での補正
予算対応となり、年度内の完成が見込め
なくなりました。

1 1
神 山 １ 丁 目 地 内 ほ か
下 水 道 管 更 生 工 事

翌年度繰
越額に係る
繰越 を要
するたな卸
資産の購
入限度額

予 算 支 払 義 務 翌 年 度
　　　　款 　　　　項 事 業 名

本工事は令和5年度に予定していたも
のであり、老朽化対策の早期着手を目指
し、国の令和4年度補正予算「防災・安全
交付金」の対象としましたが、この予算措
置において令和4年度3月議会での補正
予算対応となり、年度内の完成が見込め
なくなりました。

1 1
北 園 通 ２ 丁 目 地 内 ほ か
下 水 道 管 更 生 工 事

本工事は令和5年度に予定していたも
のであり、老朽化対策の早期着手を目指
し、国の令和4年度補正予算「防災・安全
交付金」の対象としましたが、この予算措
置において令和4年度3月議会での補正
予算対応となり、年度内の完成が見込め
なくなりました。

1 1
文 京 １ 丁 目 地 内 ほ か
下 水 道 管 更 生 工 事

本工事は令和5年度に予定していたも
のであり、老朽化対策の早期着手を目指
し、国の令和4年度補正予算「防災・安全
交付金」の対象としましたが、この予算措
置において令和4年度3月議会での補正
予算対応となり、年度内の完成が見込め
なくなりました。

1 1
両 郷 町 ２ 丁 目 地 内 ほ か
下 水 道 管 更 生 工 事

本工事は令和5年度に予定していたも
のであり、老朽化対策の早期着手を目指
し、国の令和4年度補正予算「防災・安全
交付金」の対象としましたが、この予算措
置において令和4年度3月議会での補正
予算対応となり、年度内の完成が見込め
なくなりました。

1 1
北 園 通 ３ 丁 目 地 内 ほ か
下 水 道 管 更 生 工 事

国庫補助金

左 の 財 源 内 訳

-
9
9
-



（単位　円）　

特 定 区 域
公 共 下 水 道 建 設 改 良 費 22,000,000 0 22,000,000 0 7,500,000 14,500,000 0 0
資 本 的 支 出

特 定 区 域
公 共 下 水 道 建 設 改 良 費 15,000,000 0 15,000,000 0 7,000,000 8,000,000 0 0
資 本 的 支 出

特 定 区 域
公 共 下 水 道 建 設 改 良 費 8,000,000 0 8,000,000 0 3,750,000 4,250,000 0 0
資 本 的 支 出

特 定 区 域
公 共 下 水 道 建 設 改 良 費 9,000,000 0 9,000,000 0 4,000,000 5,000,000 0 0
資 本 的 支 出

特 定 区 域
公 共 下 水 道 建 設 改 良 費 20,500,000 0 20,500,000 0 9,250,000 11,250,000 0 0
資 本 的 支 出

　　　　款 　　　　項 事 業 名 不 用 額 説 明
計 上 額 発 生 額 繰 越 額

交 付 金 企 業 債

翌年度繰
越額に係る
繰越 を要
するたな卸
資産の購
入限度額

予 算 支 払 義 務 翌 年 度

1
木曽川町黒田六ノ通り地内ほか
下水道管改良実施設計業務委託

1

本工事は令和5年度に予定していたも
のであり、老朽化対策の早期着手を目指
し、国の令和4年度補正予算「防災・安全
交付金」の対象としましたが、この予算措
置において令和4年度3月議会での補正
予算対応となり、年度内の完成が見込め
なくなりました。

2 1

本工事は令和5年度に予定していたも
のであり、老朽化対策の早期着手を目指
し、国の令和4年度補正予算「防災・安全
交付金」の対象としましたが、この予算措
置において令和4年度3月議会での補正
予算対応となり、年度内の完成が見込め
なくなりました。

2 1

本工事は令和5年度に予定していたも
のであり、老朽化対策の早期着手を目指
し、国の令和4年度補正予算「防災・安全
交付金」の対象としましたが、この予算措
置において令和4年度3月議会での補正
予算対応となり、年度内の完成が見込め
なくなりました。

2

本工事は令和5年度に予定していたも
のであり、老朽化対策の早期着手を目指
し、国の令和4年度補正予算「防災・安全
交付金」の対象としましたが、この予算措
置において令和4年度3月議会での補正
予算対応となり、年度内の完成が見込め
なくなりました。

2 1

本委託は令和5年度に予定していたも
のであり、老朽化対策の早期着手を目指
し、国の令和4年度補正予算「防災・安全
交付金」の対象としましたが、この予算措
置において令和4年度3月議会での補正
予算対応となり、年度内の完成が見込め
なくなりました。

2

国庫補助金

左 の 財 源 内 訳

光 明 寺 山 屋 敷 地 内
下 水 道 管 更 生 工 事

光 明 寺 北 道 手 地 内 ほ か
下 水 道 管 更 生 工 事

大 和 町 馬 引 東 中 境 地 内
下 水 道 管 更 生 工 事

光 明 寺 本 郷 屋 敷 地 内
下 水 道 管 更 生 工 事

-
1
0
0
-



翌 年 度

繰 越 額 購入限度額

一 般 区 域

公 共 下 水 道 2 拡張事業費 2,388,000,000 938,000,000 455,800,000 1,393,800,000 994,200,000 696,800,000 697,000,000 697,000,000 245,000,000 452,000,000

資 本 的 支 出

前年度までの

支 払 義 務

発 生 額 発 生 額

支 払 義 務

当 年 度

令和４年度愛知県一宮市下水道事業会計継続費繰越計算書

（単位　円）　

令 和 4 年 度 継 続 費
予　　算　　現　　額

残      額

翌 年 度
繰 越 額 に 係
る 財 源 内 訳

繰越額に係る
継 続 費 翌 年 度

款

企 業 債 たな卸資産の

1 0
中 町 １ 丁 目 地 内
ほ か 大 和 幹 線
雨 水 管 布 設 工 事

項 事 業 名 繰越を要する
の 総 額

予算計上額
前年度逓次

計
繰 越 額

交 付 金

-
1
0
1
-



報告第10号 

一般財団法人一宮市学校給食会の経営状況の報告について 

一般財団法人一宮市学校給食会の令和4年度事業概要及び事業会計決算の状況を地方自

治法(昭和22年法律第67号)第243条の3第2項の規定に基づき、別紙のとおり報告する。 

令和5年6月2日提出 

一宮市長 中 野 正 康 
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令和４年度 事 業 報 告 書 

                                      一般財団法人 一 宮 市 学 校 給 食 会 

１ 事業の状況 

（１） 学校給食に要する物資の調達に関する事業 

      ア 年間給食回数と総食数 

(回) 
総　給　食　数　

(食) 

共同調理場 小学校 191

単独校調理場 小学校 191

           年間給食回数

4,498,841

1,440,717

5,939,558

中学校 191

中学校 191

合　　　計

   イ 物資の調達 

    共同調理場は、業者選定委員会で審査し、理事会で指定された２６業者より、毎月

行われる物資選定委員会で選定された給食用物資を購入して、南部・北部共同調理場

に提供し、翌月その代金を支払った。 

    単独校調理場は、単独校調理場物資選定会で選定された給食用物資を購入し、この

代金の支払業務を本給食会が行った。 

    また、主食（米飯・パン・麺）・牛乳についても、本会において支払った。 

年間物資購入額 

                                            （単位：円） 

副食材料 主　　食 牛　　乳 合　　計

共同調理場 708,541,465 255,527,076 248,441,071 1,212,509,612

単独校調理場 230,285,885 78,839,108 79,866,101 388,991,094

合　　計 938,827,350 334,366,184 328,307,172 1,601,500,706
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（２） 学校給食費の徴収に関する事業 

日額給食費及び年間給食費 

（単位：円） 

小学校 中学校

共同調理場 250 285 769,321,067

単独校調理場 250 285 247,230,142

1,016,551,209合　　計

日 額 給 食 費

年 間 給 食 費

年度当初の１日の給食対象数 

校 食数 校 食数 校 食数

南部共同調理場 18 8,088 8 4,397 26 12,485

北部共同調理場 14 7,995 7 4,028 21 12,023

共同調理場合計 32 16,083 15 8,425 47 24,508

単独校調理場 10 5,116 4 2,685 14 7,801

合　　計 42 21,199 19 11,110 61 32,309

小学校 計中学校
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（３）学校給食についての調査研究、普及充実に関する事業 

  ア 物資納入業者等の施設、衛生状況の調査 

○ 食品加工・製造を行う業者１社を、施設の構造、設備・機械器具の取扱い、食品

の取扱い方法、衛生管理運営など現地調査し、食品の管理と異物の混入等事故が

発生しないよう依頼した。 

   イ  各種研究会、協議会への参加 

○ 市教育委員会研究会等 

・ 学校給食献立作成委員会（１０回通常開催） 

・ 食育・給食主任者会（４月）、学校給食事務担当者会議（４月） 

・  一宮市学校給食審議会（８月） 

  ウ 市内小中学校ＰＴＡ等の試食会事業 

○ 試食会開催数   

校　　数 件　　数 食　　数

小学校 15 29 331

中学校 4 6 100

小学校 8 20 395

中学校 2 2 31

29 57 857

単独校調理場

合　　計

共同調理場

エ 食育推進事業 

○  一宮を食べる学校給食の日（５月・１２月・１月）一宮市産食材の提供 

○  愛知を食べる学校給食の日（６月・１１月・１月）愛知県産食材の提供 

○  全国学校給食週間記念事業(１月２４日～３０日)地場産物の活用、郷土料理の提供 

○  友好都市トレビーゾ市（イタリア）にちなんだ献立実施（１月） 
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２ 庶務の概要 

（１） 役員に関する事項 

令和５年３月３１日現在 

役職名 氏  名 就任年月日 備   考 

会 長 高 橋 信 哉 R3.5.25 一宮市教育委員会 教育長 

副会長 町 田 啓 史 R4.5.20 一宮市小中学校ＰＴＡ連絡協議会長 

副会長 川 口 和 彦 R4.5.20 一宮市小中学校長会長 

理事長 渡 邊 彦 尚 R3.5.25 一般財団法人一宮市学校給食会 事務局長 

常務理事 浅 井   覚 R3.5.25 一宮市教育委員会 学校給食課長 

理 事 尾 関   聡 R3.5.25 一宮市保健所 保健衛生課長 

理 事 吉 川 孝 信 R4.5.20 一宮市立起小学校長 

理 事 五 藤 真由美 R4.5.20 一宮市小中学校ＰＴＡ連絡協議会副会長 

理 事 望 月   梓 R4.5.20 一宮市立中部中学校 食育・給食主任 

理 事 野 中 裕 介 R3.5.25 一宮市教育委員会 教育部長 

理 事 櫻 井 儀 久 R3.5.25 一宮市教育委員会 学校教育課長

監 事 岩 井 政 美 R4.5.20 一宮市立尾西第三中学校長 

監 事 福 山 史 華 R4.5.20 一宮市小中学校ＰＴＡ連絡協議会副会長 

監 事 平 野 晴 久 R3.5.25 一宮市教育委員会 総務課長 
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（２） 役員会等に関する事項 

ア 理事会 

 議 事 事 項  会議の結果 

開催日 

4.5.20 

1 令和３年度事業報告の承認に関する件 

2 令和３年度決算の承認に関する件 

3 公益目的支出計画実施報告書の承認に関する件 

出席者 

１２ 原案承認 

開催日 

4.5.20 

1 副会長の互選に関する件 

2 業者選定委員の選任に関する件 

報告 令和４年度事業計画書並びに収支予算書につ

いて 

出席者 

１３ 原案承認 

提案日 

4.10.14 
1 令和４年度予算の変更の承認に関する件 

同意書 

提出者 

１４ 

書面により 

同意 

開催日 

4.12.21 

1 令和４年度第２次収支補正予算の承認に関する

件 

2 令和５年度事業計画の承認に関する件 

3 令和５年度収支予算の承認に関する件 

4 評議員会の開催に関する件 

出席者 

１２ 

原案承認 

イ 評議員会 

 議 事 事 項  会議の結果 

開催日 

4.5.20 

1 役員の補欠選任に関する件 

2 評議員の補欠選任に関する件 

3 令和３年度決算報告書の承認に関する件 

報告 公益目的支出計画実施報告書に関する件 

出席者 

９ 

原案承認 

開催日 

4.5.20 
1 令和４年度事業計画並びに収支予算書について 

出席者 

１０ 

原案承認 
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提案日 

4.10.14 

1 定款及び役員報酬及び費用弁償等に関す

る規則の改正 

同意書 

提出者 

  １１ 

書面により 

同意 

ウ 監査会 

開催日 開  催  内  容 

4.5.13 
令和３年度 事業報告及び決算の監査 

公益目的支出計画実施報告書の監査 

4.11.8 令和４年度 予算執行状況の監査 

エ 物資選定委員会 

開催日 開  催  内  容 

年間１１回 学校給食用購入物資の選定並びに購入先の決定 

年間６回 

5.6.9.10.11.2月分 
学校給食用購入物資（青果物後期分）の選定並びに購入先の決定 
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(単位：円）

予算額 事業会計 法人会計 合　　計 差異 備　　考

Ⅰ　事業活動収支の部

１．事業活動収入

基本財産運用収入 3,000 0 2,541 2,541 459

基本財産収入 3,000 0 2,541 2,541 459

事業収入 1,038,650,000 1,016,551,209 0 1,016,551,209 22,098,791

給食費収入 1,038,650,000 1,016,551,209 0 1,016,551,209 22,098,791

給食費収入（共同調理場） 785,869,000 769,321,067 0 769,321,067 16,547,933

給食費収入（単独校調理場） 252,781,000 247,230,142 0 247,230,142 5,550,858

市補助金収入 664,681,000 621,253,025 3,439,297 624,692,322 39,988,678

市補助金 663,331,000 619,903,025 3,439,297 623,342,322 39,988,678

市補填金 1,350,000 1,350,000 0 1,350,000 0

雑収入 793,000 1,026,633 167,806 1,194,439 △ 401,439

雑入 793,000 1,026,633 167,806 1,194,439 △ 401,439

事業活動収入計 1,704,127,000 1,638,830,867 3,609,644 1,642,440,511 61,686,489

2．事業活動支出

事務費支出 38,302,000 37,315,859 0 37,315,859 986,141

給料 7,968,000 7,899,120 0 7,899,120 68,880

諸手当 19,989,000 19,949,476 0 19,949,476 39,524

共済費 2,400,000 2,360,501 0 2,360,501 39,499

賃金 4,316,000 3,930,151 0 3,930,151 385,849

報償費 85,000 35,000 0 35,000 50,000

旅費 106,000 47,200 0 47,200 58,800

需用費 2,688,000 2,446,041 2,446,041 241,959

役務費 734,000 639,724 0 639,724 94,276

備品購入費 1,000 0 0 0 1,000

負担金・補助及び交付金 14,000 8,646 0 8,646 5,354

公課費 1,000 0 0 1,000

事業費支出 1,662,126,000 1,601,500,706 0 1,601,500,706 60,625,294

原材料費（共同調理場） 1,257,606,000 1,212,509,612 0 1,212,509,612 45,096,388

原材料費（単独校調理場） 404,520,000 388,991,094 0 388,991,094 15,528,906

徴収不能額 26,000 14,302 0 14,302 11,698

雑費 1,000 0 0 0 1,000

管理費支出 3,551,000 0 3,488,644 3,488,644 62,356

給料 886,000 0 877,680 877,680 8,320

諸手当 2,224,000 0 2,202,761 2,202,761 21,239

共済費 268,000 0 262,233 262,233 5,767

旅費 19,000 0 6,660 6,660 12,340

需用費 17,000 0 11,000 11,000 6,000

役務費 103,000 0 96,350 96,350 6,650

備品購入費 1,000 0 0 0 1,000

負担金・補助及び交付金 2,000 0 960 960 1,040

公課費 31,000 0 31,000 31,000 0

事業活動支出計 1,704,006,000 1,638,830,867 3,488,644 1,642,319,511 61,686,489

事業活動収支差額 121,000 0 121,000 121,000 0

科   　　　　　　　　　　  目

収　　支　　計　　算　　書

令和　4年　４月　１日 から 令和　5年　３月３１日まで
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(単位：円）

予算額 事業会計 法人会計 合　　計 差異 備　　考科   　　　　　　　　　　  目

Ⅱ　投資活動収支の部

１．投資活動収入

投資活動収入計 0 0 0 0 0

2．投資活動支出

固定資産取得支出 121,000 0 121,000 121,000 0

備品購入費 121,000 0 121,000 121,000 0

投資活動支出計 121,000 0 121,000 121,000 0

投資活動収支差額 △ 121,000 0 △ 121,000 △ 121,000 0

Ⅲ　財務活動収支の部

１．財務活動収入

財務活動収入計 0 0 0 0 0

2．財務活動支出

財務活動支出計 0 0 0 0 0

財務活動収支差額 0 0 0 0 0

当期収支差額 0 0 0 0 0

前期繰越収支差額 0 0 0 0 0

次期繰越収支差額 0 0 0 0 0

１　資金の範囲

資金の範囲には、現金預金、売掛金、未収金、前払金、買掛金、未払金、及び預り金を含んでいる。

なお、前期末及び当期末残高は、下記２に記載するとおりである。

２　次期繰越収支差額に含まれる資産及び負債の内訳

科　　　　　目

現 金 預 金

売 掛 金

未 収 金

前 払 金

流動資産合計

買 掛 金

未 払 金

預 り 金

流動負債合計

次期繰越収支差額

113,063,836 114,368,212

前期末残高

22,134,851

136,369,198

509,783

135,213,849

5,595

9,567

135,213,849

115,908,541

18,795,525

0 0

4,059,163

205,259

140,633,620

当期末残高

26,097,461

0

167,947

140,633,620
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(単位：円）

当年度 前年度 増減

Ⅰ　一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

（１）経常収益

基本財産運用益 2,541 2,541 0

基本財産収入 2,541 2,541 0

事業収益 1,016,551,209 1,595,766,750 △ 579,215,541

給食費収入 1,016,551,209 1,595,766,750 △ 579,215,541

給食費収入（共同調理場） 769,321,067 1,205,476,500 △ 436,155,433

給食費収入（単独校調理場） 247,230,142 390,290,250 △ 143,060,108

受取市補助金 624,692,322 48,781,446 575,910,876

市補助金 623,342,322 48,191,446 575,150,876

市補填金 1,350,000 590,000 760,000

雑収益 1,194,439 1,044,539 149,900

雑入 1,194,439 1,044,539 149,900

経常収益計 1,642,440,511 1,645,595,276 △ 3,154,765

（２）経常費用

事務費 37,315,859 45,070,021 △ 7,754,162

給料 7,899,120 14,494,140 △ 6,595,020

諸手当 19,949,476 22,354,617 △ 2,405,141

共済費 2,360,501 3,476,243 △ 1,115,742

賃金 3,930,151 2,664,225 1,265,926

報償費 35,000 0 35,000

旅費 47,200 49,100 △ 1,900

需用費 2,446,041 1,387,627 1,058,414

役務費 639,724 635,432 4,292

備品購入費 0 0 0

負担金・補助及び交付金 8,646 8,237 409

公課費 0 400 △ 400

事業費 1,601,500,706 1,595,766,750 5,733,956

原材料費（共同調理場） 1,212,509,612 1,205,476,500 7,033,112

原材料費（単独校調理場） 388,991,094 390,290,250 △ 1,299,156

徴収不能額 14,302 133,567 △ 119,265

雑費 0 0 0

減価償却費 316,305 286,055 30,250

管理費 3,488,644 4,624,938 △ 1,136,294

給料 877,680 1,610,460 △ 732,780

諸手当 2,202,761 2,475,461 △ 272,700

共済費 262,233 386,211 △ 123,978

旅費 6,660 11,820 △ 5,160

需用費 11,000 7,823 3,177

役務費 96,350 101,248 △ 4,898

備品購入費 0 0 0

負担金・補助及び交付金 960 915 45

公課費 31,000 31,000 0

経常費用計 1,642,635,816 1,645,881,331 △ 3,245,515

正　味　財　産　増　減　計　算　書
令和　4年　４月　１日 から 令和　5年　３月３１日まで

科   　　　　　　　　　　  目
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(単位：円）

当年度 前年度 増減科   　　　　　　　　　　  目

評価損益等調整前当期計上増減額 △ 195,305 △ 286,055 90,750

評価損益等計 0 0 0

当期経常増減額 △ 195,305 △ 286,055 90,750

２．経常外増減の部

（１）経常外収益

経常外収益計 0 0 0

（２）経常外費用

固定資産除却損 0 0 0

経常外費用計 0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0

当期一般正味財産増減額 △ 195,305 △ 286,055 90,750

一般正味財産期首残高 603,834 889,889 △ 286,055

一般正味財産期末残高 408,529 603,834 △ 195,305

Ⅱ　指定正味財産増減の部

当期指定正味財産増減額 0 0 0

指定正味財産期首残高 10,000,000 10,000,000 0

指定正味財産期末残高 10,000,000 10,000,000 0

Ⅲ　正味財産期末残高 10,408,529 10,603,834 △ 195,305
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科        目 当年度 前年度 増  減

Ⅰ　資産の部

  １．流動資産

          現　　金　　預　　金 26,097,461 22,134,851 3,962,610

          売　 　　掛　 　　金 114,368,212 113,063,836 1,304,376

　　　　　未　　　 収 　　　金 0 5,595 △ 5,595

　　　　　前　　　 払 　　　金 167,947 9,567 158,380

        流動資産合計 140,633,620 135,213,849 5,419,771

  ２．固定資産

    (1) 基本財産

          定　　期　　預　　金 10,000,000 10,000,000 0

        基本財産合計 10,000,000 10,000,000 0

    (2) その他固定資産

          什　　器　　備　　品 408,529 603,834 △ 195,305

        その他固定資産合計 408,529 603,834 △ 195,305

        固定資産合計 10,408,529 10,603,834 △ 195,305

       資 産 合 計 151,042,149 145,817,683 5,224,466

Ⅱ　負債の部

  １．流動負債

          買　　 　掛　 　　金 136,369,198 115,908,541 20,460,657

          未 　　　払　　　 金 4,059,163 18,795,525 △ 14,736,362

          預　 　　り　　 　金 205,259 509,783 △ 304,524

        流動負債合計 140,633,620 135,213,849 5,419,771

       負 債 合 計 140,633,620 135,213,849 5,419,771

Ⅲ　正味財産の部

  １．指定正味財産

        指定正味財産合計 10,000,000 10,000,000 0

  ２．一般正味財産

        一般正味財産合計 408,529 603,834 △ 195,305

       正味財産合計 10,408,529 10,603,834 △ 195,305

       負債及び正味財産合計 151,042,149 145,817,683 5,224,466

貸 借 対 照 表

令和　５年　３月３１日現在

（単位：円）

※実施事業資産･･･什器備品 ４０８，５２９円（令和５年３月３１日時点）
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科        目

Ⅰ　資産の部

  １．流動資産

          現　　金　　預　　金 26,097,461

            当　　座　　預　　金 491,758

              ゆうちょ銀行一宮支店 491,758

            普　　通　　預　　金 25,605,703

              三菱UFJ銀行一宮支店 25,605,703

          売　 　　掛　　 　金 114,368,212

　　　　　前 　　　払　　　 金 167,947

       流動資産合計 140,633,620

  ２．固定資産

    (1) 基本財産

          定　　期　　預　　金 10,000,000

        基本財産合計 10,000,000

    (2) その他固定資産

          什　　器　　備　　品 408,529

        その他固定資産合計 408,529

       固定資産合計 10,408,529

     資 産 合 計 151,042,149

Ⅱ　負債の部

  １．流動負債

          買　　 　掛 　　　金 136,369,198

          未 　　　払　　　 金 4,059,163

          預　　 　り 　　　金 205,259

       流動負債合計 140,633,620

     負 債 合 計 140,633,620

   正　味　財　産 10,408,529

財 産 目 録

令和　５年　３月３１日現在

（単位：円）

金        額
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当年度 前年度 増  減

[ 2,541 ] [ 2,541 ] [ 0 ]

2,541 2,541 0

[ 626,154,497 ] [ 49,534,000 ] [ 576,620,497 ]

624,804,497 48,944,000 575,860,497

1,350,000 590,000 760,000

[ 1,079,674 ] [ 1,044,539 ] [ 35,135 ]

1,079,674 1,044,539 35,135

[ 1,015,347,296 ] [ 1,614,631,686 ] [ △ 599,284,390 ]

1,642,584,008 1,665,212,766 △ 22,628,758

[ 34,974,303 ] [ 28,724,779 ] [ 6,249,524 ]

7,899,120 14,494,140 △ 6,595,020

19,934,010 7,389,344 12,544,666

2,497,764 3,273,888 △ 776,124

3,475,042 2,414,492 1,060,550

35,000 0 35,000

42,600 46,100 △ 3,500

474,842 501,823 △ 26,981

607,279 596,355 10,924

8,646 8,237 409

0 400 △ 400

[ 3,457,419 ] [ 2,939,709 ] [ 517,710 ]

877,680 1,610,460 △ 732,780

2,202,761 813,432 1,389,329

231,652 363,729 △ 132,077

6,660 11,820 △ 5,160

11,000 7,823 3,177

95,706 100,530 △ 4,824

960 915 45

31,000 31,000 0

[ 1,600,068,676 ] [ 1,621,660,132 ] [ △ 21,591,456 ]

1,638,500,398 1,653,324,620 △ 14,824,222

4,083,610 11,888,146 △ 7,804,536

0 0 0

[ 121,000 ] [ 0 ] [ 121,000 ]

121,000 0 121,000

121,000 0 121,000

△ 121,000 0 △ 121,000

0 0 0

0 0 0

0 0 0

3,962,610 11,888,146 △ 7,925,536

22,134,851 10,246,705 11,888,146

26,097,461 22,134,851 3,962,610

（注） １　資金の範囲　　資金の範囲には、現金及び現金同等物を含めている。

２　重要な非資金取引　　なし

          財務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅳ  現金及び現金同等物の増減額

Ⅴ  現金及び現金同等物の期首残高

Ⅵ  現金及び現金同等物の期末残高

        投資活動支出計

          投資活動によるキャッシュ・フロー

Ⅲ  財務活動によるキャッシュ・フロー

  １．財務活動収入

        財務活動収入計

          公 　　　　　　　　課　　　　　　 　　費

        そ  の  他  の  事   業   活  動  支  出

        事業活動支出計

          事業活動によるキャッシュ・フロー

        財務活動支出計

  ２．投資活動支出

        固定資産取得支出

          諸                 手                 当

          共                 済                 費

          旅                                    費

          需                 用                 費

  ２．財務活動支出

Ⅱ  投資活動によるキャッシュ・フロー

  １．投資活動収入

        投資活動収入計

     　   備品購入費

          公 　　　　　　　　課　　　　　　 　　費

        管　　　 理        費        支       出

          給                                    料

          需                 用                 費

          役                 務                 費

          負 担  金  ・  補  助  及  び  交  付 金

          負 担  金  ・  補  助  及  び  交  付 金

          共                 済                 費

  ２．事業活動支出

        事       務        費        支       出

          給                                    料

          諸                 手                 当

          役                 務                 費

          賃                                    金

　　　　　報　　　　　　　　償　　　　　　　　　費

          旅                                    費

        そ  の  他  の  事   業   活  動  収  入

        事業活動収入計

  １．事業活動収入

        基   本   財    産    運    用   収   入

          基     本     財      産     収     入

        市     補      助      金      収     入

          市          補　　　　　 填           金

キャッシュ・フロー計算書

（単位：円）

科        目

Ⅰ  事業活動によるキャッシュ・フロー

令和　4年　４月　１日 から 令和　5年　３月３１日まで

          市          補           助           金

        雑                 収                 入

          雑                                    入
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１．重要な会計方針

　　（１）　固定資産の減価償却方法

　　　　　　　什器備品の減価償却は、定額法による。

　　（２）　消費税等の会計処理

　　　　　　　消費税の会計処理は、税込み方式による。

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　　　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）

科　　　　目

　基本財産

　　定期預金

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　　　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

　基本財産

　　定期預金

４．固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高

　　　固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

科　　　　目

　什器備品

５．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

　　　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

（単位：円）

交付者 前期末 当期末

残　高 残　高

市補助金収入 (合計)

　市補助金(運営補助金) 一宮市 0 0

　市補助金(学校給食費無償化補助金) 一宮市 0 0

　市補助金(食材高騰対策支援金) 一宮市 0 0

　市補填金 一宮市 0 0

貸借対照表上

724,834 316,305 408,529

補助金等の名称
当　期 当　期

増加額 減少額 の記載区分

産からの充当額)

10,000,000 10,000,000 0 ―

取得価格 減価償却累計額 当期末残高

10,000,000 0 0 10,000,000

科　　　　目 当期末残高
(うち指定正味財 (うち一般正味財

（うち負債に対応する額）
産からの充当額）

財務諸表に対する注記

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

624,692,322 624,692,322

一般正味財産

一般正味財産532,739,497 532,739,497

38,392,825 38,392,825

52,210,000 52,210,000 一般正味財産

1,350,000 1,350,000 一般正味財産
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報告第11号 

一宮市土地開発公社の経営状況の報告について 

一宮市土地開発公社の令和4年度事業概要及び事業会計決算の状況を地方自治法(昭和

22年法律第67号)第243条の3第2項の規定に基づき、別紙のとおり報告する。 

令和5年6月2日提出 

一宮市長 中 野 正 康 
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令和 4 年度一宮市土地開発公社事業報告

1 事業の概要

（1）用地取得 

令和 4 年度に取得した用地はありません。 

（2）用地処分 

一宮市の依頼に基づき、都市計画道路木曽川玉野線道路改築事業用地を 

処分しました。 

2 理事会議決議案 

（1）令和 4 年 5 月 17 日開催分 

議案第 4 号 令和 3 年度一宮市土地開発公社事業報告について 

議案第 5 号 令和 3 年度一宮市土地開発公社決算について 

（2）令和 5 年 2 月 15 日開催分 

議案第 1 号 令和 5 年度一宮市土地開発公社事業計画について 

議案第 2 号 令和 5 年度一宮市土地開発公社予算及び資金計画について 
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そ　　の　　他 0.00 － 0

0.00 － 0

公有地
取得事業

都市計画道路木曽川玉野線
道路改築事業用地 2,216.67 － 53,322,556

2,216.67 － 53,322,556

合　　　　　計

3　用地取得

区　分 取得年月日 用地・補償費(円)面　積(㎡)事　　　業　　　名

公有地
取得事業

合　　　　　計

4　用地処分

区　分 事　　　業　　　名 面　積(㎡) 取得・造成年度 用地・補償費(円)
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支払利息 その他

703,806 0 703,806 －

703,806 0 703,806 －

支払利息 その他

1,952,078 21,107 55,295,741 令和4年7月1日 一宮市

1,952,078 21,107 55,295,741 － －

その他費用(円)
取得総額(円)

その他費用(円)

備　考

処分予定年度 備　考

処分年月日 処分の相手方処分総額(円)
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公共予定地 4,970.79 S55ほか 319,491,057

萩原町中島地区(国道関連) 781.09 H8 70,766,754

萩原町中島地区(光堂川関連) 664.13 H8 60,170,178

丹陽北部地区拠点整備事業用地 1,744.81 H18 31,100,000

都市計画道路北尾張中央道
道路改築事業用地

965.36 S57 43,802,765

都市計画道路加茂伝法寺線
道路改築事業用地

248.89 R3 12,295,166

小　計 9,375.07 － 537,625,920

代替地 公共事業等代替地 4,697.01 S49ほか 465,162,739

14,072.08 － 1,002,788,659合　　　　　計

5　用地保有状況

区　分 事　　　業　　　名 面　積(㎡) 取得・造成年度 用地・補償費(円)

公有用地
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支払利息 その他

71,320,835 402,970 391,214,862 － 一宮市

2,730,588 0 73,497,342 R7まで 一宮市

2,321,708 0 62,491,886 R7まで 一宮市

0 0 31,100,000 R7まで 一宮市

1,663,851 0 45,466,616 R6まで 一宮市

26,463 0 12,321,629 R7まで 一宮市

78,063,445 402,970 616,092,335 － －

53,672,943 5,137,553 523,973,235 － 一宮市等

131,736,388 5,540,523 1,140,065,570 － －

その他費用(円)
備　考年度末保有高(円) 処分予定年度 処分の相手方
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(単位：円)

 1　事業収益

 (1) 公有地取得事業収益 55,320,272

 (2) 附帯等事業収益 5,988,001 61,308,273

 2　事業原価

 (1) 公有地取得事業原価 55,295,741

 (2) 附帯等事業原価 1,652,995 56,948,736

事業総利益 4,359,537

 3　販売費及び一般管理費

 (1) 販売費及び一般管理費 1,959,607

事業利益 2,399,930

 4　事業外収益

 (1) 受取利息 4,501

 (2) 雑収益 19,200 23,701

 5　事業外費用

 (1) 支払利息 24,531 24,531

経常利益 2,399,100

　　　　当期純利益当期純利益 2,399,100

令和4年度一宮市土地開発公社損益計算書

（令和4年4月1日から令和5年3月31日まで）

令和4年度一宮市土地開発公社決算
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　(単位：円)

資産の部

 1　流動資産 　

 (1) 現金及び預金 91,359,572

 (2) 公有用地 616,092,335

 (3) 代替地 523,973,235

 (4) 前払費用 116

          流動資産合計 1,231,425,258

 2　固定資産

 (1) 有形固定資産

　 ア　車両その他の運搬具 1,390,055

　　　  減価償却累計額 1,390,054 1

 (2) 投資その他の資産

　 ア　長期性預金 10,000,000

　　　　 固定資産合計 10,000,001

　　　　 資産合計 1,241,425,259

負債の部

 1  流動負債

 (1) 短期借入金 377,430,343

 (2) 預り金 686,247

　　　　 流動負債合計 378,116,590

 2　固定負債

 (1) 長期借入金 762,635,227

　　　　 固定負債合計 762,635,227

　　　　 負債合計 1,140,751,817

資本の部

 1　資本金

 (1) 基本財産 10,000,000

　　　　 資本金合計 10,000,000

 2　準備金

 (1) 前期繰越準備金 88,274,342

 (2) 当期純利益 2,399,100

　　　　 準備金合計 90,673,442

       　資本合計 100,673,442

       　負債・資本合計 1,241,425,259

令和4年度一宮市土地開発公社貸借対照表
(令和5年3月31日現在)
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(単位：円)

 1 事業活動によるキャッシュ・フロー

公有地取得事業収入 55,320,272

その他事業収入 6,007,201

公有地取得事業支出 △ 703,806

その他事業支出 △ 1,652,995

人件費支出 △ 1,683,623

その他の業務支出 294,013

小計 57,581,062

利息の受取額 4,501

利息の支払額 △ 24,531

事業活動によるキャッシュ・フロー合計 57,561,032

 2 投資活動によるキャッシュ・フロー

該当なし

 3 財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の増減額 △ 54,591,935

財務活動によるキャッシュ・フロー合計 △ 54,591,935

 4 現金及び現金同等物増減額（△は減少） 2,969,097

 5 現金及び現金同等物期首残高 88,390,475

 6 現金及び現金同等物期末残高 91,359,572

令和4年度一宮市土地開発公社キャッシュ・フロー計算書

(令和4年4月1日から令和5年3月31日まで)
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（重要な会計方針）

 1　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　公有用地・・・個別法による原価法によっています｡

　　代替地・・・・個別法による原価法によっています｡なお、一宮市による損失補償

　　　　　　　　が付されています。

 2　固定資産の減価償却の方法

　　有形固定資産・・・・定額法によっています｡なお、耐用年数及び残存価額につい

　　　　　　　　　　　ては、法人税法に規定する方法と同一の基準によっています｡

 3　消費税等の会計処理・・・・税込方式によっています｡

（追加情報）

 1　短期借入金（377,430,343円)による金融機関からの調達資金には、一宮市による

　債務保証が付されています｡

注　記　事　項
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(単位：円)

科　 　目 種　　類 金　　額

現　 　金 － 0

当　座 0

普　通 31,359,572 　株式会社三菱UFJ銀行

通　知 0

60,000,000

国　債 0

地方債 0

その他 0

91,359,572

預　 　金

満期保有
目的以外
で保有す
る有価証券

附　属　明　細　表

第1　現金及び預金明細表

摘　　要

定　期

合　　計

　1年定期・株式会社百五銀行ほか5行
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測量試験費

(㎡)　　　　　　　　(円) (㎡) (円) (円) (円) (円)

公共予定地 4,970.79 391,214,862 0.00 0 0 0 0

萩原町中島地区(国道関連) 781.09 73,365,224 0.00 0 0 0 0

萩原町中島地区(光堂川関連) 664.13 62,379,553 0.00 0 0 0 0

丹陽北部地区拠点整備事業用地 1,744.81 31,100,000 0.00 0 0 0 0

都市計画道路北尾張中央道
道路改築事業用地

965.36 45,384,887 0.00 0 0 0 0

都市計画道路木曽川玉野線
道路改築事業用地

2,216.67 55,270,392 0.00 0 0 0 0

都市計画道路加茂伝法寺線
道路改築事業用地

248.89 12,299,480 0.00 0 0 0 0

合　　　　　計 11,591.74 671,014,398 0.00 0 0 0 0

測量試験費

(㎡)　　　　　　　　(円) (㎡) (円) (円) (円) (円)

公共事業等代替地(一宮地区) 2,083.18 295,002,080 0.00 0 0 0 0

公共事業等代替地(尾西地区) 2,613.83 228,641,027 0.00 0 0 0 0

合　　　　　計 4,697.01 523,643,107 0.00 0 0 0 0

面　積

面　積 工事費用地費 補償費

用地費 補償費金　額 面　積 工事費資　　産　　区　　分

期　首　残　高　A

イ

当　　　期　　　増　　　加　　　高　　　　B

その他費用

資　　産　　区　　分
その他費用

期　首　残　高　A

面　積 金　額

当　　　期　　　増　　　加　　　高　　　　B

第2　公有用地明細表（期首残高・当期増加高・当期減少高）

第3　代替地明細表（期首残高・当期増加高・当期減少高）
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諸経費 支払利息 測量試験費 諸経費 支払利息

(円) (円) (円) (㎡) (円) (円) (円) (円) (円) (円) (円)

0 0 0 0.00 0 0 0 0 0 0 0

0 132,118 132,118 0.00 0 0 0 0 0 0 0

0 112,333 112,333 0.00 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0.00 0 0 0 0 0 0 0

0 81,729 81,729 0.00 0 0 0 0 0 0 0

0 25,349 25,349 2,216.67 53,322,556 0 0 0 21,107 1,952,078 55,295,741

0 22,149 22,149 0.00 0 0 0 0 0 0 0

0 373,678 373,678 2,216.67 53,322,556 0 0 0 21,107 1,952,078 55,295,741

諸経費 支払利息 測量試験費 諸経費 支払利息

(円) (円) (円) (㎡) (円) (円) (円) (円) (円) (円) (円)

0 0 0 0.00 0 0 0 0 0 0 0

0 330,128 330,128 0.00 0 0 0 0 0 0 0

0 330,128 330,128 0.00 0 0 0 0 0 0 0

当　　　期　　　減　　　少　　　高　　　　C

その他費用

面　積

当　　　期　　　減　　　少　　　高　　　　C

用地費 補償費

用地費 補償費

当　　　期　　　増　　　加　　　高　　　　B

工事費
その他費用

計
その他費用

計

工事費
その他費用

計 面　積

当　　　期　　　増　　　加　　　高　　　　B

計
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第2　公有用地明細表（期末残高）

測量試験費 諸経費

（㎡） （円） （円） （円） （円） （円）

公共予定地 4,970.79 319,491,057 0 0 0 402,970

萩原町中島地区（国道関連） 781.09 70,766,754 0 0 0 0

萩原町中島地区（光堂川関連） 664.13 60,170,178 0 0 0 0

丹陽北部地区拠点整備事業用地 1,744.81 31,100,000 0 0 0 0

都市計画道路北尾張中央道
道路改築事業用地

965.36 43,802,765 0 0 0 0

都市計画道路木曽川玉野線
道路改築事業用地

0.00 0 0 0 0 0

都市計画道路加茂伝法寺線
道路改築事業用地

248.89 12,295,166 0 0 0 0

合　　　　　計 9,375.07 537,625,920 0 0 0 402,970

第3　代替地明細表（期末残高）

測量試験費 諸経費

（㎡） （円） （円） （円） （円） （円）

公共事業等代替地（一宮地区） 2,083.18 261,754,208 0 0 0 228,443

公共事業等代替地（尾西地区） 2,613.83 203,408,531 0 2,381,090 0 2,528,020

合　　　　　計 4,697.01 465,162,739 0 2,381,090 0 2,756,463

用地費 補償費

　　その他費用

　　　　　期　　　末　　　残　　　高　　　A　+　B　-　C

　　　　　期　　　末　　　残　　　高　　　A　+　B　-　C

　　その他費用

用地費 補償費

イ

資　　産　　区　　分 面　積 工事費

工事費資　　産　　区　　分 面　積
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支払利息

（円） （円）

71,320,835 391,214,862

2,730,588 73,497,342

2,321,708 62,491,886

0 31,100,000

1,663,851 45,466,616

0 0

26,463 12,321,629

78,063,445 616,092,335

支払利息

（円） （円）

33,019,429 295,002,080

20,653,514 228,971,155

53,672,943 523,973,235

摘　要

摘　要

計

計
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第4　有形固定資産明細表

(単位：円)

取 得 原 価 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高 当 期 減 価 減 価 償 却 差 引 期 末

A B  C (A+B-C) D 償 却 額 E 累 計 額 F 残 高 D-F

1,390,055 0 0 1,390,055 0 1,390,054 1

合　　計 1,390,055 0 0 1,390,055 0 1,390,054 1

(単位：円)

資 産 の 種 類

長期性預金

合　　計 10,000,000

金　　額

10,000,000

摘　　要

2年定期・株式会社愛知銀行

 小型乗用自動
 車（平成18年
 5月23日取得）

資 産 の 種 類 摘　要

 車両その他の
 運搬具

第5　投資その他の資産明細表
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年利率 期首残高 当期増加高 当期減少高 期末残高

（％） （円） （円） （円） （円）

株式会社
大垣共立銀行

0.180 432,022,278 0 432,022,278 0
R4.3.31借入れ
（入札）

株式会社
大垣共立銀行

0.180 0 432,412,163 432,412,163 0
R4.9.30借入れ
（入札）

株式会社
大垣共立銀行

0.180 0 377,430,343 0 377,430,343
R5.3.31借入れ
（入札）

432,022,278 809,842,506 864,434,441 377,430,343

年利率 期首残高 当期増加高 当期減少高 期末残高

（％） （円） （円） （円） （円）

一宮市 0.000 762,635,227 0 0 762,635,227

762,635,227 0 0 762,635,227

（単位：円）

摘　　要

合　　　　　計

第8　資本金明細表

区　分 出資団体名 出資額

 基本財産 一宮市 10,000,000

10,000,000合　　　　　計

借　入　先 摘　　要

摘　　要借　入　先

第6　短期借入金明細表

第7　長期借入金明細表

合　　　　　計
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（単位：円）

金　　額

4,603,933 保有土地一時使用料

1,384,068 公共事業等代替地管理事業負担金

5,988,001

61,308,273

（単位：円）

金　　額

268,927 駐車場管理費

1,384,068 公共事業等代替地管理費

1,652,995

56,948,736

小 計

合　　　計

合　　　計

第10　事業原価明細表

科　　　　　目

保有土地賃貸等原価

附帯事業原価

摘　　　　　　要

公有地取得
事業原価

附帯等事業
原価

公有用地売却原価 55,295,741
都市計画道路木曽川玉野線
道路改築事業用地

保有土地賃貸等収益

附帯事業収益

第9　事業収益明細表

科　　　 　目 摘　　　　　　要

都市計画道路木曽川玉野線
道路改築事業用地

55,320,272公有用地売却収益
公有地取得
事業収益

附帯等事業
収益

小 計
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（単位：円）

科　　目 金　　額

人件費 1,683,623 報酬 147,900

給料 1,121,732

手当 187,512

法定福利費 218,658

福利厚生費 7,821

経　費 275,984 需用費 113,494

役務費 97,690

公租公課 60,600

減価償却費 0

雑費 4,200

合　計 1,959,607

第11　販売費及び一般管理費内訳明細表

摘　　　要
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報告第12号 

一宮地方総合卸売市場株式会社の経営状況の報告について 

一宮地方総合卸売市場株式会社の令和4年度事業概要及び事業会計決算の状況を地方自

治法(昭和22年法律第67号)第243条の3第2項の規定に基づき、別紙のとおり報告する。 

令和5年6月2日提出 

一宮市長 中 野 正 康 
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１ 営 業 報 告

（１）営業の概要

① 国内状況について

猛威を振るった新型コロナウィルス感染症も令和４年 3 月に「まん延防止等重点

措置」が全地域で解除されるなど、落ち着きを見せ始め、社会全般でコロナウィルス

感染症による行動制限からの脱却、正常化が進みました。

日本経済も、ウクライナ情勢等を背景とした原材料価格の上昇他の下振れリスク

に直面しましたが、感染症の影響による戦後最悪の落ち込みから回復し、新たな成長

に向かって動き出しています。しかし、生鮮食料品流通分野に関しては、依然として

消費者の低価格化志向を背景に、量販店の産地直送やインターネットなど、取引の多

様化が進んでおり厳しい状況に置かれています。

卸売市場は、現在も生鮮食料品等流通の基幹的役割を担っていますので、販路拡大

や流通コスト他の経費削減に努めたうえで、今後は加工処理や配送といった基本的

機能の強化や、多様な消費者ニーズに対応するためのコールドチェーンシステムの

確立といった課題に取り組むことが大切です。

② 一宮市の取引状況

当卸売市場の卸売事業者の業績は、取扱数量、金額とも長く減少していましたが、

前期（第 44 期）に取扱量、金額とも増加に転じ、今期も取扱数量が９,８９０.５ト

ン（前期９,７１６.５トン）と１．８％の増、取扱金額についても３２億４，２３２

万円（前期３０億２,６９８万円）と７．１％の増となり増加傾向は継続しています。

③ 卸売市場㈱の取り組み（施設管理）

ア 市場取引の監督・指導

   市場取引の公開性を尊重し、公正で秩序ある取引を確保するため、日常業務の監

督・指導に努めました。

  イ 施設の維持管理等

市場の施設を常に良好な状態に保つため、各施設並びに設備の保守点検及び修繕

を行いました。当期に実施した主な修繕は、卸売棟西側倉庫 LED 照明交換工事、

中継汚水槽（東側）水中ポンプ取替工事です。

  ウ 関連店舗の利用状況
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関連店舗は、４１店舗中３１．５店舗が使用されており、空き店舗は９．５店舗

でした。 

④ 自主的取組

ア 地場野菜供給センターの活動

地場野菜供給センターは、地場野菜の生産振興や流通の促進を図るため、地産地消

の推進及び食の安全の問題に積極的に取り組んでいます。食の安全や品質への関心

は高まっており、消費者の信頼を得るため、生産者に農薬の適正使用や堆肥使用を働

きかけるなど、エコファーマー農業の奨励に努力していかなければなりません。

イ 「ぐりーんりんぐ」の発行

地場野菜の消費拡大を図るため、市民や消費者向けに食の情報紙「ぐりーんり 

んぐ」を４回発行して、市内の小学校低学年全児童と中学校、高校、公共施設など

に配布し地場野菜の PR と消費拡大に努めました。

ウ 一般開放事業

卸売市場を消費者に理解してもらい、生鮮食料品などの需要拡大につなげるため

「日曜新鮮市」を実施して卸売市場の発展に努めました。なお、「豚汁の振る舞

い」などのイベントは、新型コロナウィルスの感染拡大防止のため中止しました。

（２）取扱高の状況

青果部門の取扱数量は９,８８６.０トンで前期（９,７０８．２トン）に比べて  

１７７．８トン、１．８％の増、取扱金額も３２億３,７４９万円で前期（３０億

１，７９９万円）に比べて２億１,９５０万円、７．３％の増となりました。

取扱品目別実績

部類別 

品  目 

 取扱数量（ｔ） 取扱金額（万円） 

第４４

期 

第４５

期 

増減 第４４

期 

第４５

期 

増減 

量 率 千円 率 

青
果
部

野
菜8,646.8 8,782.9 136.1 1.6 259,335 274,840 15,505 6.0

果
実1,048.1 1,092.1 44.0 4.2 37,506 38,491 985 2.6

そ
の
他

13.3 11.0 -2.3 -17.3 4,958 10,418 5,460 110.1

計9,708.2 9,886.0 177.8 1.8 301,799 323,749 21,950 7.3

水 産 部 8.3 4.5 -3.8 -45.8 899 483 -416 -46.3

合計 9,716.5 9,890.5 174.0 1.8 302,698 324,232 21,534 7.1

（卸売業者取引高実績報告数値）
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水産部門の取扱数量は４.５トンで前期（８.３トン）に比べて３.８トン、４５.
８％の減となり、取扱金額は４８３万円で前期（８９９万円）に比べて４１６万

円、４６．３％の減となりました。市場全体では、取扱数量が９，８９０．５トン

で前期（９,７１６.５トン）に比べて１７４.０トン、１．８％の増となりました。

取扱金額は３２億４,２３２万円で前期（３０億２,６９８万円）に比べて２億１,５
３４万円、７．１％の増となりました。当期の営業日数は２５１日（２５１日）

で、部類別品目ごとの実績は前ページ表のとおりです。

（３）営業損益

当期の営業利益は１６，５９５千円で前期２０，９７２千円より４，３７７千円

減少しました。

市場使用料他の営業収益は９４，８２４千円で、前期９４,７３８千円に比べて

８６千円増と横ばいでしたが、営業費用（一般管理費）が７８，２２９千円と、前

期７３，７６６千円より４，４６３千円の増加したのが要因です。

営業費用の増加要因として、エネルギー価格高騰の影響を受けて水道光熱費が、

４，０２５千円と前期より１，７５４千円増加したこと、消費税増により租税公課

費（１１，３６２千円）が１，９６５千円増加したこと、そして、修繕費（７，４

５０千円）が１，８０３千円増加したことが挙げられます。

営業外収支を加味した最終的な当期純利益はマイナス８５７千円（前期３５,０
９３千円）となりましたが、これは、耐震工事設計料２５，８５０千円を特別損失

として計上したのが要因です。

（４）場内営業者等の概要

① 卸売業者

部類別 期首 期末 会 社 名 社長名 資本金

青果部 １ １ 大協青果株式会社 小嶋弘道 72,000 千円

水産部 １ １ 株式会社ヤマト水産 木村智広 3,000 千円

② 買受人

期首 期末 増減 一宮 稲沢 県内 県外

買受人 １４３ １４３   ０ ８７ ２２ ２８   ６
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③ 関連事業者（関連事業店舗組合等）

業   種 期首 期末 業   種 期首 期末

雑穀販売業

食肉販売業

佃煮販売業

麺類販売業

惣菜販売業

豆腐・蒟蒻販売業

海苔・乾物販売業

餅販売業

青果物販売業

１

３

１

１

０

１

１

１

１

１

３

０

１

０

１

１

１

１

包装・容器販売業

菓子販売業

総合食料品販売業

警備業

運送業

中小企業協同組合

住宅及び店舗のﾘﾌｫｰﾑ業

発泡ｽﾁﾛｰﾙ等のﾘｻｲｸﾙ業

１

２

１

１

２

１

１

１

１

２

１

１

２

１

１

１

水産物販売業 ０ ０ 合   計 ２０ １９

（５）庶務の概要

主な庶務に関する事項は、次のとおりです。

① 株主総会

・定時株主総会

令和４年５月１９日

第１号議案 第４４期（自 令和 3 年 4 月 1 日 至 令和 4 年 3 月 31 日）の    

営業報告、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び

個別注記表の承認について

② 取締役会

（ア）令和４年５月１２日

第１号議案 定時株主総会の開催について

第２号議案 第４４期（自 令和 3 年 4 月 1 日 至 令和 4 年 3 月 31 日）の    

営業報告、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び

個別注記表の承認について

   （イ）令和５年２月１４日

第１号議案 一宮地方総合卸売市場業務規程施行細則の一部改正について

第２号議案 一宮地方総合卸売市場株式会社社員就業規則の一部改正につい

      て

    増   減   ０   ０   ０   ０   ０
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第３号議案 令和５年度一宮地方総合卸売市場株式会社事業計画の承認につ

いて

③ 株主の状況

（ア）期末株式数 ４５,０００株
（イ）期末株主数 ３名

④ 商業登記

実績（役員変更）なし

⑤ 期末役員数

（ア）取締役   ６名

（イ）監査役   ２名

⑥ 期末社員数   ３名
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　　２．貸 借 対 照 表

     単位：円

【流動資産】 （ 20,745,169 ） 【流動負債】 （ 6,703,231 ）
普 通 預 金 9,490,815 未 払 金 0
現 金 9,218 未 払 費 用 1,301,933
有 価 証 券 10,000 未 払 法 人 税 等 296,500
商 品 47,206 未 払 消 費 税 等 4,134,400
貯 蔵 品 0 預 り 金 68,925
前 払 費 用 1,319,430 賞 与 引 当 金 901,473
未 収 入 金 5,811,343
未 収 消 費 税 等 0
未収還付法人税等 0
立 替 金 4,106,157
貸 倒 引 当 金 △ 49,000

【固定資産】 （ 1,148,317,862 ） 【固定負債】 （ 504,405,881 ）
建 物 111,570,710 長 期 借 入 金 479,413,000
構 築 物 2,896,190 預 り 保 証 金 24,558,567
機 械 装 置 1 退 職 給 付 引 当 金 434,314
車 輌 運 搬 具 1
器 具 備 品 388,689
一 括 償 却 資 産 1,649,267 　  負 債 合 計 511,109,112
土 地 1,016,324,088
建 設 仮 勘 定 2,640,000
電 話 加 入 権 164,750
長 期 前 払 費 用 2,332,400
長期繰延税金資産 10,351,766

前 払 年 金 費 用 0

【株主資本】 （ 657,953,919 ）
資 本 金 100,000,000
資 本 剰 余 金 350,000,000
その他資本剰余金 350,000,000

利 益 剰 余 金 217,953,919
繰越利益剰余金 217,953,919
うち当期純利益 △ 857,072

自 己 株 式 △ 10,000,000
　　純 資 産 合 計 657,953,919

                                　貸　借　対　照　表

   （令和５年３月３１日現在）

 資        産        の       部 負   債   ・  資   本   の  部

科    目 金   額 科   目 金   額

1,169,063,0311,169,063,031

（負債の部）（資産の部）

合　　計合　　計

（純資産の部）

-10-
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  ３．損 益 計 算 書

単位：円

【営業収益】
市 場 使 用 料 92,279,812 94,823,812
市 場 共 益 費 2,544,000

【営業費用】
　一　　般　　管　　理　　費
給 料 手 当 16,041,211
賃 金 0
退 職 給 付 費 用 1,318,881
厚 生 福 利 費 2,643,228
旅 費 交 通 費 124,608
交 際 費 2,430
会 議 費 4,160
広 告 宣 伝 費 104,600
水 道 光 熱 費 4,024,603
消 耗 品 費 554,122
修 繕 費 7,449,590
保 守 管 理 料 6,025,118
借 地 料 5,569,824
減 価 償 却 費 10,601,032
負 担 金 1,970,400
租 税 公 課 11,362,000
車 輌 費 66,320
火 災 保 険 料 2,687,435
通 信 費 116,170
リ ー ス 料 165,290
清 掃 衛 生 費 4,484,550
雑 費 2,913,222
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 0

78,228,794

　営　　業　　利　　益 16,595,018

【営業外収益】
受 取 利 息 67
受 取 配 当 金 400
賃 貸 収 入 6,027,288
雑 収 入 1,618,634
貸 倒 引 当 金 戻 入 額 0 7,646,389

【営業外費用】
支 払 利 息 764,774
雑 損 失 5 764,779

【特別利益】

貸 倒 引 当 金 戻 入 1,702,000

【特別損失】

建 設 仮 勘 定 除 去 損 25,850,000

△ 671,372

296,590

△ 110,890

△ 857,072

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

区　　分

経 常 利 益

営
業
外
損
益

営

業

損

益

経

常

損

益

の

部

　　　　　　　　　　　     　損　　益　　計　　算　　書

　　　自　令和　４年　４月　１日

　　　至　令和　５年　３月３１日

科 　　　   目 金  　　　　　 額

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

23,476,628
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　　　４．　株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

【株主資本】

 　 資本金 前期末残高 100,000,000

当期変動額 (その他の資本剰余金へ振替） 0

当期末残高 100,000,000

  　資本剰余金

   　 その他の資本剰余金

前期末残高 350,000,000

当期変動額 0

当期末残高 350,000,000

　　資本剰余金合計 前期末残高 350,000,000

当期変動額 0

当期末残高 350,000,000

  　利益剰余金

   　 その他利益剰余金

    　   繰越利益剰余金 前期末残高 218,810,991

当期変動額 （当期純利益金額） -857,072

当期末残高 217,953,919

　　利益剰余金合計 前期末残高 218,810,991

当期変動額 -857,072

当期末残高 217,953,919

　　自己株式 前期末残高 -10,000,000

当期末残高 -10,000,000

　　株主資本合計 前期末残高 658,810,991
当期変動額 -857,072
当期末残高 657,953,919

純資産の部合計 前期末残高 658,810,991
当期変動額 -857,072
当期末残高 657,953,919

　　　　　　　　　　　　　　自　　令和４年　４月　１日

　　　　　　　　　　　　　  至　　令和５年　３月３１日  　　 （単位：円）

-12-

-147-



　　　５．　個　別　注　記　表

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　自　令和 ４年 ４月  １日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　至　令和 ５年 ３月３１日

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

　　（１）資産の評価基準及び評価方法

　　　　①有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　　　ア．時価のあるもの・・・・・移動平均法に基づく原価法

　　　　　　イ．時価のないもの・・・・・移動平均法に基づく原価法

　　（２）固定資産の減価償却の方法

　　　　有形固定資産・・・・・定率法（ただし平成10年4月１日以降に取得した建物、並びに

　　　　平成２８年４月１日以降に取得した建物付属設備及び構築物は定額法）

　　　　無形固定資産・・・・・定額法

　　（３）引当金の計上基準

　　　　貸倒引当金・・・・・・債権の貸倒による損失に備えるため、貸倒見込額を計上して

　　　　　　　　　　　　　　　おります。

　　　　賞与引当金・・・・・・従業員に対する賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額の

　　　　　　　　　　　　　　　うち当会計年度に負担すべき額を計上しております。

　　　　退職給付引当金・・・・・従業員の退職給付に備えるため、当期末における要支給額を

　　　　　　　　　　　　　　　　　計上しております。

　　（４）消費税等の会計処理

　　　　消費税等の会計処理は税込方式により処理しております。

２．貸借対照表に関する注記

　　（１）有形固定資産の減価償却累計額   　　９７６，３５９，２０５円

３．株主資本等変動計算書に関する注記

　　（１）当該事業年度の末日における発行済株式の数 　　　　　　 ４５，０００株

４．一株当たり情報に関する注記

　　（１）一株当たりの純資産額 　　 　　１４，９５３円５０銭

　　（２）一株当たりの当期純利益 　　 　　   　 －１９円４８銭
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第　４５　期　付　属　明　細　書
１．固定資産の取得及び処分明細書 単位：円

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 期末残高 摘要

118,076,172 1,889,800 3 8,395,259 111,570,710

2,640,308 671,110 1 415,227 2,896,190

1 0 0 0 1

1 0 0 0 1

278,213 302,390 1 191,913 388,689

0 2,473,900 0 824,633 1,649,267

1,016,324,088 0 0 0 1,016,324,088

25,850,000 2,640,000 25,850,000 0 2,640,000

164,750 0 0 0 164,750

164,750 0 0 0 164,750

10,240,876 110,890 0 0 10,351,766

3,106,400 0 0 774,000 2,332,400

404,567 0 404,567 0 0

２．担保権設定明細書

 　土地及び株式購入資金として平成26年10月に100,000千円、令和3年3月運転資金とし

て30,000千円、いずれも愛知西農協より借り入れた借入債務に対する担保。

1,127,894,798

有
形
固
定
資
産

機 械 装 置

無
形
固
定

資
産

土 地

8,088,090

合　　　計

土　　　地

期 末 簿 価

1,016,324,088

111,570,710建　　　物

　　合　　　計

12,684,166

担保の目的たる資産

区　　　分

774,000

投
資
そ
の
他
資
産

10,601,032

担　保　権　の　設　定　状　況

長 期 前 払 費 用

前 払 年 金 費 用

1,163,168,783 25,850,005計

電 話 加 入 権

長 期 繰 延 税 金 資 産

器 具 備 品

1,148,317,8621,177,085,376 26,254,572

計

1,135,468,9469,827,032

110,890 404,56713,751,843

計

7,977,200

資産の種類

建 設 仮 勘 定

建 物

構 築 物

車 輌 運 搬 費

一 括 償 却 資 産

-
1
4-

-
1
4
9
-
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報告第13号 

いちのみや未来エネルギー株式会社の経営状況の報告について 

いちのみや未来エネルギー株式会社の令和5年度事業計画及び事業会計予算の状況を地

方自治法(昭和22年法律第67号)第243条の3第2項の規定に基づき、別紙のとおり報告する。 

令和5年6月2日提出 

一宮市長 中 野 正 康 
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いちのみや未来エネルギー株式会社事業計画

（令和 5年 5月 1日から令和 6年 4月 30日まで）

１ 電力販売計画

 小売事業者登録については、令和 5年 5 月中の登録完了を予定し、令和 5年
7月 1日より市内公共施設 82件（詳細は別紙参照）に電力供給を開始する予定

です。当年度の年間販売電力量は 16百万 kWhを想定しています。

２ 収支計画（金額はすべて税抜き）

売上高は 544百万円、当期純利益は 12百万円を想定。利益の使途は、次年度

に発生する容量市場に伴う容量拠出金の負担などを想定し、原則、内部留保とし

ています。

３ 一宮市内における再生可能エネルギーの利用率向上

 当社は、一宮市内における再生可能エネルギーの利用率を高め、市内の CO2
の削減とエネルギーの地産地消を推進することを目的としています。着実な事

業運営のもと、再生可能エネルギーの拡大に向けた検討を進めてまいります。
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（単位：千円）

収入 支出

売上高 544,833

売上原価 504,905

‐電源調達費 397,208

‐託送費 84,938

‐その他 22,759

売上総利益 39,928

販売費及び一般管理費 22,711

‐営業費 20,000

‐人件費 1,150

‐その他 1,561

営業利益 17,217

営業外収益 0

営業外費用 0

税引前当期純利益 17,217

法人税等 5,165

当期純利益 12,052

令和5年度収支計画
（令和5年5月1日から令和6年4月30日まで）

科目
金額
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別紙

　電力販売計画

1 供給先施設

対象施設 施設数
予定供給量
（千kWh)

ききょう会館 1 60

高齢者福祉施設 3 233

環境センター 1 800

ゆうゆうのやかた 1 186

尾西斎場 1 68

グラウンド等 5 266

博物館

三岸節子記念美術館

尾西歴史民俗資料館

尾西図書館

玉堂記念木曽川図書館

子ども文化広場図書館

市民病院 1 6,854

市立小中学校 61 5,781

学校給食共同調理場 2 681

合計 82 16,323

販売電力量　　　　16,323千ｋWh

2 調達電源（令和5年度分）

東邦ガス株式会社

調達電力量　　　　16,968千kWh

 上記電力量のうち約7割は、環境センター・市内太陽光発電所（5か所）から調達予定

3

3

1,098

296
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